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序 章 本研究の課題と方法および対象 
 
 
 
第１節 本研究の課題 
 
（１）問題の所在 
 近年のわが国では、人口動態の著しい変動により、また、教育環境整備ならびに学校・
教育集団の編制規模の最適化の観点からも、学校をどの地域にいかに配置するかというこ
とが改めて見直され、その改変が急速に進んでいる。こうした、いわゆる学校再編政策は、
特に次世代を担う児童生徒の発達を支える学校教育の環境のあり方を大きく左右すること
はいうまでもない。さらに、学校再編政策が地域社会との密接な連関の下に展開されるこ
とを考えれば、それは社会変動から影響を受けて進められるというだけでなく、同時に社
会変動にも作用を及ぼしうるという意味で、地域のあり方、社会のあり方、国のあり方、
換言すればそれらの発展・発達を大きく変えていくものである。 
 ゆえに、学校再編政策は広く人間発達環境学の立場、とりわけその社会科学的な学術的
関心から、重要な対象として扱われるべきである。その一端を担う教育制度研究・教育行
政学は伝統的に学校の配置・改変のあり方を論じてきたが、改めてこうした人間発達環境
学上の意義を明瞭に自覚化・重視した上で、従来の研究蓄積・分析概念等を活用し、また、
批判的建設的に発展・拡張しつつ、学校再編政策のあり方を研究していく必要がある。 
 とりわけ最近のわが国の展開を見たとき、今後の学校再編政策は、少子化に伴う学校統
廃合のみならず、地域の「活性化」や「魅力づくり」、震災復興等、幅広い要因に連動し
ていくことが予想され、その動向は上記関心から極めて注目に値する。例えば文部科学省
は「地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業」を立ち上げ、既存の事業を超えた取組
を支援するとしている(1)。また、2015年に中央教育審議会は答申『新しい時代の教育や地
方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について』を報
告した(2)。この答申では、学校がこれまで以上に地域との連携を促進・強化することで、
教育改善を越えて「地方創生」を実現していくことが期待されている。従来の学校再編が、
政策上はあくまで個別学校における教育効果・教育環境改善という観点を強調して進めら
れていたことを考えると、今日の動向は一線を画しているといえる。 
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さらに2014年に改定された「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」により、教育
行政への首長関与の強化も見通される。新たな教育委員会制度では、首長が主宰する「総
合教育会議」で、地域の実情に応じた教育振興を図るための重点施策等を協議できること
となった。彼らの学校統廃合への関心の高さからも(3)、学校再編政策は、これまで以上に
自治体の総合的な計画から大きな影響を受けると考えられ、少なくとも今日、その制度的
素地は整えられつつあるといえる。 
 このような動向をひとまず積極的に評価するならば、地域再生計画の一環として公立学
校を再構築していくことや、児童生徒の成長発達を地域で包括的に保障すること等も期待
できる(4)。しかしながら他方で、次のような理由から、その帰趨は慎重に見極められる必
要がある。第一に、領域横断的な試みは、教育以外の様々な意図・価値基準が流入し複雑
に絡まり合うため、教育の理念・理想が貫かれるとは限らない。第二に、分析の視点や手
法を工夫しなければ、個別政策の理念だけにとらわれて、それらが総体として果たす機能
や隠された意図が見えにくくなる恐れがある。第三に、“地域”という部分社会が過度に
意識されれば、教育行政の射程となる全体の利益への視座が不十分になりかねないという
問題をはらむ。 
 以上のように考えれば、複雑な過程と作用が、児童生徒の生活する地域空間をいかに変
え、彼らの発達成長をどのように保障しているか／いないかを見通すことは重要な課題と
いえる。わが国で「地域再生」との連関の下での施策展開が緒に就いたばかりであること
を鑑みれば、今後、諸外国も視野に事例を蓄積するとともに、それらの分析・検討を通じ
て、個々の動向を教育学の観点から診断・評価するための理論的枠組を構築することが必
要である。 
 
（２）本研究の目的 
 上述のようなわが国の動向に照らしたとき、米国における教育改革の動向は示唆的であ
る。米国はわが国と人口動態こそ異なるが、他方で同じ先進資本主義国として人間関係の
希薄化、経済的な停滞、貧困・格差の深刻化等、共通の課題を抱えている。こうした社会
状況下において、近年の米国では、主に都市部を中心として急進的な学校再編政策が展開
され、しかもそれを「地域再生」に結び付けようとする動きが見られるのである。両者を
連動させようとする政策動向は、まさに日米共通の現代的な特色といえる。 
だが米国の場合、そうした連動は必ずしも地方自治体による総合計画・総合政策等の形
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で明示化・可視化されているわけではない。むしろ下記に示すように、「地域再生」とは
一見全く関係ないかのように進められているにもかかわらず、丁寧に分析を重ねれば、そ
れらが学校教育の枠を超えて確かに地域のあり方に作用を及ぼす局面が浮かび上がる。こ
うした複雑さを示す点にこそ特徴がある。 
米国では1980年代後半以降、「学校の自律性」を前提に、教育活動の成果に応じて個別
学校に報奨や制裁を課しながら、教職員の努力によって校内教育活動の改善を果たそうと
する改革が一大潮流となってきた(5)。成果が挙がらない学校には、教育行政による学校経
営への介入・支援やテイク・オーバー（肩代わり）、教職員の配置転換等の措置がとられ
てきた。しかし、こうした介入措置による改善の限界も指摘されるようになる。そこで改
めて注目・活用されるようになったのが「学校再編」である。近年では都市部を中心とし
て、学力不振校や不十分な教育環境の学校等を閉鎖・再配置し、新校を設置する等の動き
が加速してきている(6)。つまり、アカウンタビリティ政策の一環かつ教育の質向上や学校
組織再編の重要契機として、「学校再編」に教育改革のエネルギーが注入されるようにな
っているのである。 
以上からすれば、確かに米国の学校再編には、少なくとも教育政策として、その果たさ
れるべき理念の一つに「地域再生」が登場することは一切ない。後に検討する先行研究に
おいても、こうした事情からか、両者の連関を度外視した分析・評価がなされている。だ
が本研究がまさに検討対象とする都市部においては、学校再編を学校参加制度や学校選択
制度、さらには公立学校の民間団体への運営委託等と組み合わせながら、「地域再生」と
いう特定の機能を果たすことを期待する動きがみられるのである。それは、地域からの教
育的な要望として提出され、「学校―地域間関係」の再編を目指して実施されることもあ
れば、他方で、首長主導の下で学校再編を経済発展の手段と位置づけ、教育本来の機能が
疎外されるかのような事態も起こっている。いずれにしてもそれらは、各章で詳述するよ
うに、わが国で期待・強調されるような、両者が相乗効果を発揮する理想的なものばかり
ではなく、また、それがたとえ「善き」意図・地域の教育要求に即したものであったとし
ても葛藤や諸困難に直面しながら進められているのが実情である。 
このように米国都市部における学校再編は、急進的に進められる一方で、「地域再生」
との関係は決して十分には言語化されず、また分析されてもいない。しかし前述の問題意
識からすれば、潜在的には両者の関係が最も鋭く問われうる事例として米国を捉えること
ができ、またそのような潜勢力の局面に注目することによってこそ、未解明の論点や隠さ
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れた問題点・意義等に迫る貴重な検討対象として位置づけることが可能となる。いわば米
国の動向は、20年後、10年後のわが国の行く末を見極める上で重要な事例といえ、その検
討には極めて大きな学術的意義を見いだせる。 
そこで本研究では、米国都市部において学校再編政策がいかに進められているのかにつ
いて、「地域再生」との連関に焦点を当てて、その特質と課題を解明する。この作業を通
じて、わが国の今後の学校再編政策への示唆を得ることを目的とする。なお、本研究では
上述のような米国で展開される動向を相対化すべく、あえてカギ括弧を付して「地域再生」
を捉える。その上で、教育学・教育行政学の立場から、児童生徒の発達保障に及ぼす影響
を慎重に見定めることを目指す。 
 
（３）先行研究の検討 
 次に、上記の課題に関する先行研究の検討に進む。先行研究の問題は、後に述べる方法
論とも関わるため、ここではまず、本研究が対象とする米国の学校再編政策の動向を直接
に扱っている文献に絞って言及しておく。 
 既に触れたように、わが国では、現代米国都市部の学校再編政策とそれをめぐる動向に
ついて、「地域再生」との連関に着目した分析が十分に進められているとはいえない。 
 その要因としては、まず日米における人口動態の相違を挙げることができる。日本では
少子化が進展しているのに対し、米国は移民等の影響もあり全体としては人口増加・高出
生率傾向にある。こうした違いから、そもそも課題意識が共有されにくい。とはいえ人口
動態を念頭に置いた比較研究が全くないわけではなく、小松茂久が農村部の児童生徒数減
少期における学校統廃合を対象とした分析を行っている(7)。だが小松の研究は歴史研究で
あり、かつ、「地域再生」との連関を問うものではない等、本研究とは対象時期および考
究しようとする論点が異なっている。 
 改めて述べれば、本研究があえて現代米国都市部の学校再編を対象とするのは、今後の
わが国の学校再編が、少子化に起因して消極的に実施されるばかりではなく、むしろ地域
活性化等の教育以外の積極的な意味も付与されながら、福祉・経済・住宅等の他領域の政
策や複数の教育制度改革と組み合わされて実施される可能性を予期するからである。そう
した観点から本研究は、厳しい荒廃によって「地域再生」の必要性が強く認識され、かつ、
実験的な教育改革が多様に生起している都市部の動向にこそ着目している。 
 現代の米国都市部において「地域再生」との連関の下に学校の閉鎖・新設を進める動き
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には、国家や地方自治体の主導で進められているものと、地域諸組織を中心とした草の根
の改革として進められているものがある。わが国の米国教育行政研究で主に注目されてき
たのは前者の動向である。これら先行研究については、後に詳しく検討する。 
 後者については、教育行政学の観点から研究したものは管見の限りでは見当たらない。
他方、地域福祉学の分野では仁科伸子が着目している(8)。仁科の研究は、貧困地域におい
て、住宅・商業施設等の物的開発だけでなく社会サービス・教育等を含めて、総合的に
「地域再生」を扱う「包括的コミュニティ開発」が進められていることに着目し、その手
法の特質を解明しようとするものである。その一つに、学校設置や学校組織再編を通じて
近隣改善を進める動きがあることを紹介しており、注目に値する。だが、あくまで地域福
祉学の観点からの分析であるため、本研究の冒頭で述べたような、「地域再生」と教育改
善という理念や価値基準の異なる両者が、児童生徒の生活空間をいかに変え、彼らの成長
発達をどう保障しようとしているかについては深い考察に至っていない。こうした動きに
ついて教育学・教育行政学の観点からも分析を進めていくことが求められる。 
 ここで先に保留した前者の先行研究は、本研究の意義の提示に直接関係する重要なもの
である。改めて、それらの動向に目を移すと、現代米国の都市教育行政における急進的な
学校閉鎖・新設の動向を学術的に分析・検討した非常に優れた研究として、篠原岳司によ
る一連の論文が挙げられる(9)。さらに学術的分析とはいえないが、米国都市部の動向を丹
念にルポルタージュした文献に、山本由美(10)、鈴木大裕(11)の著書を挙げることができる。
これらはいずれも、本研究で事例検討の一つとして扱うシカゴ市の学校再編政策を扱って
おり、重要な先行研究である。先行研究は共通に、閉鎖・新設が首長主導で進められてい
ることや公立学校の民間団体への運営委託等と組み合わされていることに着目し、教育関
連法規・規則の分析や綿密な現地調査等を通じて、それが公教育の解体、いわば市場化・
規制緩和や教員組合の弱体化等を進めるものであると批判的に検討している。そして、そ
の動向に対して教師・住民らによる抵抗運動が起こっていることを紹介するものである。 
 他方で、そうした学校再編政策の根底に、「地域再生」を志向する政策力学が働いてい
ることには視野が及んでいない。印象として一言触れられることはあるが、その方法や過
程等の構造を解明するような学術的考察は一切なされていない。もちろん両者の連関は本
研究の検討課題なのだが、そうした連関の事実があるとすれば、先行研究における上記の
ような学校再編政策の把握は断片的なものにとどまっているといわざるを得ない。 
 以上の先行研究の限界について、特にその分析の方法論上の特質に焦点を当てるならば、
序 章 本研究の課題と方法および対象 
 
-11- 
 
これまで学校再編政策と「地域再生」の連関について十分に深められてこなかった要因と
して、次の三点を挙げることができる。 
 第一に、先行研究は分析対象にしても規範提示にしても、個別学校への作用・効果に関
心・重点を置いているため、学校再編政策によって学校群全体ではいかなる機能が果たさ
れているか／いないかを判断できない(12)。換言すれば、個別学校への作用・効果は、そ
れらの総体で果たされる機能と同じとは限らないはずだが、そうしたことが視野に入って
いない。こう考えれば、個別学校に焦点化しがちな分断的・限定的視点のみでは、学校再
編政策を的確に評価できない恐れがある。もちろん、学校を自律した一つの経営組織体と
して把握・重視することは、国家権力による過剰な学校管理体制を問い直し、教師の教育
の自由の下にすぐれた教育活動を確立させることに大きく寄与してきた。もとより本研究
も、そうした個別学校内部の事実を軽視するものではなく、むしろ重視している。しかし
冒頭で述べた通り、学校再編が地域における学校配置を見直すものである以上、その分析
においては、個別学校への作用と同時に、その内部にとどまらない有機的なつながりや動
態にも目を向ける必要がある。 
 第二に、先行研究は、学校再編が学校組織再編や成果管理を標榜して実施されていると
いう今日的特質とも関係して、他領域との関連への目配りを欠いたまま、それを教育政策
内の問題としてのみ捉えるきらいがある。これでは、教育政策を動かす要求や意図が教育
を越えたところにあったとしても、その事実と影響を見逃しかねない。もちろん先行研究
も、首長、企業財界、地域諸組織・NPO等、教育以外のアクターの影響力には注目して
きた。だがそれは、あくまで教育政策上の選好として扱われるため、分析対象も教育政策
だけに絞られている。つまり他領域の政策との連関には視野が及ばない。もちろん、領域
横断的な政策連関は明示的でない限り観察が容易でないという制約があることも、研究の
深化や広がりを難しくしているといえよう。 
 第三に、学校再編と地域との関係について、先行研究では住民からの抵抗運動のみがク
ローズアップされる傾向にあり、建設的な批評や地域教育計画策定への照射・架橋が不十
分という問題がある。ゆえに、一定の規範と人々の教育要求を対置させて現行政策や公権
力を批判できても、現状の学校や地域の変革に向けた有効な展望は必ずしも見いだせない。
とはいえ、先行研究の立場が理解できないわけではない。米国都市部では、わが国に先立
って教育行政の首長直轄管理が進み、教育行政における民主性が無力化・形骸化されたこ
とが批判されている。このことを考えれば、確かに、民主性という教育行政学上の重要原
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理を擁護し住民の抵抗運動に焦点を当てることには一定の意義も見出せる。他方で政策・
権力批判や運動論のみに終始してしまえば、児童生徒の発達保障に向けて教育改善および
「地域再生」をいかに実現するかは不透明なままという問題が残る。 
 以上から、これまでの先行研究では、現代米国都市部における学校再編政策の特質と課
題、とりわけ「地域再生」との連関についての検討が十分に深められてこなかったと考え
られる。したがって、本研究の課題設定には一定の意義を見出せる。 
 
 
第２節 本研究の方法と対象 
 
（１）分析の方法と視点 
以上の課題意識と先行研究の検討を踏まえ、本研究では、学校再編政策と「地域再生」
との連関を解明するために、次のような方法と視点を用意する。 
まず、本研究では「学校再編政策」を、単に分析対象とするだけでなく、米国で起こっ
ている事象への視座を転換するための方法概念として位置づけ直す。そのため、「学校再
編政策」という用語を、次のような特別な意味を持たせて用いることとする。すなわち、
学校の閉鎖・新設・再配置に伴って、学区内や地域における学校の布置状況の変更や複数
学校間での調整が行われる／生じる改革であり、さらには、地域社会と相互作用を持つも
のとして把握する(13)。「再編」という用語からは、校内組織の再編（例えば、校務分掌組
織の再編、高校段階における学科再編等）もイメージされうるが、本研究ではそうした個
別学校の内部での変更も視野に入れつつ、しかしながら校内で完結する狭い意味でのみ学
校再編政策を捉えることはしない。このような視座転換により、たとえ校内組織再編や個
別学校に対する成果管理を標榜する教育政策であっても、個別学校の内部に止まらない作
用に目を向けることが可能となる。 
 次に、こうした方法論に基づき、具体的に分析・検討を進める上での視点を準備する。
本研究では、教育政策の分析に際して重要論点となる「政策の作用」「政策内容」「政策形
成過程」の三点に関して、それぞれ次の視点を重視する。 
 第一に、「政策の作用」に関しては、学校再編政策が学校のみならず地域にどのような
影響を与えるのかに焦点を当てる。換言すれば、学校再編政策が直接には学校への作用を
及ぼしながらも、それを通じて、あるいはそれを越えたところで、地域社会全体にいかな
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る作用を及ぼしているのかという包括性
．．．
の下で作用を捉える。冒頭で述べた通り、学校再
編政策は直接には学校に影響するものであるにもかかわらず、現実には地域社会に様々な
問題を投げかけ、また、地域社会からの様々な反応・作用も受ける。それは単に、学校再
編政策の実施後の帰結として生じるだけでなく、むしろ米国では学校再編政策を地域側が
生み出す事例も見られる。その意味では一方向的な影響力関係ではなく、相互作用の下に
捉えるといっても良い。 
 さらに本研究では、この状況を適切に捉えるために、学校再編政策を単に教育政策の枠
組にとどめて分析するのではなく、他の政策との関係にも視野を拡げる。もちろん複合的
な都市政策の全体を捉えることは極めて難しい。だが少なくとも、都市の経済状況の変容
やグローバル化の下で都市再開発を進める政策が展開されていることに注目し、それらと
の関係、あるいはその中での教育政策の位置づけに焦点を当てる。 
 こうした場合、根本的な研究方法の転換も必要になる。すなわち、従来も指摘されてき
たことだが、教育制度研究における法解釈学的な分析手法の限界である。学校再編政策の
場合、それを直接に規定する法の文言は当然存在するし、その分析は必要である。しかし、
本研究が後の事例分析の中で示すように、都市再開発を進める他の諸政策との連動の下で
は、学校再編政策はそれを直接に規定する文言を超えて展開し、そして文言が予定する帰
結とは別の作用をももたらしうるのである。 
 こうしたことも踏まえて、学校再編政策の過程と作用を地域の変容動態との関係の下で
包括的に捉える。いわば、政策の包括的作用
．．．．．
に着眼することで、領域横断的な政策力学が
働く「見えにくい」過程と作用を帰納的に導き出す。 
 第二に、「政策内容」に関しては、一時点での個別政策の内容だけでなく、学校再編に
関わって時系列的に捉えうる複数政策での内容の展開に着眼する。すなわち、教育委員会
や市民が実践に際して直面した困難や、その対応・処理等を通じて、いかに政策が生成・
発展・変容・退化、さらには新たな課題に直面したかに焦点を当てる。これは、政策の形
．
成
．
過程や権力
．．
過程とは識別される、政策自体の内容
．．
がいかに展開するか、という意味での
政策過程の分析・検討に比重を置くものである。いわば、政策内容の
．．．．．
展開
．．
過程
．．
の
．
分析
．．
であ
る。政治学の分野では政策過程分析のうち、権力過程分析等に比して、こうした政策内容
自体の発展過程を分析した研究は少ないことから、その蓄積の必要性が指摘されていると
ころである(14)。 
 政策内容の展開過程に着眼するのは、本研究が米国の先進的な改革手法の日本への導入
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や単純な適用を目的とするものではなく、また先にも少し触れたように成功例ばかりを取
り上げるものでもないことと深く関係している。つまり到達点の概括的評価ではなく、政
策内容に関する試行錯誤のプロセスと展開を検討することによって、今後の実践に際して
の操作可能な契機や要因、分岐点・転換点を発見することが可能となる。ここに、政策内
容の展開過程を検討することの意義を見出せる。 
 近年の教育行政学においては、政治学的手法の導入により、政策の形成過程、とりわけ
権力過程については注目されつつあるものの、上述したような教育政策の内容自体の展開
については十分検討されてこなかった。その理由の一つとして、とりわけ米国教育行政に
関していえば、教育長と事務局の頻繁な交代に伴って“政策転換（policy churn）”が著し
いとの状況が挙げられる(15)。つまり、政策内容の相互関係は展開というよりむしろ、教
育長ごとに断絶される傾向にあったといえる。だが近年の都市部では、強力なリーダーが
長期に渡って教育行政を主導し、独自の政策を修正しながら展開する様子が見られるよう
になっている。さらには、後の各章で論じるように、たとえ教育長の頻繁な交代によって
教育行政が不安定な状況に置かれていたとしても、移動のない住民が行政側に働きかけて
政策の維持・展開を支えるという事例も起きている。 
 このように近年の米国では、政策内容の展開過程を検討するにふさわしい状況が生起し
ている。にもかかわらず先行研究は、政策内容の展開という観点から分析を進めてきてい
ない。つまり、教育政策がどのように継承・発展・退化しているのか等について、十分な
定式化は図られてきていない。本研究は、こうした状況を補うべく政策過程の定式化に向
けたモノグラフの積み上げのひとつとして位置づくことを意識している。 
 第三に、「政策の形成過程」については、その基礎原理に関わって、政策形成の主要ア
クターである教育行政機構や近年影響力が増している企業財界のみならず、政策の源泉と
なるべき地域住民と学校再編政策との関係に着眼する。その際、とりわけ従来の枠組のよ
うに、反権力の意識から住民を無前提に是・善とするのではなく、むしろ彼らの学習と変
．．．．
容
．
に焦点を当てる(16)。ここで学習と変容に焦点を当てるというのは、「住民の声」や「権
力への反対運動」を無前提に是とするのではなく、彼らの可謬性や意見変容にこそ焦点を
当てるということを意味する。こうした住民の自己教育の過程がなければ、住民の教育へ
のいたずらな侵害ともなりかねない。このことは、わが国の伝統的な教育学の理論におい
ても指摘されてきたところである(17)。 
 だが、近年の、とりわけわが国における米国教育行政研究に限っていえば、反行政・反
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体制・反権力の意識が強すぎるがゆえに、いまだに住民による権力への反対運動にのみ光
が当てられる傾向がある。換言すれば、一見、自明な上記の枠組は、近年の米国研究にお
いては必ずしも十分に貫徹されていないように思われるのである(18)。これでは、たとえ
住民の学習と変容が事実として生起していたとしても、その枠組の貧困さ・不十分さゆえ
に、それ以上に深い動態を捉えることができない。 
 もちろん権力への批判意識自体は大切である。だが、住民の可謬性、さらには、政策形
成の難しさや学校と地域の関係構築の難しさ等を踏まえれば、楽観的・表面的な理想主義
の主張に終始するのではなく、もう一歩深いところで理想を掲げるような枠組こそ必要と
いえる。こうした課題意識から本研究では、住民を単に反権力の象徴として位置づけるの
ではなく、むしろ彼らが政策の源泉としての公権力を適切に構成しうる主体といかになり
うるか、という観点に立って、積極的な主権者としての住民の動きに焦点をあてる。 
 以上三つの視点に通底する方法論的視座は、学校再編政策を公権力と住民の相互作用の
下で捉えるということである。すなわち本研究は、教育政策の分析に際して、一方的な権
力規定論には立たない。いかに権力的に政策が展開されていたとしても、人々の生活空間
で生じる矛盾や亀裂の中から、それに対抗し自ら創り変えようとする動きがでてくる。反
対に、権力が資本の力と結合して人々の意識と行為の隅々にまで行き渡れば、その力がい
っそう強化されることもある。こうした動態に着目しようとするものである。つまり、公
権力と住民の関係を単に対抗図式(19)の下で捉えるのではなく、両者のせめぎ合いと結合
の双方を視野に入れる。 
 
（２）対象の設定 
 以上を踏まえ、本研究では米国都市部における学校再編政策の中から次の三つを検討対
象として設定する。一つは理論的動向、二つは具体的事例である。 
 まず理論的な動向として、学校再編政策の今日的な到達点とみなせる「ポートフォリ
オ・マネジメントモデル（portfolio management model：以下PMM）」を取り上げて詳しく
検討する。PMMは、近年の米国都市部を中心として展開・活用されている新しい学校管
理手法である。学校管理というと、一見、本研究の検討対象である学校再編の理論とは別
物のようにも思える。だがPMMは、下記に示すように、学区教育委員会による学校管理
サイクルの一環に、学校の閉鎖・新設・再配置等を不可欠な要素として組み込んでいる点
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で、学校再編政策の新たな展開あるいは本格化として考えられるべきものであり、本研究
の重要な検討対象となる。 
 PMMの基本的発想は、伝統的な公立学校だけでなくチャータースクール等の新たなタ
イプの学校も含んだ上で、学区の所管する全学校を「学校群のポートフォリオ（a 
portfolio of schools）」＝学校一覧と捉え、それ自体をマネジメントするというものである。
学区教育委員会は、絶えず「学校群のポートフォリオ」を俯瞰しながら、先を見越して学
校の改善支援と再編（認可・設置・廃止等）との両方を戦略的に計画・実施し、毎年新た
にポートフォリオの更新を図る。この発想と手法を通じてこそ、近視眼的な個別学校の改
善ではなく、学区全体の教育ニーズを満たすことと、多様で質の高い「自律的学校群」を
成立させること、という２つの目的が同時に達成できると考えられている。 
 このようにPMMは、前記の個別学校と学区全体に関わる重要論点に正対するモデルと
もいえ、その特質と課題を解明することには大きな意義を見出せる。 
 次に具体的事例として、下記の二学区における学校再編政策を取り上げる。選定理由の
詳細はそれぞれ後に記す通りであるが、両者は2000年代前半以降に、全米でも有数の大規
模な学校再編政策を実施し、それを明示的にあるいは秘密裏に「地域再生」に結び付けよ
うとしてきた都市学区である。そして両学区における教育改革には、その理論的基盤とし
て前記のPMMを据えている／導入しようとしているという点で共通性もある。こうした
点から、本研究の課題に迫る上で適切な検討素材といえる。 
 第一の事例として取り上げるのは、カリフォルニア州オークランド統合学区（Oakland 
Unified School District, CA）の学校再編政策である。同学区では2000-09年の間に、全79校
中22校が閉鎖され、新たに48校が設置されている。本事例の特徴的な点は、貧困層の保護
者・住民が学習を通じて自ら教育行政に学校再編政策の提言を行い、その成立を促したと
ころにある。同学区には、従来、経済水準の異なる二地域が併存し、両者間には教育環境
および教育水準にも大きな格差がみられていた。そうした状況下で、住民側から地域の構
造的不平等と教育制度のあり方とが密接に結びついていることへの厳しい批判が生まれ、
学校再編を通じて地域間の教育格差を是正することが企図されたのである。他方で政策の
実施過程を見ると、決して順調に進んだわけではなく、行政側は様々な困難に直面して試
行錯誤している。同学区におけるPMMは、その過程で諸課題に対応すべく生み出された
ものであった。 
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 オークランド統合学区の事例が興味深いのは、学校再編政策をめぐって、住民が行政へ
の批判意識を残しつつも積極的な連携・協力の姿勢を見せ、また行政側も、住民側の教育
への主体的関与を重視しつつも学区の全体利益に関わる点ではイニシアチブを発揮して住
民側の要求を是正する等の展開を見せていることである。だが、これまでのところオーク
ランド統合学区の動向は、後に触れるシカゴ学区の事例に比して、わが国の米国教育行政
研究においてはあまり注目されてこなかった。オークランド統合学区は決して著名な学区
ではないが、こうした地道でありながらも注目に値する実践から得られる示唆は大きいと
考えられる。 
 第二の事例として取り上げるのは、イリノイ州シカゴ学区（Chicago Public Schools, IL）
の学校再編政策である。シカゴ学区では、教育行政における首長直轄管理下で、2004-10
年の間に60～70校の失敗校を閉鎖し、新たに100校を設置する学校再編政策が発表された。
新設校の３分の２は、民間団体による運営、非組合員の雇用が予定された。先行研究の検
討で触れた通り、同政策は日米で大きな注目を集め、教育の私事化・民営化や教育専門職
の関与弱体化を促進するという観点から批判されている。 
 だが後の各章で論じるように、学校再編政策の根底には、グローバル化の進展を背景に
経済発展を企図して都市再開発の一翼を担わせようとする政策力学が働いている。シカゴ
学区の学校再編政策は、オークランド統合学区とは対照的に、資本の影響を受けて翻弄さ
れているといえる。だが、それがいかなる構造の下に進められているのかは明らかにされ
ていない。 
 他方、このように学校と地域が大きな変貌を余儀なくされる中で、だからこそ、住民の
新しい動きも生まれている。それは単なる抵抗運動ではなく、学校設置を起点として、住
民が主体的に「地域と教育の新たな展望」を描こうとするものである。こう捉えると、た
とえ首長直轄型で教育行政における民主性を無力化し、教育とは別の意図から作用を強め
ても、学校設置が子どもたちの成育と地域の将来像に深く関わる以上、絶えず生活の土台
からその是非やあり方を問い直す動きが湧き出てくるのではないか。こうした動きにこそ、
学校再編政策と地域社会との関係を再検討する手がかりが浮かぶのではないだろうか。 
 このように、シカゴ学区は米国でもいち早く教育行政への首長関与強化を進めた自治体
であり、それによる学校再編政策の特質を分析することは、今後のわが国を見据える上で
も示唆的といえる。さらに、本事例は、グローバル化時代における教育政策の新潮流とも
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いえるもので、住民側の動きも含めて、その過程と帰結を理解することは、今後の教育行
政研究において重要な意義を持つと考えられる。 
 以上、二学区の動向に着目すれば、同じく「地域再生」との連動の下で学校再編政策が
展開されていながら、両者には政策の理念と内容、展開、作用等に大きな違いも見られる。
こうした共通性と異質性を併せ持つ二事例を同時に検討することで、州や学区を横断した
現代米国における学校再編政策と「地域再生」をめぐる特質の解明とともに、操作可能な
契機の発見も可能と考えた。さらに、両学区の政策動向は、これまでに米国研究者・実践
家から大きな注目を集めてきたものである。ゆえに、分析に際して必要となる学術論文、
実践報告書、新聞記事等の資料が比較的豊富にあり、また入手可能な状況にあった。この
点も外国研究をする上では大事な選定理由となる。 
 
（３）各章の構成 
上記の方法と対象から、本研究は次のような章構成をとる（図序－１）。 
 まず、序章と第１章を【第Ⅰ部】として、学校再編政策の理論的検討を行う。序章で導
かれた研究課題から、第１章では学校再編政策の本格化ともみなせる「ポートフォリオ・
マネジメントモデル（PMM）」の理論上の特質と課題について検討する。同手法の基本的
発想と米国教育改革における位置づけを考察することでPMMの特質を解明する。この作
業を通じて、今日の米国学校再編政策の理論的基盤の一端に迫る。【第Ⅰ部】で得られた
知見は、次章以降の事例分析に貫かれる。 
 次に、第２章と第３章を【第Ⅱ部】として、オークランド統合学区の事例分析を行う。
第２章では、学校再編政策の形成過程に関して、特に住民の動きに焦点を当てて考察を行
う。オークランド統合学区では前述の通り、住民らが学校再編政策を提言するが、その必
要性を認識・学習していく過程において「コミュニティ組織化（community organizing）」
と呼ばれる実践が鍵となったことに着目し、いかなる方法でどのような学校再編政策が形
成されたのかを明らかにする。 
 第３章では、学校再編政策の実施段階における、学区教育委員会による学校再編と支援
をめぐる政策内容の展開過程に焦点を当てる。オークランド統合学区では試行錯誤の末に
PMMの導入に至っているが、その際に、いかなる課題に直面して、どのような対応を迫
られたのかという観点から、政策内容の特質を解明する。 
 続く、第４章と第５章を【第Ⅲ部】として、シカゴ学区の事例分析を行う。第４章では、
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学校再編政策が地域にいかなる作用を及ぼしているかに焦点を当てる。とりわけ、シカゴ
学区における学校再編の状況を都市空間の変容動態と重ね合わせることで、学校再編が都
市再開発政策から大きな影響を受けて翻弄されていること示し、そのメカニズムを明らか
にする。 
 第５章では、上記シカゴの政策動向に対して住民の側からの異議申し立てが起こってい
ることに着目する。それは単なる抵抗運動ではなく、教育と地域の将来像とを結びつけて
論じる「地域教育計画」とでも呼ぶべき実践へと発展している。本章では、こうした住民
主導の教育計画策定の試みに焦点を当てて、策定過程と内容と分析するとともに、その特
質と課題と明らかにする。 
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 ところで第２章から第５章における二地域の事例分析では、住民を中心とする動向と政
策エスタブリッシュメントの動向の二つに主に焦点を当てることになる。しかし本研究で
は、住民サイドと政策サイドという区分で捉えることはしない。なぜなら第一に、住民も
潜在的には政策形成の主体になりうるという立場をとるからである(20)。そして第二に、
政策エスタブリッシュメントの動きについては、公権力だけでなく資本の動きもあわせて
捉えていくことを念頭に置いているからである。 
 こうした見地に立ったときに二つの事例に貫かれる観点は、住民の生活に根ざした意
識・動態に注目すると同時に、それを超えた住民の手が及ばないところで自律的な運動と
して増殖していく動きとしてのシステムに注目するというものである。こうして改めて振
り返れば、第２章から第５章は、目的合理性を原理として権力や資本によって統御される
行為領域である「システム」と、コミュニケーション的合理性という原理に基づいた人々
の相互行為の領域である「生活世界」との二領域を軸に分析を行っていくことになる(21)。
これはあくまで便宜的な枠組であり、また、二分法的な把握に由来する限界も想定しうる。
しかしながら、実際に後の章で示すように、本研究で取り上げる二事例では、それぞれに
これらの合理性が機能する様相を見て取ることができる。そこで、ここでは本研究の出発
に必要な限りでの枠組として設定しておく。 
 終章では、前章までの検討から得られた知見を総括し、米国都市部における学校再編政
策と「地域再生」の連関について、その特質と課題と明らかにする。以上からわが国への
理論的・実践的な含意を示す。 
 
 
〔註〕 
(1) 文部科学省「平成27年度概算要求における『地域の未来』創生に向けた取組（大臣官
房）」2014年８月。文部科学省「地域とともにある学校づくりの推進（平成27年度概算
要求説明資料７）」2014年８月、など。 
(2) 中央教育審議会『新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協
働の在り方と今後の推進方策について（答申）』2015年。答申の背景には、第二次安倍
政権の肝いりで進められている地方創生戦略がある。2014年９月、内閣府に「まち・ひ
と・しごと創生本部」が設置され、同年11月には地方創生関連法案が成立した。同法に
基づいて閣議決定された『まち・ひと・しごと創生総合戦略』には教育政策への言及も
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みられ、「地域コミュニティの核としての学校の役割を重視しつつ、活力ある学校づく
りを実現」するとの観点から、公立小・中学校の適正規模化、小規模校の活性化、休校
した学校の再開支援等が提起されている。内閣府（「まち・ひと・しごと創生本部」）
『まち・ひと・しごと創生総合戦略』2014年、47頁。そして地方自治体にも、国の戦略
を勘案した総合戦略策定の努力義務が課された。 
(3) 村上祐介「教育委員会制度改革論の再検討」日本教育行政学会研究推進委員会編『地
方政治と教育行財政改革』福村出版、2012年、192-212頁。 
(4) 葉養正明『人口減少社会の公立小中学校の設計―東日本大震災からの教育復興の技術
―』協同出版、2011年。渡部昭男「地域が学校をとりもどす」柳原邦光他編著『地域学
入門―〈つながり〉をとりもどす―』ミネルヴァ書房、2011年、230-252頁、など。 
(5) 浜田博文「アメリカの自律的学校経営」河野和清編『地方分権下における自律的学校
経営の構築に関する総合的研究』多賀出版、2004年、29-40頁。 
(6) 詳細は後の各章で述べるが、こうした再編動向は、とりわけ著名な都市学区を中心に
実施されてきたが、2002年にブッシュ政権下で制定された「どの子も落ちこぼれさせな
い法（No Child Left Behind Act of 2001：以下NCLB法）」により、全米的な拡がりをみせ
ている。NCLB法の下では、州ごとに定められた目標の達成失敗が続く学区や学校に対
して、厳格に定められた「罰則規定」を適用しなければならない。その規定の中に「学
校再編（restructuring）段階」と呼ばれる罰則があり、当該校の教職員の総入替、チャ
ータースクールへの転換や学校運営の外部委託等、極めてドラスティックな変更が要求
される。続くオバマ政権でも、学校再編は成績低迷校の再建プランとして引き継がれて
いる。 
(7) 小松茂久「アメリカにおける学校統廃合問題と教育委員会―合意形成と葛藤への対応
を中心として―」『教育学研究』第53巻第４号、1986年、19-28頁。小松茂久「アメリカ
合衆国における学校規模・学区規模に関する考察：学校統合・学区統合政策の歴史的展
開過程に即して」『大阪大学人間科学部紀要』第15号、1989年、255-283頁。 
(8) 仁科伸子『包括的コミュニティ開発―現代アメリカにおけるコミュニティ・アプロー
チ』御茶の水書房、2013年。 
(9) 篠原岳司「現代シカゴ学区における学力向上政策と学校改善計画―分散型リーダーシ
ップの理論と『実践』―」『日本教育政策学会年報』第15号、2008年、153-166頁。篠原
岳司「新連邦教育省長官のシカゴ学区における教育改革とその論理―『ルネサンス2010
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（Renaissance 2010）』改革の成果と課題―」研究代表者：青木宏治『米国連邦NCLB法
下での公教育ガバナンスの変容に関する教育法政策学的研究』2007～2008年度 科学研
究費補助金 基盤（B）：研究成果報告書、2009年、65-74頁。篠原岳司「アメリカにおけ
る公教育解体危機と再興の手がかり―シカゴ学区を事例に」『人間と教育』第81号、
2014年、58-66頁。篠原岳司「米国における首長主導型教育改革―シカゴ学区における
新自由主義教育改革を事例に―」『日本教育法学会年報』第44号、2015年、81-91頁。 
(10) 山本由美『教育改革はアメリカの失敗を追いかける―学力テスト、小中一貫、学校
統廃合の全体像―』花伝社、2015年。 
(11) 鈴木大裕『崩壊するアメリカの公教育―日本への警告』岩波書店、2016年。 
(12) 従来のわが国の研究においては、こうした問題意識が必ずしも軽視されてきたわけ
ではない。例えば、1980年代にわが国で提起された「地域教育経営」という概念には、
同様の問題意識がみられる。浜田博文は「地域教育経営」概念それ自体の明確な定義は
みあたらないとしつつも、河野重男の議論を引きながら、この概念に込められた意味の
一つを次のように述べている。「『教育経営』を単位学校の内部問題としてとらえようと
してきた学校経営論からの脱却である。『地域の教育経営』への発想転換と、『教育行政
単位を基礎にする数個の学校組織（school system）における経営といった考え方』への
転換を第一に強調している点に、そうした意図を読み取ることができる」。浜田博文
「地域教育経営論の再構成―学校―地域関係論の検討をもとにして」『学校経営研究
（筑波大学）』第26巻、2001年、1-15頁。河野重男「地域教育経営の構想」日本教育経
営学会編『地域教育経営の展開』ぎょうせい、1987年、1-5頁。さらに、近年の米国教
育行政研究においても、とりわけ学区教育委員会による学校支援という文脈では、個別
学校ではなく所轄学校群をどう改善・支援していくかという点に注目が集まっている。
堀和郎『アメリカ教育行政学の再構築』東京医療保健大学助成、2013年。照屋翔大「ア
メリカにおける学区を単位とした認証評価（accreditation）の研究―AdvanceEDの『学区
認証評価』を中心に―」『日本教育行政学会年報』第37号、2011年、118-134頁。 
(13) 「学校再編」という用語に関しては、米国の教育改革の動向に照らして概念定義を
行った。主に「school restructuring」や「school transformation」の訳語として用いている。
わが国の教育学辞典・事典等には「学校再編」という項目は見られず、明確な定義はな
いように思われる。平原春好・寺崎昌男編『新版 教育小事典【第３版】』（４刷）学陽
書房、2016年、細谷俊夫他編『新教育学大事典（第１巻）』第一法規出版株式会社、
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2000年、日本教育法学会編『教育法学辞典』学陽書房、1993年、青木一他編著『現代教
育学事典』労働旬報社、1988年、五十嵐顕他編『岩波教育小辞典』岩波書店、1982年、
等で確認。ただし、わが国への有効な示唆を得るためにも、上記概念定義に際しては、
わが国における高等学校の再編整備に関する調査研究を行った屋敷和佳による「高校再
編」の定義も参照した。屋敷は「高校再編」を次のように定義している。「『再編』とは、
編成しなおすことをいう。再編という用語は、個別学校の学科転換や設置・統合を行う
学科再編でなじみが深い。これに対して、高校再編は高校間の調整や変更を意味する」。
高校再編整備調査研究会（国立教育政策研究所）『各都道府県における高等学校の再編
整備に関する調査研究（研究代表：屋敷和佳）』2001年、11頁。 
(14) 大嶽秀夫『政策過程』東京大学出版会、1990年、204-205頁。 
(15) Hess, F.M., Spinning Wheels: The Politics of Urban School Reform, Brookings Institution Press, 
1998. 
(16) この点に関しては、政治学・行政学の領域で「政策学習」という概念が注目されて
いる。本研究はその概念も意識するものである。ただし、教育の領域では「政策学習」
という概念に、別途深い意味を持たせられるべきである。すなわち、教育は人間の再生
産にかかわるものであるという観点からすれば、政策学習は単に行政・政治への参画と
いう現代に軸を置いて考えるのではなく、未来世代に関わる権利として自覚されなけれ
ばならない。そのため、本研究はこの概念を参照しつつも、安易に依拠するものではな
い。「政策学習」については、平松英哉「政策フィードバック過程の研究―英米におけ
る『政策学習』研究の整理を中心として―」『同志社法学（同志社大学）』第54巻第２号、
2002年、40-70頁。秋吉貴雄「政策学習論の再構築に向けて」『熊本大学社会文化研究
（熊本大学）』第10号、2012年、1-16頁、などが参考になる。 
(17) 主には「教育の計画化論」の中で指摘されてきた。藤岡貞彦『教育の計画化』総合
労働研究所、1977年。中内敏夫『教育学第一歩』岩波書店、1988年。 
(18) 他方、近年わが国では、学校統廃合に際しての住民の「学習」と「協働」に着目し
た研究も進められている。丹間康仁『学習と協働―学校統廃合をめぐる住民・行政関係
の過程―』東洋館出版社、2015年。 
(19) 従来、わが国の学校統廃合の研究は、あえて単純化して把握するならば、＜国家権
力―地域住民＞の対抗図式で捉えられてきた。例えば、千葉正士『学区制度の研究』勁
草書房、1962年。若林敬子『学校統廃合の社会学的研究』御茶の水書房、1999年、など。
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だがこうした図式では、今日の教育をめぐる複雑な力学関係を解き明かすことはできな
い。というのも、まず、行政国家化が著しく進行する現代においては、市民から行政へ
の全面委託という状況を見逃すことができないからである。加えて近年の米国では、公
設民営学校等が比較的容易に設置できることからも、学校を創り変えようとする力とし
て資本の存在を無視することはできない。しかもそうした資本の生産力に市民の活力
（エネルギー、欲望、想像力）自体が「吸引」されうる側面があるからである。 
(20) 「教育政策」の定義としては、宗像誠也による著名な「権力によって支持された教
育理念」との定義があるが、こうした国家権力の専有物としての教育政策の定義には、
伊ヶ崎暁生が現実の教育運動の課題にあわないと批判している。ただし宗像も、上記定
義をたてる際に、「教育運動もまた教育政策をかかげるという事実を認めたうえで、あ
えてそれを『可能的な状態にある教育政策』、潜在的な教育政策と規定」していたとい
う。本研究における「教育政策」の定義は、宗像のこうした把握を念頭に置いている。
黒崎勲「解説」宗像誠也『宗像誠也教育学著作集 第３巻』青木書店、1975年、314頁。
宗像誠也『教育と教育政策』岩波書店、1961年、５頁。 
(21) 木前利秋「システムと生活世界―偶発性の社会学」『システムと生活世界（岩波講座 
社会科学の方法 第Ⅷ巻）』岩波書店、1993年、1-39頁。 
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第１章 米国教育改革における学校再編政策の位置 
―学校再編政策をめぐる理論的基盤の生成― 
 
 
 本章では理論的な動向として、学校再編政策の今日的な到達点とみなせる「ポート
フォリオ・マネジメントモデル（portfolio management model：以下PMM）」を取り上
げて詳しく検討する。 
 PMMは、近年の米国都市部を中心として展開・活用されている新しい学校管理手
法である。学校管理というと、一見、本研究の検討対象である学校再編の理論とは別
物のようにも思える。だがPMMは、本章で詳しく述べるように、学区教育委員会に
よる学校管理サイクルの一環に、学校の閉鎖・新設・再配置等を不可欠な要素として
組み込んでいる点で、学校再編政策の新たな展開あるいは本格化として考えられるべ
きものである。さらには、近年、比較的大規模な学校再編を実施してきた著名な都市
学区において、PMMが教育改革の理論的基盤として据えられているともいわれてい
る。こうした点からPMMは、いわば学校再編政策の理論的基盤とも捉えうるもので
あり、本研究の重要な検討対象といえる(1)。 
 本章では、PMMの基本的発想と米国教育改革における位置について整理した上で、
学区による学校管理スキーム(2)という観点からPMMの理論的な特質と課題を解明す
る。この作業を通じて、今日の学校再編政策の理論的基盤の一端をつかむことを目的
とする。 
 
 
第１節 学校再編政策の本格化 
 
（１）アカウンタビリティ政策から学校再編政策へ 
 PMMを考察する前提として、米国における学校再編をめぐる一般的な動向とその
特質について改めて整理・把握しておく。 
 近年の米国都市部の学校再編は、わが国のような少子化に伴って実施される学校統
廃合とは異なり、例えば学校選択制度の下での校内児童生徒数の減少や学業成績の低
迷等、主に教育制度内で生じた要因によって、その結果責任を問う形で実施されてい
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る。さらには、学校再編の際に、公立学校の民営化や非組合員の雇用等、学校の形態
や運営方法の変更を伴う点も特徴的である。こうした動向は、とりわけ著名な都市学
区（ニューヨーク、シカゴ等）を中心として展開してきたが(3)、2002年にブッシュ政
権下で制定された「どの子も置き去りにしない法（No Child Left Behind Act of 2001：
以下NCLB法）」により、全米的な拡がりをみせている。 
 NCLB法の特徴は、スタンダードとテストによるアカウンタビリティが強化された
点にある(4)。同法に基づき各州には、テスト結果と年次ごとに定めた学業成績の達成
目標を用いて、改善を要する学校・学区を特定することが要求されている。そして、
目標達成の失敗（＝「要改善」状態）が２年以上続く学区・学校に対しては、厳格に
定められた「罰則規定」を適用しなければならない。その内容は、表1-1に示すよう
に、児童生徒への転校選択権や補習教育サービスを受ける権利の付与だけでなく、当
該校の教職員の総入替やチャータースクールへの転換・学校運営の外部委託など、極
めてドラスティックな学校再編を要求するものである(5)。 
 
表1-1 NCLB法に定められた「罰則規定」 
要改善状態２年 当該学校の生徒に学区内の別の学校に転校する選択権を付与 
要改善状態３年 転校選択権＋州が定める補習教育サービスを受ける権利の付与 
要改善状態４年 「是正措置（corrective action）段階」 
 上記２権利＋(i) 目標到達失敗に関係する職員の配置換え／(ii) 新カリキュ
ラム導入／(iii) 学校における管理権限の縮減／(iv) 外部専門家の任命／(v) 
学校暦・学校日の延長／(vi) 学校の内部組織の是正 
要改善状態５年 「学校再編（restructuring）段階」 
 (i) チャータースクールとして再開校／(ii) 全部あるいは大部分のスタッフ
の配置転換／(iii) 学校運営の外部委託（民間企業含む）／(iv) 州教育機関
への運営委託 
出典：高橋（2014）より筆者作成。 
 
 学校再編は、続くオバマ政権においても「ターンアラウンド（Turnaround）」とい
う成績低迷校再建プランとして引き継がれ、重要改革のひとつに位置づけられている
(6)。「ターンアラウンド」として提出されたモデルには、①人事・教育課程・ガバナ
ンス等の改善を行う「トランスフォーメーション（Transformation）」、②教職員の大
幅な入替やガバナンス構造の転換を行う「ターンアラウンド（Turnaround）」、③学校
を統廃合しチャータースクールとして再開校する「リスタート（Restart）」、そして、
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④「学校閉鎖（School Closure）」の４つがある（表1-2）。2011年には州が決定した成
績下位５％に当たる約5,000校と、卒業率60％以下の高校を指定して「ターンアラウ
ンド」させることとされた(7)。 
 このように米国の学校再編は、学業成績を主な基準とした個別学校へのアカウンタ
ビリティ政策の一環として実施され、かつ、公立学校の民営化や教職員の配置転換等
を伴って進められている点に特徴を見出せる。 
 
表1-2 「ターンアラウンド」の４つのモデル 
トランスフォーメーション 校長の入替、人事の強化、教授プログラムの改善、学習時間の拡
張、新しいガバナンスと柔軟性 
ターンアラウンド 校長と教職員の半分以上の入替、教授プログラムの改善、学習時
間の拡張、ガバナンス構造の転換 
リスタート 学校を統合か閉鎖し、チャータースクールとして再開校 
学校閉鎖 学校を閉鎖し、生徒を学区内の学業成績の高い学校に再配置 
出典：U.S. Department of Education（2010）より筆者作成 
 
 だが、個別学校の成績や児童生徒数を基準として機械的に統合・閉鎖・再配置等を
進めれば、他校にしわ寄せがくることは容易に想像できる。閉鎖された学校に通って
いた児童生徒や、彼らを受け入れる学校に在籍する児童生徒に対して、きちんと教育
責任が果たされるのかについては必ずしも体系的な理論枠組は構築されてこなかった。
また、この点は、再編を通じてチャータースクール等の多様なテーマを持った選択制
学校が増えることで、いっそう複雑な様相を呈してくる。 
 ところが近年、こうした手法の限界に応答するかのように新たな手法が出現してい
る。それは、学校を従来のように個別に対象化せず、あくまで所轄学校群全体の中に
位置づけながら、教育行政が主導して児童生徒の教育ニーズ等を全体で満たせるよう
学校の改善支援や再編を検討するというものである。それが以下で検討する「ポート
フォリオ・マネジメントモデル（PMM）」である。 
 本研究の関心からすればPMMは、後に詳しく述べるように、学校の閉鎖・新設・
再配置等を学校管理サイクルの一環として組み込み、所轄学校群の総体で責任を果た
すことをも視野に入れて実施されるようになる点で注目に値する。つまり、単に個別
学校に対するアカウンタビリティ政策の一環として実施されてきた学校再編が、その
要素を含みつつも、教育改革としてより体系性を持った政策へと本格化しつつあるの
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である。ただ、その基本的枠組や設計思想は、従来のような規格化・画一化された学
校管理および再編とは大きく異なり複雑な論点を多く含むため、丁寧に紐解いていく
ことが求められる。 
 
（２）「ポートフォリオ・マネジメントモデル」の基本的発想 
 そこで、はじめにPMMの基本的発想と全米での展開について詳しくみていく。 
 PMMは、学区教育委員会の役割を、従来の“比較的一様な学校”への個別対応を
主眼とした管理から、組織的・カリキュラム的に多様なテーマを提供する「学校群の
ポートフォリオ（a portfolio of schools）」を監督するモデルへと転換させるものと端的
に紹介されている(8)。「学校群のポートフォリオ」には、伝統的な公立学校だけでな
く、学区がつくる半自律的な学校や、マグネットスクール、チャータースクール、コ
ントラクトスクール等も含む。学区はこれらが全体として児童生徒の教育ニーズを満
たし、最善のパフォーマンス状態となるよう監督することを基本的発想とする。 
 では、いかなる手続きを通じて「学校群のポートフォリオ」を監督するのだろうか。
PMM を研究・開発・推進してきたワシントン州立大学附属の研究機関「公教育再生
センター（Center on Reinvesting Public Education：以下 CRPE）」のヒル（Hill, P.）らは、
PMM に基づく一連の手続きについて次のように説明している(9)。 
「…学区は様々な方法―伝統的な直接管理、学区によってつくられる半自律的な学
校、独立した団体への特許状付与や委託―によって学校を提供する。…しかし、
たとえどう運営されたとしても、全ての学校はパフォーマンスに責任を持つ。ポ
ートフォリオ学区では、学校を永久的な存在として当然視しない：高等教育や利
益ある職業への準備に向けて児童生徒が十分に学ぶことができていない学校は、
転換（transformed）もしくは再配置（replaced）される。ポートフォリオ学区は、
最もパフォーマンスの高い学校の拡大・模倣、最もパフォーマンスの低い学校の
閉鎖・再配置、そして、新しいアイディアに関する不断の調査によって、継続的
な改善を果たすために確立されるものである」。 
 上記の説明にも集約されているように、PMMの発想様式においては、従来批判さ
れながらも脱却できなかった“学校”の概念規定を次のように変えることが強調され
る(10)。 
 第一に“one best system”の問題点を改めて強く意識し、自律的学校経営を基本的
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前提に組織ガバナンスや教育課程等での多様性を重視すること。第二に、学校を永続
的に維持・管理される存在とはせず、学区ごとに設定される
．．．．．．．．．．
パフォーマンス（NCLB
法とは異なり学業成績のみとは限らない）をその存続の条件とすること。つまり学校
の正統性はいわば制度的慣行に対してではなく「結果」に即して与えられる。ゆえに
閉鎖や転換さえも辞さない。その反面、全児童生徒のニーズを満たすために、必要に
応じて新校設置も保障される。第三に、学校の供給・運営・支援の主体は、政府が独
占せずに外部組織の参入が許される。また単に既存の組織に頼るだけでなく、学区が
地域の実情に応じて独自の教育供給主体を開発・育成することもある。 
 以上の概念転換に伴って学区のしごとも再定義される。学区は、①各校への自律性
付与と学校選択制度の確立、②パフォーマンスの評価と改善支援・閉鎖の実施、③支
援や新設のための教育供給主体の選定や開発等を主に担うことになる。この一連のサ
イクルを通じて、戦略的・機動的に個別学校および学区全体の教育の質向上を図って
いくことになる。 
 
（３）全米におけるＰＭＭの展開 
 現在PMMに基づく学校管理をしていると考えられる学区および特区は、2012年時
点で27学区にのぼったといわれている（表1-3）(11)。米国の全学区数からすれば当然
多いとはいえないが、数年で急速に拡大している。特に著名な大都市学区（ニューヨ
ーク市、シカゴ、ロサンゼルスを含む）では導入される傾向が強い。他方で、表3-1
の通り本研究で扱うオークランド統合学区も含め、近年では中規模程度の学区にも拡
がりをみせていることを考えれば、PMM導入は必ずしも特殊事例とはいえないよう
に思われる。導入に至る経緯は一様ではないが、その背景には共通して、従来の公教
育システムへの信頼の低下と個別の教育改革戦略の効果に対する不満があるといわれ
ている(12)。 
 なお、これらの学区・特区は、必ずしも PMM という用語を掲げて学校管理を行っ
てきたとは限らない。しかしながら、前述した PMM のアドボケート組織 CRPE によ
って主宰される PMM ネットワークに参加して理論的な学習や実践的な問題解決への
支援等を受けていることからも(13)、PMM の考え方が教育改革の理論的基盤として据
えられているものと推測できる。 
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表1-3 2012年時点でＰＭＭを導入しているとされる学区・特区 
Austin, Baltimore, Boston, Central Falls (Rhode Island), Chicago, Cincinnati, Clark County (Las Vegas), 
Cleveland, Denver, Detroit, Washington D.C., Hartford, Indianapolis, Jefferson Parish (Louisiana), Los 
Angeles, Milwaukee, Minneapolis, Nashville, New Haven, New York City, Oakland, Philadelphia, 
Louisiana Recovery School District, Rochester, N.Y., Sacrament, Spring Branch (Texas), Tennessee 
Achievement School District              （※下線部：事例検討で扱う学区） 
出典：Hill et al.（2013）より筆者作成 
 
 
第２節 米国教育改革におけるＰＭＭの位置 
 
（１）個別政策の修正・合流点としてのＰＭＭ 
 次に、米国教育改革の系譜におけるPMMの位置について検討する。 
 PMMは、従来の教育改革戦略が教育の質保証に対して有していた限界点に修正を
加えることで発展してきた側面を持つ。換言すれば、PMMは単独で生起したアイデ
ィアではなく、複数の教育改革戦略に起源を持っているといえる。バルクリー
（Bulkley, K.E.）は、その起源を次の３つに分類する：①市場に基づく改革、②スタ
ンダードに基づく改革、③多様な学校をつくる改革（Differentiation of Schools）であ
る(14)。PMMでは各改革にそれぞれ次のような修正を加える。 
 
①市場に基づく改革 
 起源の一つ目に挙げられているのは、市場に基づく改革である。市場に基づく改革
は、教育官僚制の非能率さや閉鎖性への批判から、学校間に競争原理を働かせ効率的
に学校改善を果たそうとする。学校選択制度、学校の民間委託、ヴァウチャー制度等
が挙げられる。市場に基づく改革では、基本的に、児童生徒と家族による選択の結果
が学校の存続を決める指標となる。しかし、すでに多くの論者が批判してきたように、
選択行為は家庭階層に規定されやすいという側面を持つ。階層間での選択基準の相違
から、必ずしもパフォーマンスの高い学校が選択されるとは限らず、また、学校間競
争のみで質改善が進むとも考えられないと指摘されてきた。 
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 そのため PMM では、まず学校選択の理念が質改善に結びついていくために、教師
らの士気を高め創意工夫の下に改善努力が促進されうるよう「学校の自律性」が尊重
される。このように選択・自律性・質改善を結びつける論理は学校選択制度を「抑制
と均衡」の原理として捉える主張と重なる(15)。 
 その上で、改めて家族の選択の結果は学校を評価する際の指標の一つに過ぎないこ
とが強調され、適切な選択肢の確保・提供に向けて児童生徒および地域のニーズを的
確に診断し、それを満たす教育供給主体を選別・リクルートすることが重視される。 
 教育供給主体の規制緩和という観点からは市場原理が機能するとも捉えうるが、
PMM は、その供給主体を管理する学区の役割に比重を移そうとしている点で、厳密
には市場に基づく改革ではないと考えられている(16)。この点は、後に改めて述べる。 
 
②スタンダードに基づく改革 
 次に起源の二つ目として挙げられているのは、スタンダードに基づく改革である。 
 米国では 1983 年の『危機に立つ国家（A Nation at Risk）』を契機に、全ての子ども
の学力向上を目指してスタンダードに基づく改革が国家戦略とされてきた。州レベル
で、共通スタンダードの設定、パフォーマンスに基づくアカウンタビリティ制度の確
立等が進められてきた。本来スタンダードに基づく改革は、結果責任をもつ限りにお
いて、各校に柔軟な教育実践の余地を保障するものである(17)。 
 しかし NCLB 法の制定以降、テスト結果によるアカウンタビリティが強化されたこ
とで、学校現場におけるテスト対策のための矮小化された教育の横行が問題視されて
きた(18)。もちろんそれは、伝統的な公立学校だけの問題ではなく、民間委託された
学校でも同様である(19)。今日、学校の自律性はスタンダードに基づく改革によって
むしろ弱められる状況にある。 
 そこで PMM は、単に各校を“放任”して事後評価する方法への反省から、インセ
ンティブシステムの技術的デザインや学校支援のあり方に注意を払う。例えば近年の
米国では、各校の改善の進捗状況に応じて学区による支援・介入の程度を差異化する
「改善状況対応型アカウンタビリティ（Differentiated Accountability：以下 DA）」に注
目が集まりつつある(20)。多くのポートフォリオ学区では、こうした制度を独自に開
発し、学校管理手法の一環に組み込んでいる。さらには、各校が自身の課題を知り改
善につなげうるようなデータシステムを確立することも重視される。 
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 スタンダードの持つ問題点を乗り越えるという観点からは、単なる事前規制でも事
後評価でもなく、改善に向けたプロセスマネジメントに重点が移っている点に特徴が
あるといえる。 
 
③多様な学校をつくる改革 
 そして起源の三つ目に挙げられているのは、多様な学校をつくる改革である。米国
では、多様な教育機会を提供することを目的に、特色のある学校を生む諸制度がつく
られてきた。 
 形態としては、マグネットスクール、スモールスクール、チャータースクール等が
挙げられる。各制度の成立背景や目的は、人種統合、公教育制度の革新、教師や保護
者らの自由結社に基づく学校の創設等、それぞれ異なるものの、いずれも学校選択制
度を活用しつつ、児童生徒の幅広いニーズに応えることに役立ってきた。 
 他方、学校選択制度を前提としない「学校を基盤とした経営（School Based 
Management: 以下SBM）」改革も多様な学校の創設に貢献してきた。SBMでは、官僚
制支配を弱めて学校現場に自律的な権限を与えることにより、教育実践主体である教
職員の士気を高め、児童生徒のニーズに対応した柔軟な教育活動を生み出すことが目
指されてきた(21)。 
 今日の米国では、これらの改革に基づく多様な学校が学区内に共存している。だが、
いくつかの学校では革新的で卓越した教育実践を生み出したが、他方で十分な効果が
みられない学校も多く、各校の教育の質保証は課題であり続けている(22)。 
 PMMは学校の多様化を一層推し進めようとするものであるが、その中身は慎重な
吟味を通じて決めることが推奨される。すなわち、学校評価、ニーズ診断、教育供給
主体の選定等を戦略的に実施する役割を学区に期待するのである。特にチャータース
クール等の質保証に向けて、評価・許認可・更新する「オーソライザー（authorizer）」
としての学区の役割が再認識されることになる(23)。 
 PMMを導入している学区では、上記３つの改革をこれまで個別に実施してきてい
る場合が多い。つまりPMMは単独で生起したアイディアではなく、従来の改革を再
整理することで「統一的な枠組」を構築し、「より確実な学校改善」を目指すものと
いえる（図1-1）(24)。だが「統一的な枠組」の構築は、当然、それぞれの改革で重視
されてきた原理・原則とのコンフリクトを伴いうる。PMMは、個別改革の意図や行
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動理論とは別に、所轄学校群が多様で質の高い状態になるための管理を第一義とした
統一的な学区システムの構築を企図しているといえる。 
 
図1-1 ＰＭＭの起源となる３つの教育改革戦略 
出典：Bulkley（2010）をもとに筆者作成 
 
（２）政策実施の環境変容 
 各学区が学校管理の基本的発想を転換しえた理由を考えるとき、政策実施環境の変
容を視野に入れておく必要がある。米国では教育供給主体として学校運営を請負う各
種団体・組織やオルタナティブな教員養成・研修組織（e.g. Teach for America, New 
Leaders）が急速に成長している。学区にとってそうした組織との連携が効率的に教
育の質を向上させるための有効な手段と考えられ始めているのである。 
 なかでも学校運営を請負う各種団体・組織の成長は、PMM実施の基盤となってい
る。例えばチャータースクール運営組織（Charter Management Organizations：以下
CMOs）や民間教育産業（Educational Management Organizations：以下EMOs）を挙げ
ることができる(25)。ではCMOs・EMOsの運営校は全米のチャータースクールのうち、
どの程度を占めているのか。 
 全米公立チャータースクール連盟（National Alliance for Public Charter Schools：以下
NAPCS）のHPに掲載されている最新の情報によれば、2014年度時点で、全米におけ
るチャータースクール数は6,633校（全体の約７％）、約268万６千人の児童生徒が通
多様な学校を 
つくる改革 
・マグネットスクール 
・スモールスクール 
・学校での意思決定 
市場ベースト 
の改革 
・委託 
・ヴァウチャー 
スタンダード 
ベーストの改革 
・共通スタンダード 
・学区／州主導改革 
・テスト結果に基づく
パフォーマンスアカ
ウンタビリティ 
ＰＭＭ 
第１章 米国教育改革における学校再編政策の位置 
- 34 - 
 
っているが、そのうち約44.3％がCMOs（1,882校）とEMOs（1,059校）によって運営
されている(26)。この割合の大小は単純には評価できないが、NAPCSの公開する最も
古い2005年度データでは、全チャータースクール数に占めるCMOsとEMOsの運営校
の割合は32％であり、2014年までの９年間で占有率が12.4％分も増加していることは
注目に値する。なおCMOs自体の組織数は、2009年時点で全米に約130組織あるとい
われている(27)。 
 PMMでは学校閉鎖・新設が一連のサイクルに組み込まれるため、CMOsや EMOs
の活用はその機動的な対応を可能とする重要な要素となる。学校運営を請負う各種団
体・組織は、独自の教授方法や運営モデルの複製を可能にするとともに、スケールメ
リットを生かした学校同士の協働や支援体制の構築などにより、効率的に質の高い教
育を提供することが可能と考えられているのである。すなわちPMMを導入した学区
は、単に民営化を進めるというより、「効率的に質の高い教育の提供」に向けた選択
肢の一つとして学校運営を請負う各種団体・組織との積極的な連携を進める点に特徴
がある。 
 
 
図 1-2 CMOs による CSのマーケットシェア 
出典：Mathematica Policy Research and CRPE（2011）および Hill et al.（2013）より筆者作成 
 
 実際に、マスマティカ政策調査社（Mathematica Policy Research）とCRPEによる共
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同調査によれば、チャータースクール全体数に占めるCMOs運営校の割合が高い学区
として、PMMを導入している学区が多く挙げられている。図1-2は、それら上位学区
におけるCMOsのマーケットシェアを示したグラフである。同調査で示される数値は、
CMOsの定義が上記NAPCSのものと同じとは限らない点やEMOsは含まれていない点
に気をつける必要はあるものの、学区間および全米平均との比較が可能という観点か
ら貴重なデータである。 
 これにヒルらの研究 (28)を照らし合わせれば、上位９学区のうちニューアーク
（Newark）とヒューストン（Houston）を除く全ての学区が、2012年時点でPMMの考
え方に基づいて学校管理をしていた学区といわれている。それらの学区では、全チャ
ータースクール数の約30～50％がCMOsによって運営されている。全米平均が約17％
であることを考えれば、その割合の高さがうかがえる。 
 また近年では、社会慈善関連の基金団体や連邦政府の政策立案者も、CMOs と
EMOs が運営する学校への助成を積極的に行っており(29)、こうした背景も PMM 導入
の推進力になっていると考えられる。すなわち PMM を導入する学区は、「地方のニ
ーズと要求」と「外的なプレッシャーと資源」（連邦政策、基金、教育供給主体等）
との間を「仲裁」することにより、「事務局を鍵となるゲートキーパーとして効果的
に位置づける」のである(30)。 
 以上のような PMM の拡大と政策実施環境の変容との関係について、バルクリーと
ヘニッグ（Bulkley and Henig）は、「（PMM は―引用者）少なくとも部分的には、地方
教育ガバナンスを、この変化するランドスケープに適合させるために再定義する努力
としてみることができる」と分析している(31)。 
 
 
第３節 学校管理・統制スキームの特質 
 
 以上の検討からすれば、PMMは、従来の改革手法の単なる微修正や統合として、
もしくは公教育の市場化や規制緩和の手法として受け止められやすい。だが、ゲート
キーパーとしての学区の役割が重視されていることを考えれば、少なくとも理論上の
本質は別のところにあるように思われる。PMMは、学区による学校管理スキームを
次の二点で深く変容させるものであることを指摘しうる。 
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（１）“所轄学校群”での資源・ニーズの総合調整 
 第一に、教育の成果管理の基軸が、「個別学校」の質保証を中心とするものから、
「所轄学校群全体」で児童生徒のニーズを満たすことへと移行している点である。 
 PMM は教育供給主体の多様化を促進しうるが、これは学区が当該地域の教育改善
に向けて単純に外部組織に頼ることと同じではない。むしろ学区は、「どの学校が必
要とされており、いかなる種類の学校がどこに配置されるべきかを同定する」役割を
担う(32)。すなわち、学区全体の教育ニーズを診断・評価した上で、戦略的な教育供
給主体の選定や学校配置を重視するものである。 
 これは近年のチャータースクール研究において、それを管理・運営する前述の「オ
ーソライザー」の役割に注目が集まっていることと重なりを持つ。いわばチャーター
スクールの質保証の要点を、オーソライザーによるチャータースクールの評価・許認
可・更新の過程に見出すものである(33)。オーソライザーには、州教育当局、学区教
育委員会、高等教育機関、非営利組織等が認められているが、その約９割を学区教委
が占め、チャータースクール数全体の約53％を管理・運営しているという(34)。こう
した側面からすれば、PMMの議論も、オーソライザーとしての学区教委の役割を再
認識させるものと考えられる。 
 ゆえにPMMでは、数ある教育供給主体の中から、「学区」が独自の基準に基づいて
児童生徒のニーズを満たす主体を「選択（≒契約）」するものであることが強調され
る。この特徴からヘニッグ（Henig, J.R.）はPMMを、家族を消費者とした市場原理改
革ではなく、“学区を消費者とした契約レジーム”と位置づける (35)。 
 ただしオーソライザーに関する議論と PMM に関する議論との間で大きく異なるの
は、学校を捉える視点である。オーソライザーに関する議論は、それが学区教委であ
ったとしても、契約関係にあるチャータースクールの質保証のみが検討対象となる。
だが学区教委が所轄する学校は、当然チャータースクールだけではない。PMM に関
する議論では、学区教委が所轄する全ての公立学校の質保証を一体として検討対象と
する。すなわち、伝統的な公立学校、マグネットスクール、チャータースクール等、
多様な学校形態を「学校群のポートフォリオ」として一元的に扱う。その上で、それ
らの学校群が、全体として学区内の児童生徒のニーズを満たしているか、パフォーマ
ンスが向上しているかという点こそが重視されるのである。 
 ここでは、学校は個別に対象化（評価）されるのではなく、あくまで所轄学校群全
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体の中に位置づけられる。いわば教育の質保証は、学区と学校との１対１の関係から、
１対Nの関係の中で検討されるのである。規制緩和によって、一見すると自由に学校
が生み出されるようにみえるが、むしろ一定の制約を離れているチャータースクール
等も、学校群の中に位置づけられることで、単に学業成績だけでなく当該地域全体へ
の応答性がいっそう求められる。 
 この積極的な意味合いに注目するならば、PMM にみる所轄学校群の管理スキーム
には、学区の抱える教育ニーズと保有資源を結び付けて最大限効果を高めていく、い
わば総合調整的な視点が位置づけられているといえよう。 
 
（２）「環境＝空間管理型権力」の発揮 
 第二の変容は、各校を単に規律主体として統治するというよりむしろ、自律性を前
提としつつ、学区による細かなルール設計を通じて環境全体の最適化とコスト管理を
図るようになりつつある点である。すなわち、学区による統治技法が「規律訓練型権
力」に加えて、人々が自由に振る舞うことを管理するような「環境＝空間管理型権力」
を次第に発揮するものになっていることを指摘できる。 
 「規律訓練型権力」とは、フーコー（Faucault, M.）が『監獄の誕生―監視と処罰―』
のなかで提起した概念で教育学においてはよく知られているが、個人が規範を内面化
することで規律主体を形成する権力と定式化される(36)。これまでの学校の自律性尊
重は、学校を自由にする一方で教育の条理に背いてまでスタンダードに応える事態を
生み出してきた。これは「規律訓練型権力」が発揮されているものといえる。 
 他方で「環境管理型権力（環境介入権力、空間管理型権力）」とは、フーコー、ド
ゥルーズ（Deleuze, G.）、レッシグ（Lessig, L.）らの議論に連なる新たな権力概念で、
規律訓練のように個々人の内面に働きかけるのではなく、むしろ彼らが置かれた環境
や規則に働きかけることによって環境を均衡化、最適化しようとする権力とされてい
る(37)。同権力については佐藤嘉幸による説明がわかりやすいので、下記で引用する
(38)。 
「フーコーは『環境』を『偶然的な諸要素が展開される空間』として定義している。
…環境介入権力は、偶然的な出来事の展開される場としての環境に介入し、その
ゲームの規則を設計することで、そのような偶然性を飼い馴らし、統治可能なも
のに変えようとする。規律権力が、空間を碁盤目に区切り、秩序化し、階層化す
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ることによって個々人を可視化し、監視して、監視のメカニズムを内面化させる
べく個々人の内面へと働きかけるような権力だとすれば、環境介入権力は、偶然
的要素が展開する場としての環境に介入し、その偶然性を統治可能なものに変化
させ、環境を最適化、均衡化しようとするような権力である」。 
 言い換えれば「環境＝空間管理型権力」とは個人が自由に振る舞うことを前提とし
ている。その上で、個人が属する環境・規則の設計により、環境全体の最適化とコス
ト管理を図るものといえる。 
 PMMにも同様の発想方法を読み取ることができる。すなわち人々（児童生徒、保
護者、教職員集団等）の自由な選択を前提として、彼らの動きを事前に予測しながら
諸変数との関わりのなかで「学校群のポートフォリオ」を不断にアップデートすると
いう発想(39)がみられるのである。その際の環境介入方法には、情報・データの管
理・活用・提供、建築物の設計、学校形態やガバナンスに関する条件設定、学力テス
トの実施と評価、学校や教職員の処分方法等をひとまず挙げることができる。「環境
＝空間管理型権力」は、画一的な規範への服従は要請しないが、環境の最適化に沿わ
ない要素は排除され、その他には自由を提供する寛容さをつくりだす(40)。つまり、
PMMの下では学校群全体を最適化するのに沿わない学校には改廃措置が取られるこ
とになり、そうでなければ各校は基本的に自律的でありうる。 
 そして前述の通り、教育供給主体を過剰に利用できることが、学区による学校の柔
軟な組み換えを可能とする。これは学校を壊すことへの抵抗感を減らしかねず、ひい
ては教育の質保証の名の下で、組み換え自体が是とされていく危険性もある。とりわ
け、教育供給主体からの関心を集めやすく、彼らと結びつきやすい大都市学区では、
こうした事態が生じやすくなると考えられる。もちろん、「環境＝空間管理型権力」
においては、最適化状態をどう想定するかによって規則・ルール設計のあり方が変わ
ることを意味する点はおさえておく必要がある。 
 
 
第４節 小括 
 
 以上の検討を基に、本研究の課題に即して、PMMの下で本格化する学校再編政策
の位置を改めてまとめると、次の三点になる。 
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 第一に、PMMの下での学校再編は、学校を従来のように個別に対象化して実施す
るのではなく、学校群全体に位置づけながらその必要性とあり方が決定されることに
なる。これは学校再編政策において学区の全体状況や他校への作用にも目配りされう
る点で従来の動向とは一線を画しており、極めて注目に値する。同時に、こうした考
え方には、資源が希少な現代において、学区の抱える教育ニーズと保有資源を結び付
けて最大限効果を高めていくという意識を読み取ることができ、いわば今日の米国都
市部における厳しい学区運営の状況の中でより合理的な（≠機械的）学校再編を検
討・実施するための理論的基盤となるものでもある。 
 第二に、自律的学校経営が尊重される中で、従来のように単に学校を“放任”して
成果が上がらなければ再編（改廃）するのではなく、学校再編に至る前提として、教
育行政が学校の日常的な教育活動への支援等を行うことが重視されていた。すなわち
学校管理の手法が、単なる事前規制でも事後評価でもなく、プロセスマネジメントに
比重が移ってきているのであり、その過程の後に学校再編が位置づけられる点に従来
との違いを見出すことができる。こうしたあり方には、教育行政を外的事項に限定し
て後は学校の自由に任せるという考え方とは異なり、教育行政が適切な教育調査・教
育計画を行うことを通じて教育活動を積極的に支えるような“教育実践としての教育
行政”の成立の可能性も見出せる。 
 だが、そうした可能性を単純に期待することは難しい。PMMのように環境・規則
の設計に基づいて学校管理が行われることには操作主義的な性格も見出せる。すなわ
ち「支援」という名の下で、学校環境の事前操作＝「統制」が行われる可能性も否定
できない。これは前述の「環境＝空間管理型権力」に照らせばリスク管理ということ
になるだろう。 
 第三に、学区内の全ての児童生徒により良い「選択肢」を提供するという考え方が、
学校の設置・改廃を機動的＝軽く実施することにもつながりうる。これは学校・教師
にとっては極めて厳しい処遇である。ここに、学校再編が学校管理サイクルの一環と
して位置づけられていることの危うさを指摘できる。PMMには、確かに児童生徒の
視点に立って学校群を管理するという視点を見出せるものの、他方で再編を前提とす
る発想様式には、児童生徒―教師間関係や教育活動の土台としての地域との関係を構
築することの意義と難しさ等、教育活動の有する機微に繊細な注意が払われていない
ようにも思われるのである。 
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 以上三点が学校再編政策の現代的位置と理論的特質である。ただし、PMM自体は
あくまでニュートラルな技術であるため、どう運用されるかは学区ごとに異なるとい
われている。とりわけ、上記のような学校群をコントロールするという視点の出現が、
現実にはいかなる動態と帰結を生み出していくかは、慎重に見極められなければなら
ないだろう。次章以降の事例検討では、こうした観点も踏まえて分析を進める。 
 
 
〔註〕 
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大学大学院教育学研究科教育行政学研究室紀要』第22号、2003年、102-107頁、な
ど。 
(24) Bulkley, K.E., op. cit, p.7, 19. 
(25) NAPCSの定義に従えば、CMOsは２校以上のチャータースクールを運営する非営
利組織（nonprofit）を指し、EMOsはチャータースクールの運営やCMOsと同様の機
能を遂行する営利組織（ for-profit）を指す。National Alliance for Public Charter 
Schools, CMO and EMO Public Charter Schools: A Growing Phenomenon in the Charter 
School Sector, 2011. 広く認識されているCMOsには、KIPP Foundation、Uncommon 
Schools、Achievement First、Aspire Public Schools等がある。他方EMOsは一般的に、
チャータースクール等に対してサービスを提供して料金を徴収している。EMOsと
して最も有名な組織としてはEdison Learning, Inc.が挙げられる。ただしNAPCSの報
告書によれば、CMOsとEMOsの公式的な定義に関する広い合意はなく、どの団
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体・組織をCMOsもしくはEMOsと考えられるべきかについてはいくつかの議論が
あるという。Ibid. p.11. 
(26) National Alliance for Public Charter Schools HP: http://www.publiccharters.org/ （最終
閲覧日2016.12.11） 
(27) Mathematica Policy Research and CRPE, Charter-School Management Organizations: 
Diverse Strategies and Diverse Student Impacts, 2011, p.6. 
(28) Hill et al. 2013, op. cit, p.125. 
(29) NAPCS 2011, op. cit., p.1. 
(30) Bulkley, K.E. and Henig, J.R., op. cit, p.54. 
(31) ibid, p.54. 
(32) Bulkley, K.E., op. cit, p.6. 
(33) 湯藤定宗「米国チャータースクールのオーソライザーによる管理運営に関する
研究―Bethel大学によるPACTに対するオーソライジングの実態に焦点を当てて―」
研究代表者：湯藤定宗『チャータースクールによる公教育体制再構築に資するオー
ソライザー・モデル開発の研究』平成25･26･27年度科学研究費補助金 基盤（C）：
最終報告、2016年、9-17頁。 
(34) 同上、10頁。 
(35) ここで「レジーム（regime）」という都市政治学の用語が用いられているのは、
ヘニッグがPMMの運用分析において、アクター間での複雑な政治的相互作用を視
野に入れた検討を念頭に置いているからである。Henig, J.R., op. cit, p.29. なお「レ
ジーム」とは、自治体の官僚が、財界、労働組合、市民団体等、公式・非公式の組
織・団体の影響力と相互交渉を行う際の勢力地図を指すものである。こうしたレジ
ームの内実と都市政策の選択とを結びつけて説明する分析枠組に「アーバン・レジ
ーム論」があり、わが国でも小松茂久が教育政策分析への適用を検討している。小
松茂久『アメリカ都市教育政治の研究―20世紀におけるシカゴの教育統治改革』人
文書院、2006年。 
(36) フーコー・M『監獄の誕生―監視と処罰―（田村俶訳）』新潮社、1977年。 
(37) 「環境管理型権力」については、東浩紀「情報自由論―データの権力、暗号の
倫理（３）規律訓練から環境管理へ」『中央公論』中央公論新社、第117号第９巻、
2002年、254-263頁、レッシグ・L『CODE VERSION2.0（山形浩生訳）』翔泳社、
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2007年、佐藤嘉幸『新自由主義と権力―フーコーから現在性の哲学へ』人文書院、
2009年、などが詳しい。 
(38) 佐藤、前掲書、69-70頁。 
(39) 鈴木謙介「設計される意欲―自発性を引き出すアーキテクチャ」東浩紀・北田
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(40) 竹内常一『新・生活指導の理論―学びと参加』高文研、2016年、200-206頁。 
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第２章 地域間の教育格差是正に向けた学校再編政策形成の試み 
―「コミュニティ組織化」の特質と意義― 
 
 
 【第Ⅱ部】では、カリフォルニア州オークランド統合学区（Oakland Unified School 
District：以下OUSD）における学校再編政策を取り上げる。 
 OUSDは2000-09年の間に、全79校中22校を閉鎖し新たに48校を設置するなど、全米
でも有数の、地域のランドスケープを大きく変えるような学校再編政策を実施してき
た地域である。同学区では、前章で検討した「ポートフォリオ・マネジメント」が、
学校再編政策の実施過程で生じた諸課題に対応すべく導入される。こうした政策内容
の展開については次章で扱い、本章ではまず、その前段階にあたる学校再編政策の形
成過程に関する考察を行う。というのも、OUSDではこの政策形成過程がその後の展
開にも大きく影響しているからである。 
 OUSDにおける政策形成過程に関して最も注目すべき点は、保護者・住民が学習を
通じて自ら教育行政に学校再編政策の提言を行い、その成立を促したことである。本
章では、とりわけその過程において「コミュニティ組織化（community organizing）」
と呼ばれる活動が鍵となっていたことに注目し、その特質と意義を明らかにする。 
 後に詳しく述べるように「コミュニティ組織化」とは、米国に伝統的な、地域の諸
課題解決に取り組むための専門技術である。貧困層の人間関係構築や能力の発達を支
援することで、彼らが自ら課題を発見し解決に向かおうとする力を引き出していくこ
とを目的としている。本研究では、こうした貧困地域の改善、いわば「地域再生」を
主眼とする住民らの活動が、学校再編政策の形成と成立をいかに促したかに着目して
分析を進める。 
 
 
第１節 教育改革のための「コミュニティ組織化」の興隆 
 
（１）オークランド統合学区の概要と地域間教育格差 
考察の前提として、オークランド統合学区の概要と地域の中で学校再編への要求が
高まっていった 2000 年前後の教育問題について把握しておく。 
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OUSD はカリフォルニア州都市部の統合学区である。サンフランシスコ湾の東側に
位置する。2000 年当時の公立学校数（K-12）は 79 校、児童生徒数は 54,024 人であっ
た。オークランドは歴史的に人種・民族が多様な地域であり、アフリカ系アメリカ人
36％、アジア人 15％、白人 9.1％、ヒスパニック・ラテン系が 21.9％となっている(1)。
第一言語を英語としない児童生徒の割合が高く、貧困の指標となる給食費無償・減額
率（Free/Reduced Lunch）も３分の２にのぼる。 
では、公立学校はいかなる問題を抱えていたのだろうか。学区内には経済水準の異
なる二地域が併存し、両者間には教育水準にも大きな格差が見られていた。オークラ
ンドでは、東側の「丘陵部（hills）」に富裕層の白人やアジア系アメリカ人が、西側
の「平地部（flatlands）」に貧困層のアフリカ系アメリカ人やラテン系家族が多く居住
している。特に平地部の公立学校で、児童生徒の学業成績、出席率、ドロップアウト
率、犯罪率等、教育水準を示すあらゆる基本的な指標が深刻な状況にあった。児童生
徒は苦しい生活や近隣犯罪等により日常的にストレスを抱えた状況にあり、一方で、
教師の多くは郊外に居住していることから、その状況に対して適切な認識・理解を欠
いていた(2)。学校では、児童生徒に十分なケアが行き届かず、教授学習に焦点化でき
ない状況にあったという。 
さらに教育環境面でも問題は深刻であった。平地部のほぼ全ての学校で、収容可能
人数 500～600 人程度の校舎に 1,000～1,400 人の児童生徒が通学するという「学校の
過密化（overcrowded schools）」が起こっていたのである。過密環境の学校は、危険で
不衛生な校舎、児童生徒を交代で通学させるために年間で休みなく授業スケジュール
を組まなければならない状況（multi-track schedules）に加え、上述のようなケアの欠
如や学習成立の困難さにさらなる拍車をかけていた。だが過去 30 年間、学校新設等、
具体的な改善は進められないままであった(3)。 
こうした状況に対して保護者や地域住民の不満が募り、ようやく教育委員会も動く
ことになる。過密環境改善のために、それらの学校を児童生徒数 250～500 人程度の
「スモールスクール（small schools）」に再編することが改革課題として浮上し、2000
年５月に「新しい自律的なスモールスクールをつくる学区政策（The New Small 
Autonomous Schools District Policy：以下「学校再編政策」）」が可決されたのである(4)。 
だが同政策は、一般的に政策形成の主体となる教育行政が主導して成立させたもの
ではない。当時、同学区の教育行政は従来機能不全に陥っていたことから、むしろ地
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域の保護者や住民ら、とりわけ貧困層が主体となって教育や地域に関する学習を重ね、
学校再編政策を提言し、成立を促したのである。この点で、同学区の学校再編政策は
全米の研究者や実践家から大きな注目を集めることとなった。 
 
（２）「コミュニティ組織化」の一般的理解と今日的特質 
 では、保護者・住民はいかなる過程を通じて学校再編政策を生み出していったのだ
ろうか。その過程で鍵となったのが、先に触れた「コミュニティ組織化」と呼ばれる
実践である。以下では、本事例の具体的検討に入る前に、「コミュニティ組織化」の
一般的理解と今日的特質、とりわけ教育改革との関係について把握しておく。 
 「コミュニティ組織化」とは、わが国の社会学分野においてその理論的系譜を整理
した最新の研究に基づけば、「地域に顕在・潜在する諸問題を、住民の主体性や問題
解決力を中心に、地域に存するフォーマル・インフォーマル資源の動員・開発などと
いった組織化活動によって解決・解消に向かわせようとする専門技術」を指す(5)。貧
困層の社会関係資本の欠如や福祉的ニーズの増大を背景に、人間関係の構築や政治的
意志（political will）・能力の発達等を支援することで、相互扶助の創出、制度改善、
新たな政策の要求につなげ、社会生活の日常的継続的な改善を目指すものである。こ
の手法は、1940年頃にシカゴの移民居住地域における貧困、青少年非行、住宅難、失
業等の一連の問題に取り組んだアリンスキー（Alinsky, S.D.）の実践によって確立さ
れたといわれる(6)。 
 コミュニティ組織化の実践は、従来、住宅・労働・経済等の問題解決を中心として
いたが、1990年前後から公教育の危機的状況に注意が向けられるようになってきた(7)。
住民の生活を丸ごと支える活動のなかで、地域再生・社会変革にとって教育改善に着
手することの必要性・重要性が改めて認識され始めているといってよい。さらに、教
育改革の観点からは、学校内に閉じず、地域全体で子どもの発達保障と地域再生を一
体的に促進しようとする努力ともいいうる点で新規性がある。活動のフィールドは、
学校の新増設や施設整備、教育プログラム（AP、特別支援教育、放課後支援等）の
設置、教科書の変更、教師の職能開発等、多岐に渡る。現在、教育改善に携わってい
るコミュニティ組織は全米で500団体程度と見積もられている(8)。 
 こうした活動は、従来の教育改革・運動との比較において次の３つの特徴を指摘で
きる。第一に活動の初発生成と主体に着目すれば、教育・学校の内側からの改革とは
第２章 地域間の教育格差是正に向けた学校再編政策形成の試み 
 
- 49 - 
 
異なり、社会・生活の側からその必要性が認識されて始まるものであるとともに、こ
れまで積極的なアクターになってこなかった貧困層の住民を主体に進められるもので
ある(9)。第二に教育運動の系譜に位置づけるならば、公民権運動やコミュニティ・コ
ントロール運動のように人種問題をはっきりと中心に置くものではなく、あくまで地
域という一定の地理的範域の中で生じている課題を対象に、その解決を目指すもので
ある。第三に運動の性格に着目すれば、アクティビズム（activism）のような短期集
中的活動ではなく改善活動の持続性に重きが置かれていることや (10)、「一方向的
（unilateral）」な要求から「関係性の力（relational power）」の構築へと焦点を移すも
のである(11)。その点で、近年の多くのコミュニティ組織化の活動は、行政や学校・教
師との激しい対立というより、緊張を伴いつつも、彼らとの関係構築や直接的な改革
努力への貢献をなそうとするものである。 
 これらの特徴から、OUSDの学校再編政策が「地域再生」に向けて進められたこと
を確認でき、その今日的特質を検討するうえで重要な素材であることがわかる。そこ
で次節以降では、保護者・住民による政策形成過程と、政策成立以後の持続的改善に
向けた取り組みについて、それぞれ検討を進める。 
 
 
第２節 保護者のエンパワーメントと学習の過程 
 
 本節では、学校再編政策がいかなる過程を通じて生み出されたのかについて検討す
る。分析の際に手がかりとするのは、社会学者ウォレン（Warren, M.R.）が、「コミュ
ニティ組織化」の過程を定式化した「循環としての組織化（Organizing as a Cycle）」
という枠組である(12)。彼は、「コミュニティ組織化」を通じた教育改善の動向につい
て最も精力的に分析を進めてきた米国研究者の一人である。 
 彼の議論を概括すれば、「コミュニティ組織化」は主に次の４つの活動の循環とし
て構成される：①人間関係を構築しながら問題関心を共有すること、②リーダーシッ
プを発達させて調査を実行し、問題関心を実行可能な争点に転換すること、③課題解
決に向けて組織や資源を結合すること、④行動を起こし、評価と反省をすることであ
る。こうした定式化の前提には、コミュニティ組織化の技術が、団体や問題領域ごと
に方法や力点に差異はありつつも、手順や構成要素については一定の普遍性を有する
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との把握がある。 
 以下では、組織化が必ずしも直線的に進むわけではないことに留意しつつ、上記手
順・構成要素を鍵として、本事例における組織化過程の特質を整理・分析する。 
 
（１）声への傾聴を通じた関係性構築 
 本格的な検討に入る上で、まずオークランドにおける学校再編のためのコミュニテ
ィ組織化を担った団体の基本情報について把握しておく。活動を主導したのは「オー
クランドコミュニティ組織（Oakland Community Organization：以下OCO）」という、
信仰を基盤とした（faith-based）独立・無党派の非営利組織である。OCOは1977年に
オークランドの住民のために設立され、現在では40の教区、20の学校、その他連携組
織等との連合体となっており、約４万世帯の生活を支えている(13)。OCOは1989年頃
から教育問題に着手するようになり、通学路から麻薬を排除する活動や職業教育
（school-to-work）プログラムの拡大等を実施してきた(14)。 
 学校再編に向けたコミュニティ組織化が生起したのは、1998年にOCOの集会で
「コミュニティ・オーガナイザー（community organizer：以下オーガナイザー）」が、
数名の保護者に学校での子どもたちの様子を尋ねたことがきっかけであった。オーガ
ナイザーとは、利害関係者（個人、組織）を見つけて相互に結びつけ、改善に向けて
彼らが自ら動こうとする状況をつくりだす役割を担う、いわばコーディネーターであ
る。オーガナイザーの問いかけに対し、保護者たちは、子どもの読み書きの問題やド
ロップアウトへの不安の吐露に始まり、次第に不衛生な校舎や手狭な運動場について
も話し始めたという(15)。 
 先のウォレンの枠組に基づけば、これを契機に、オーガナイザーらによって人々の
「問題関心の共有」が進められていくことになる。以下では、OCOによる組織化過
程についての具体的な分析に入っていく。 
 まず、オーガナイザーは、同じく子どもの教育に不安を抱えている保護者を見つけ
出すことからはじめた。彼らは自ら、教会、学校、近所等で地道に保護者に話しかけ
るのだという。現在OCOのオーガナイザーとして活動しているポーリノ（Paulino, E.）
は、当時はドラッグストアで働きながら２人の子どもを育てる母親であった。2013年
に行った彼女へのヒアリング調査において、彼女は、その頃の子育ての様子と、
OCOの活動との出会いを次のように語っている(16)。 
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「私はメキシコからの移民で英語をあまり話せず、生活も苦しかった。息子は学校
に通っていたけれど学べていなかったわ。…でも私は、彼が読み書きできないせ
いで勉強が遅れていると思っていたの。…ある日、私が教会に行くと、そこでは
OCO のオーガナイザーが保護者を招待して子どもの教育への悩みを聞いてくれ
ていました。…そのうち私も彼らが主宰するミーティングに通うようになりまし
た。自分の話を聞いてもらったり他の人の話を聞いたりするうちに、私や息子だ
けが悪いのではなく、学校に問題があるから彼が学べていないのだと、ようやく
わかったのです。そして学べる環境も整っていなかったのだと…。それまで誰と
も話をしなかったから気がつかなかった…」。 
 ポーリノの語りからは、保護者が子どもの勉強の遅れを自身や子どものせいだと感
じていることがよくわかる。このままでは、たとえ学校側・行政側が何らかの問題を
抱えていたとしても、そうしたこと自体が想定されず、問題は表面化しない可能性が
高い。これは教育制度研究上の重要な論点を示している。例えば、従来の学校参加論
は、学校の信頼回復に向けた住民の声を汲み取るための制度設計、すなわちハード面
の検討が中心に進められてきた。だが劣位にある保護者は、孤立した状況下で、そも
そも子どもの問題の全てを自己責任として捉えてしまいかねない。これは学校関係者
の中に権力関係の非対称性を前提とせざるを得ない以上、ハード面における技術的対
応で万全に解決することは難しい。 
 コミュニティ組織化は、むしろソフト面にアプローチする次のような方法を通じて、
劣位にある保護者の参加を実質化する可能性を持つ。オーガナイザーは、その活動の
性質から、貧困層の保護者の心性をよく理解しており、だからこそ、１対１ないし小
グループでの対話という「安心できる環境」を用意するのだという(17)。OCO では、
こうした方法を組織化の基本ステップにおける第一段階に位置づけ、「１対１（one-
to-one）」戦略と名付けている（表 2-1）(18)。 
 さらに重要なのは、１対１の会話の中で、オーガナイザーは保護者自身の「気にか
けていること（self-interest）」を発見するよう努めるということである(19)。これを出
発点とすることで、保護者たちは他者と「物語を共有」し、「互いの問題関心を確認」
するようになるという(20)。つまりオーガナイザーは、保護者に対して解決すべき共
通課題を一方的に押し付けるのではなく、個々の人生に即して問題関心を同定し、そ
こから他者や地域とつながる原動力を生み出そうとするのである。 
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 表2-1 OCOにおけるコミュニティ組織化の４つの基本ステップ 
◆ ステップ１：１対１ ◆ 
いかなる組織化の努力においても、最初のステップは聞くことである。その主な手段は、１
対１（one-to-one）である。“１対１”は30分間の膝を交えての会話である。その目的は、相
手の“気にかけていること（self-interest）”を発見することである。会話はオーガナイザー
やリーダーが下記のことをするのを助ける： 
・新しい人と関係性を構築し、昔からの友人と関係性を深めること 
・コミュニティの中核的な価値を認識すること 
・共通の問題を名付け、問題関心を共有すること 
・組織化の努力にとっての潜在的なリーダーシップを確認すること 
のちに、１対１は、リーダーとして、個人の発達の文脈の範囲内で彼らと一緒に考え、準備
し、挑戦するための、価値のあるツールになる。 
 
◆ ステップ２：調査 ◆           （※組織化は常に直線的な努力とは限らないことに注意） 
調査は、大きな問題の中に特定の解決可能な問題を明確にすることを目的に、リーダーが実
行する計画的なプロセスである。調査は一般的に、事前に計画された“リサーチ・アクショ
ン”や、将来の公的な“アクション・ミーティング”や“アクション”に向けた訓練の中に
見出される。調査のプロセスを通じて、リーダーは次のことに奮闘する： 
・公的に取り組まれるべき特定の問題を確認し明確にするために、多様なパースペク
ティブから彼らが直面している問題を理解すること 
・望ましい解決方法の実行に必要な資源を配置しようと試みるなかで、実行可能な解
決方法を探究すること 
・その問題を解決するために権威を持つ意思決定者を同定すること 
・その問題に貢献する権力のダイナミクスに“政治的な知性”を集結すること 
 
◆ ステップ３：アクション ◆ 
…アクションは体系化された公的イベントである。望ましい変化をつくりうる意思決定者
が、下記のことをするために私たちコミュニティに会う場所である： 
・問題についての調査結果を聞くこと 
・公衆の証言を聞くこと 
・提案に応答すること 
・取り掛かるべき実際のステップのために公約をすること 
問題から直接影響を受けた個人（リーダー）は、ミーティングを計画・実施・評価するため
に行動する。本質的には、パブリックアクションは、互いに結び付けられた人々が共通の価
値を明示するために一緒に行動することを伴う。 
 
◆ ステップ４：評価 ◆ 
…組織化プロセスを通じて、リーダーとオーガナイザーは自身が引き受けた新しい役割に挑
戦することで学習する。それら個人的集合的な経験の省察は、我々の学習文化の不可欠な部
分である。…評価はいかなる瞬間においても存在する。 
…評価は、“エンパワーメントは発展的なものである”という原理を実証するステップであ
る。私たちは（人々に行ってほしい方向ではなく）彼らが行く場所で彼らに関与するが、彼
らが個人として組織として成長し発達することを助けようと試みる。この成長は挑戦を通じ
て、時に緊張を伴いながら、そして、ほとんどいつも行動する文脈の中で起こるものであ
る。 
 
出典：Paulino, E. 提供資料より一部抜粋して筆者作成。 
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 実際にオークランドの保護者たちは、１対１や小グループの会話を繰り返すなかで、
次第に自ら月に１度のミーティングを組織するまでになっていった。もちろん、多く
の貧困層の保護者はフルタイムで働いており、教育改善活動に参加する余裕がない。
ポーリノをはじめオークランドの保護者も同様であったが、昼休みや仕事終わりの時
間を利用して会話を重ね、余裕のない保護者に対しては直接自宅や自宅近くのカフェ
で会う等の工夫をして時間を確保していったという(21)。 
 このようにオークランドの事例からは、コミュニティ組織化の実践が、まずは個々
の人生に即した問題関心を核として他者との関係性構築を促し、そうすることで貧困
層の保護者を“集合的に”エンパワーメントしていくものであることがわかる。 
 
（２）教育制度に対する視座の転換 
 第二のステップは、上記問題関心を実行可能な争点に転換するための調査の実行で
ある。オーガナイザーは関係性構築と並行しながら、保護者たちが取り組むべき課題
を明確にして解決策を見つけるための学びの場を組織していく（表 2-1：ステップ２）。 
 まずオークランドでは、課題を明確化するために、各校で働く校長から警備員まで、
あらゆる教職員へのヒアリングが行われた(22)。調査からは、保護者の声のみでは顕
在化しなかった地域間の教育制度整備格差と学業成績格差が見えてきたという。平地
部の学校はどこも厳しい過密化状況にあるのに対して、丘陵部の学校の児童数はどこ
も小規模であった(23)。さらには、カリフォルニア州の標準テストの結果を活用して
各校のパフォーマンスを示す「アカデミックパフォーマンスインデックス（Academic 
Performance Index：以下API）」に従って、各校を最低値#１～最高値#10でランク付け
したとき、二地域間にはかなりの開きがあったのである。 
 そこで次に OCO は、こうした情報を元に、人々の中に教育制度を捉える認識枠組
の転換をもたらしうるような、極めて注目に値する取り組みを実施していく。 
 彼らがツールとして用いたのは「地図」である。オークランドの地図の中に、①学
校の配置状況、②各校ごとの児童生徒数、③学業成績（API）というレイヤーを重ね
て示したのである（図2-1）(24)。そして地図の中央には、『学校規模の問題：これは公
正か？』とのセンセーショナルなタイトルが付けられた。OCO の事務所に目立つよ
うに掲示された地図は、多くの人を立ち止まらせ、息を飲ませたという(25)。 
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図2-1 OCOが作成した地図：2000年当時の公立小学校の規模とAPI 
出典：Shah et al.（2009）より 
 
 OCO がどこまで自覚的に取り組んでいるかはわからないが、地図を用いて教育制
度に関する空間認識を発達させることは、教育制度研究に次のような示唆を与えうる。
複数のレイヤーが重ねられた地図を見ることによって、保護者の中に画期的ともいい
うる２つの視座の転換が行われうると考えられるのである。第一に生活の現実と教育
の現実を重ね合わせて捉えるようになること、第二に他地域との関係の中で自分の地
域と教育の現実を直視するようになることである。すなわち、わが子だけを見ていて
もわからないことが、地図を通じて見えてくるようになる。 
 ポーリノは地図を見た時の感想を次のように述べている(26)。 
「…私ははっとしました。…子どもたちが失敗しているのは…教師だけのせいでも
ないのかもしれない。システム全体が子どもを失敗させているのではないか、こ
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れは『公正』の欠如の問題なのではないか…。」 
 もちろん子どもをめぐる問題状況を変えようとすれば、個人の努力も必要である。
だが地図化することによって、そもそもそれが可能な状況にあるのか、という問いが
浮かぶ。これはとりわけ貧困層の保護者にとって重要である。前述のポーリノの発言
からもわかるように、貧困層の保護者は教育の問題を過剰に自身の問題として受け止
めやすい。だが上記のような視座の転換により、彼らの内閉性や自己責任として受け
止める状況を打ち破り、異なるパースペクティブから問題を理解することを促しうる。
こうしてはじめて、「教育制度上の公正の欠如」という取り組むべき課題が明確化さ
れるのである。これは、保護者たちが社会正義について考えるようになるきっかけと
して極めて重要といえよう。 
 こうした視座転換が学校再編政策形成に向けた重要契機・転換点となったことは、
保護者らが組織化の初期段階において、異なる方法で地域の教育改善を図ろうとして
いたことを鑑みた時、いっそう明瞭となる。彼らは当初、小規模なチャータースクー
ルの創設に着手していたのである。ニューヨーク市の著名なマイヤー（Meier, D.）の
スモールスクール実践(27)に大きな感銘を受けた保護者らは、専門家に意見を求めた
り助成金を得て現地の学校を視察したりして、それを実現する“ありうる選択肢”と
してチャータースクールの創設を検討していたのであった(28)。そして既に学区教育
委員会から５校の承認を受け、２校の設置が完了していた。 
 しかし上述の通り、過密環境の学校を地域全体の課題として捉えるようになってき
たことで、彼らの中に、チャータースクールの創設だけでは「平地部が直面する制度
的な問題への断片的な応答」に過ぎないのではという考えがでてきたという(29)。全
ての子どもに質の高い教育環境を提供するためには、学区教育委員会による学校再編
も同時に目指していくべきなのではないか、との意見が出されたのである。 
 こうした議論から保護者たちは、改めて学校の過密化の解消と地域間の教育格差の
是正に目標を再設定し、平地部の学校を「スモールスクール」に再編する政策の要求
を本格的に検討し始めた。1999 年には、これへのコミットメントを保護者・住民
2,500 人から獲得した(30)。前記のアリンスキーは、コミュニティ組織化を通じて、「住
民の自己利益から公的な利益へと至る目に見えないルートが形成されること」をひと
つの目的としていたという(31)。オークランドでは、コミュニティ組織化を通じて顔
の見える関係性が構築され始めていたことに加え、地図を通じて教育制度への認識枠
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組が決定的に転換されたことにより、わが子のより良い教育環境の確保だけでなく社
会正義にもとる改革へと意識が変わりつつあったといえる。ここには、コミュニティ
組織化の「評価」ステップにおける個人の成長がみられる（表 2-1：ステップ４）。 
 
（３）学校再編政策の成立 
 最後に、循環としての組織化における、第三の「組織・資源の結合」、および第四
の「行動（action）」という二つの活動に焦点を当てていく。学区政策を成立させよう
とすれば、素人集団でしかなく、何の権限も持たない保護者・住民からの支持だけで
は十分ではない。本事例における政策成立を決定づけた活動に、次の二点を挙げるこ
とができる。①大学を母体とした「学校改革支援組織」と連携し、保護者・住民側の
提案に教育の専門的知識・技術を裏づけたことと、それを基に、②政策決定に影響力
を持つアクターとの対話が進められたことである。 
 まず「組織・資源の結合」という観点から注目すべき「学校改革支援組織」との連
携に関して、連携団体の性格と連携後の活動の２点に着目して特質を明らかにする。 
 スモールスクールへの再編を目指すOCOにとって、最良の連携先とも見なせたの
が、学校改革支援組織「公正な学校のためのベイエリア連盟（Bay Area Coalition for 
Equitable Schools：以下BayCES）」であった。BayCESは、スモールスクール改革を全
米で先導・拡大してきたブラウン大学設置の学校改革支援組織「エッセンシャル・ス
クール連盟（the Coalition of Essential Schools）」の地域支部として出発した非営利組織
である(32)。そのため、スモールスクール改革成功の鍵となるカリキュラム・評価・
学校運営等に関して、少なからず専門的知識・技術の蓄積があった。米国では、この
ように大学を中心とした研究者によるネットワークが各地に拠点を持ち、住民らと協
力して教育改革に影響を及ぼす例がある。連携に至る詳細なプロセスは明らかになっ
ていないが、上述の条件を考えれば、必然性の高い成り行きといえる。 
 連携後の活動について政策成立に最も影響を与えたと考えられるのは、OCOと
BayCESが共同で組織した「新しい自律的なスモールスクールのためのワーキンググ
ループ（The New Small Autonomous Schools Working Group：以下WG）」において、ス
モールスクールへの再編実施に向けたさらなる調査が重ねられたことと、政策決定者
に提案するための政策草稿の執筆に取り組まれたことである。 
 具体的には、政策実施に関係するアクターへの意見聴取（教員組合、学区事務局職
第２章 地域間の教育格差是正に向けた学校再編政策形成の試み 
 
- 57 - 
 
員、市長の教育諮問委員会等）、先行事例や理論の分析、オークランドの教育に関す
るデータ分析等が行われた(33)。調査を通じて明確にされたのは、小規模化のみでは
より良い結果を生まず、適切な構造と支援が一体になることによってのみ成功するだ
ろうということであった。こうした調査結果をもとにして、BayCES主導で学校再編
政策の草稿が執筆された。草稿の基軸とされたのは、①学校の自律性を尊重しカリキ
ュラム・予算・人事等への裁量権を付与することと、②学校の支持基盤である保護者
と地域のエンゲージメントを重視することの二点であった。 
 次に「行動」段階の検討に移る。政策草稿への支持を得るために、保護者のリーダ
ーたちは、教育委員、学区事務局職員、教職員に会い、説明を重ねていった。特に教
職員に対しては、１対１の対話が200人以上ともたれたという(34)。この人数がいかな
るインパクトを持つのかは教職員の全体数からすれば定かではないものの、少なくと
も、かなりの労力と時間が使われたのは明らかである。 
 そして1999年の秋に、学区教育長、州教育長、州議員、市長、教育委員、学区事務
局職員、教職員、そしてメディアを呼んで、「パブリックアクション（public action）」
が実施された。パブリックアクションとは、政策決定に影響力を持つアクターに対し
て、コミュニティ組織化によってつくられたアジェンダへの支持・支援を依頼するた
めの大規模集会を指す（表2-1：ステップ３）。計画に対する住民らの広い支持を実証
することを目的として実施される。 
 OCOが主催したパブリックアクションには、その当日、地域住民2,000人が参加し
た。スモールスクールへの再編について、そのビジョンや教育成果への論理的根拠等
のプレゼンテーションが行われ、上記政策決定者らからは「住民はよく組織化され、
問題もよく理解しているようだ」と、公的に理解と支持が示されたという(35)。もち
ろん同アクションでの支持獲得という目的達成に向けては、上述の通り事前に利害関
係者に対して説明が重ねられ、その上で当日はメディアを通じて政策決定者が有権者
（住民）への理解を示す機会となるようにする等、戦略的な行動がなされている(36)。 
 2000年３月には新しい教育長に就任したチャコナス（Chaconas, D.）が同計画への
支持を表明し、同年５月に教育委員の全会一致で学校再編政策が承認された(37)。政
策には「過密環境にある大規模校を対象に、３年間で10校のスモールスクールをつく
ること」が記された(38)。実際には、政策は多くのステークホルダーからの支持を受
けることで2008年まで続行され、前述の通り、合計で22校の過密環境の学校が48校の
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スモールスクールに再編された。2000年当時は79校しかなかった公立学校は、2012年
には109校に増えており、その多くが自律性のあるスモールスクールである(39)。先に
見た空間認識に照らせば、学校の配置状況は大きく変化したといえる。 
 
 
第３節 持続的な教育改善に向けた取り組み 
 
 本節では、コミュニティ組織化実践の特徴の一つである「活動の持続性」に焦点を
当てて、政策成立以後の住民の動きを分析していく。コミュニティ組織化は、活動の
目的を１回の制度改革に求めるのではなく、持続的な改善・発展を重視する。なぜな
ら、制度が成立したからといって、必ずしも生活が改善するとは限らないからである。
これは、往々にして運動論が陥りやすい課題であり、コミュニティ組織化の継続的活
動は住民運動にとっても必要な論点を提示しうる。 
 以下では、こうした特質から、政策成立以後の再編実施過程にコミュニティ組織化
がどう位置づき、教育行政および教師にいかなる影響・帰結をもたらしたのかを検討
する。その際、①再編前期、②再編着手期、③持続発展期という時間軸に即した３段
階に分け、かつ、それらに組織化の範域（単位学校／地域全体）という空間軸を重ね
合わせながら論じていく。 
 
（１）再編校選定における組織化の重視 ―再編前期― 
 まず再編前期におけるコミュニティ組織化についてである。注目すべきは、改革対
象校を選ぶ際に、単に大規模校だというだけで機械的に選定する方法は取られなかっ
たということである。保護者や教職員がスモールスクールへの再編の意思を持ち、そ
れを共有できているか、すなわち学校コミュニティが組織化されているか否かがひと
つの判断基準にされた。各校には再編への「選択権」が与えられ、スモールスクール
への転換を希望する場合は、既存校の教職員と保護者が学区に対して「認可要請書
（the District’s Request for Authorization：以下RFA）」を提出し、評価プロセスを経て認
可される必要があった(40)。学区が主導して、緊急性を要する学校から計画的に再編
する選択肢もあったと考えられるが、OUSDではそうはしなかった。その意図は次の
ように述べられている(41)。 
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「スモールスクール運動はコミュニティ運動として始まった。草の根の組織化がき
わめて重要であった。…私たちは、新しい改革を始めるために必要なエネルギー
を育て、その水準を維持するために、意図的に（学校コミュニティの―引用者）
組織化が起こっていた場所にだけ学校を開校した。これは、OCOによって行われ
た、とてつもなく大きな組織化のおかげで、広く成功を収めることができた」。 
 ここには、たとえ学校を小規模化しても、学校を支える基盤がなければ教授学習は
成立しないとの想定がある。これは、単に保護者・住民との関係性が充実しているか
を問うているだけではなく、教育活動の本質に迫るものと考えなければならない。す
なわち、暗黙のうちに想定されているのは、地域はサービスの受け手ではないという
ことである。条件整備さえすれば良い教育が生まれるとは考えられておらず、学校に
対する地域からの承認が子どもの学びに重要であることが意識されている。ここには、
学校―地域間関係の基底性が示されていると読むべきである。 
 同様に、教職員の組織化も課題であった。とりわけオークランドでは、小規模校化
に伴う学校予算や教職員数の相対的な減少への不安もあり、再編に積極的ではない教
職員も多くいた。そのため教員組合は、政策に反対こそしないが組織的な支持・協力
もしていない。とはいえ、大規模校で教授学習の不成立や校内暴力等にフラストレー
ションを抱えていた教員も多かったことから、オーガナイザーらは、前述の保護者の
組織化とあわせて、「教員個人」をターゲットとした組織化を続けていた(42)。 
 保護者の組織化の場合と同様に、まずは教師らの「気にかけていること」を掘り起
こし、そして共に解決策を考えていくステップが取られている。もちろん簡単には進
んでいない。例えばオークランドのコミュニティ組織化を調査してきた教育学者ギル
ス（Giles, H.C.）が行ったヒアリングでは、スモールスクール再編に携わった教師が、
当初は“子どものために学校を変えたいと思い悩む一方で、そのために運動（power）
することには抵抗感があった”との葛藤する心境が聞き取られている(43)。しかしこ
の教師はオーガナイザーとの対話を通じて、自分は「学校をより良くする力（power）
が欲しい」のだということに気づいていく。 
 こうした対話の積み重ねに加えて、組織化活動において重視されるのは、先に述べ
た通り、目標を達成する上での課題を明確にし、その一つひとつを解決するための
“実現可能な方法”を探ることである。教職員の中に再編後の教育環境に対する不安
があったことから、リーダーたちはBayCESと協力して新設校に使える各種補助金の
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申請も同時に進めていった。その結果として、ビル＆メリンダゲイツ基金（the Bill 
and Melinda Gates Foundation）から1,570万ドル（約15億７千万円）の補助金を獲得し、
さらに市債（city bond）として３億ドル（約300億円）の施設整備資金も承認されて
いる(44)。 
 結果的に、毎年数校ずつとはいえ新校が設置されていったことを鑑みれば（表2-
3：章末）、組織化は地道かつ着実に進んでいったと考えられる。 
 
（２）新設校における「関係性の文化」の構築 ―再編着手期― 
 次に再編着手期においては、学区教育委員会によっても再編校における教職員と地
域の組織化を強化する仕組みが設けられた。 
 再編校は、校長や教職員に加えて、保護者、住民、生徒を含む６～９人で構成され
る「学校デザインチーム」をつくり、開校前の１年間をかけて、共同で「学校のビジ
ョン」と「教育計画」を討議・作成するプロセスを経ることが推奨された。そして、
このプロセスに参加することを選んだ学校には、学区事務局、BayCES、OCOのパー
トナーシップの下で、次章で詳述するように、開校前１年～開校後３年の間、支援が
与えられることとされたのである。実践の段階になると、教育の専門性を有する
BayCESがリーダーシップを取るようになるが、その中でもOCOは、新設校における
“関係性の文化（relational culture）”の確立を支援することという重要な役割を担う
ことになった(45)。 
 再編前、教師―保護者間の関係は良好とはいえず、むしろ教師にとって保護者は
“やっかいな存在”や“トラブルメーカー”と考えられていた(46)。また、教師同士
も児童生徒のために協働することはなく、互いに孤立していたという(47)。学校には
相互不信や関係の断絶が根深く存在していたといえる。これは、米国都市部における
貧困地域の学校の一般的な状況であり、従来問題視されてきたことである(48)。 
 そこでオーガナイザーらは、校長、教職員、保護者の間につながり（connection）
と責任（accountability）の感覚を発達させるようトレーニングセッションを実施した。
教職員と保護者が、児童生徒の教育課題に対して、小グループでの対話、課題の洗い
出し、解決方法の探究等、一連の過程を共同で実施する方法が教授された。また各校
に学校問題解決のための組織化委員会（school-based organizing committees）の設置も
進められた。こうした取り組みは、少なからず教師たちの行動と考え方への変化をも
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たらしている。例えば前述の教師は、学校問題への取り組み方が「権威的・形式的
（bureaucratically）に考えるのではなく、ミーティングを呼びかけ、家庭に手紙を送
るようになった…校長は誰と会話する必要があるかを考えるようになった…」と述べ
ている(49)。そして、「学校の中に関係性の文化をつくることが、効果的な学びの環境
のための基本要素として役立つということがわかり、そして、学校の構成要素がどの
ように互いに機能するかに関しての転換をもたらすものであった」という。こうした
支援を通じて、新設校では、それぞれ独自の学校―保護者―地域間関係構築のための
取り組みが確立されていった(50)。 
 
（３）教育行政混乱期における住民の役割 ―持続発展期― 
 以上のような再編前期・着手期における学校を核とした組織化に加えて、オークラ
ンドでは政策を継続・拡大していく上で、地域レベルでの組織化が極めて重要な役割
を果たしている。すなわち、交代しうる教育行政や学校のリーダーだけに改革実践を
委ねるのではなく、“移動のない住民”が教育改革を支えたのである。 
 前述の通り、OUSDでは過密環境の学校がほとんどなくなる2009年までスモールス
クールへの再編が続けられた。だが2000～2009年は、リーダーシップの面からみれば、
OUSDに学校再編政策を推進する強力な学区リーダーがいたわけではない。むしろ、
州による学区の管理権剥奪（take over）や、教育長の度々の交代（８年で５人）等、
教育行政は極めて混乱していた時期であった。米国都市部の学校システムを調査した
ヘス（Hess, F.M.）は、都市部で持続的な学校改革が達成されない理由の一つに、行
政（教育長と事務局）の頻繁な変更に伴う“政策転換（policy churn）”を挙げている
(51)。OUSDでも学区リーダーの変更は学校再編政策の頓挫の危機をもたらした。 
 州管理下に置かれたきっかけは、学区の財政赤字が8,200万ドル（約82億円）にま
で増幅したことによる(52)。教育長チャコナスは解任され、学区は州から１億ドル
（約100億円）の緊急貸与を受けるとともに、返還終了まで公選制教育委員会は政策
決定権を剥奪されて助言資格のみが付与された。多くの保護者や住民は、学校再編政
策を推進するチャコナスを支持していたものの、学区の財政問題はあまりに深刻であ
り、州の援助なしに解決するには程遠いものであったとされている。 
 こうした状況下で、OCOのオーガナイザーらは政策継続を訴えるべく、約半年の
間に延べ数千人に及ぶ保護者や住民を招いて、60回ものアクション・ミーティングを
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実施した。そして、政策継続に最も影響力を持つ州議員や州教育長からスモールスク
ール支持の公式コメントを獲得するために、数回の直接的な交渉を経て、大規模なパ
ブリックアクションが開催された。結果として、州議会上院法案（Senate Bill 63）に
学校再編を可能にする文言が含まれた。しかしそれは、OUSDの学校再編政策の継続
を明確に示すものではなかった。そこでOCOは次に、政策実施を直接担う州の学区
担当管理官（教育長職に相当）ワード（Ward, R.）をターゲットとして説得を行って
いる。ワードに対しては、保護者、教師、校長らの支持表明だけでなく、スモールス
クールにおける学業成績、出席率、財政効率性等に関する成果が提示され、継続への
同意を獲得した(53)。その後は、BayCESがワードと緊密な関係を築くことにより、ス
モールスクールの成功に向けた事務局の能力向上が図られていくことになった。この
点は、次章で改めて学区教育委員会による学校支援の観点から検討する。 
 こうしたOCOの組織化活動については、学区事務局職員や多くの教育関係者らが
その有効性を認めている。特に州管理下に置かれていた５年間に、学校再編への支持
者を大規模に動員するとともに、キーパーソンを同定し具体的資料を用いて説得を成
功させた能力は高く評価されている。公選制教育委員会が助言機関へと格下げされて
いた状況においては、直接民主主義の形態を作り出すコミュニティ組織化は、教育に
おける住民参加のルートとしていっそう重要性を増していたといえる。 
 
 
第４節 小括 
 
 以上、本章ではオークランド統合学区における学校再編政策の形成過程について分
析を進めてきた。そこからは、「コミュニティ組織化」を通じた学校再編政策形成の
試みと実施に関して、次のような特質と意義を見出せる。 
 第一に、オークランド統合学区の学校再編政策は、個別学校が改善するのみならず、
地域のランドスケープ（landscape）に大きな転換をもたらすものであったといえる。
ここでは、単に貧困地域に学校が増設されたという地理的な景観の変容のみを指して
いるのではない。本章の検討に基づけば、「コミュニティ組織化」を通じて学校再編
を進めることにより、そこに生きる人々の関係性や、彼らの学校・地域に対する向き
合い方にも間違いなく変化がもたらされていた。こうした人々の意識のなかで捉えら
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れる地域空間の総体こそをランドスケープ＝風景と呼べば、それは劇的に変化したと
いえる。ここに同学区における学校再編政策の特質を見出せる。 
 第二に、同学区では、こうした変化を一過性のものとして終わらせないための工夫
も見られる点が重要である。すなわち、提言された政策の内容をみれば、大規模校を
単に小規模校化するのではなく、「学校の自律性」と「住民参加」が重要な軸として
据えられ、再編校の選定に際しても、まずは学校コミュニティが組織化されているか
否かが重視されていた。いわば同学区では、政策が成立し、条件整備さえすれば地域
に存在する教育問題の解決が図られるとは考えられておらず、運用段階においても、
子どもの教育にとって、学校と地域の双方が互いへの感受性を高めることの重要性が
意識されていたといえる。 
 第三に、とりわけ学校再編と「地域再生」との連関に着目すれば、同学区における
学校再編の作用・効果は、学校内部にとどまらず、学校を通じて地域へと波及してい
くことが期待できる。貧困地域に学校が増設されたからといって、彼らや地域の経済
状況が直接改善されることはないだろう。だが、学校を核として人々が地域の将来を
考え、かつ人間関係をより良い方向へと再編しようとする試みは、彼らが生活の中で
抱える諸課題に対して自ら改善に向かおうとする力をつけることにもつながっていく
と考えられるのである。 
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46. 
(20) Warren, M.R., op. cit., pp.148-151. 
(21) ポーリノへのヒアリング調査より。 
(22) Shah, S. et al., op. cit., p.11. 
(23) 丘陵部では最小規模で 240 人、最大規模で 370 人であったのに対し、平地部では、
最小規模で 490 人（平地部唯一の 500 人以下の小学校）、最大規模で 1447 人となっ
ていた。Strategic Measurement and Evaluation, Inc., An Evaluation of the Oakland New 
Small School Initiative, Oakland Unified School District, 2007, p.3. 
(24) Shah, S. et al., op. cit. 
(25) ibid, p.8. 
(26) ポーリノへのヒアリング調査より。 
(27) マイヤー・D『学校を変える力―イースト・ハーレムの小さな挑戦（北田佳子
訳）』岩波書店、2011 年。 
(28) Shah, S. et al., op. cit., pp.12-13. 
(29) Henderson, A.T., Community Organizing to Transform a School District: The Small Schools 
Movement in Oakland, Annenberg Institute for School Reform, 2010, p.4. 
(30) OCO 2002, op. cit. 
(31) 石神圭子「アメリカにおけるコミュニティの組織化運動（３）ソール・アリン
スキーの思想と実践」『北大法学論集』第 65 巻第４号、2014b 年。 
(32) わが国におけるエッセンシャル・スクール連盟の学校改革に関する研究として
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は、後藤武俊の研究が挙げられる。後藤武俊「米国エッセンシャル・スクール連盟
の学校改革支援活動―『コミュニティとしての学校』理念を中心に―」『教育学研
究（日本教育学会）』第 69 巻第２号、2002 年、205-214 頁。BayCES は 1995 年には
エッセンシャル・スクール連盟から独立した組織となり 2010 年に「全米公正プロ
ジェクト（National Equity Project）」に改名している。 
(33) OUSD 2000, op. cit., p.1. Shah, S. et al., op. cit., p13. 
(34) Snyder, R., op. cit, p.99. 
(35) Henderson, A.T., op. cit., p.10. 
(36) ポーリノへのヒアリング調査より。 
(37) Strategic Measurement and Evaluation, Inc., op. cit., p.2. 
(38) OUSD, 2000, op. cit, p.3. 
(39) Oakland Unified School District, “Fast Facts: Every Student, Every Classroom, Every Day”, 
2008.http://publicportal.ousd.k12.ca.us/ousd/lib/ousd/_shared/Fast%20Facts%20Final.pdf 
（最終閲覧日 2012.10.16） 
(40) 評価の観点は表 2-2 に示された 12 点である。OUSD, 2000, op. cit, p.8. 
表 2-2 RFP の評価観点 
A) 共有された信頼ある教育哲学 
B) ペダゴジーへの共有された接近方法 
C) 保護者・教師・児童生徒に信頼を与え
ることのできる、明白なビジョンを持
ったリーダーシップ 
D) 財源に偏りのない学校計画 
E) 保護者・地域との協働 
F) 児童生徒と教職員をリクルートする方
法。新しい自律性のあるスモールスク
ールは全て選択制の学校とする 
G) 学校計画への支援を生み出す努力にお
いて、全ての教職員は教員組合との契
約を確立する。全教職員は適切な賃
金・利益・組合員としての地位を保障
される 
H) 教職員と児童生徒は学区の人口・文化
的伝承・価値を反映するものであるこ
と 
I) 学校デザインは、学校規模・受入学年・
学級規模を具体的に述べ、可能であれ
ば発展計画を含めること 
J) 場所の利用可能性 
K) 計画には、以下のものを含めて学校の
成功を定義すること；学年／州スタン
ダードテストの結果と、その他、児童
生徒の達成に関する多様な測定／教職
員と児童生徒の出席率／教職員の確保
／保護者・教職員・児童生徒の満足度
／安全性 
L) 教育長は各学校計画を評価するための
諮問委員会を任命すること。各学校は
教育委員会によって認可を受ける必要
がある 
M) 教職員と児童生徒の中で、学区の人口
を反映した人種・民族のバランスを達
成するための計画 
出典：OUSD 2000 より筆者作成 
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(41) Shah, S. et al. op. cit., p.1. より。現在、HP 上では確認できない。 
(42) Warren, M.R., op. cit, pp.160-161. 
(43) Giles, H.C., op. cit, p.35. 
(44) Abowitz, K.K., Publics for Public Schools: Legitimacy, Democracy, and Leadership, 
Paradigm Publishers, 2013, p.111. 
(45) Shah, S. et al. op. cit, p.16. 
(46) ポーリノへのヒアリング調査より。 
(47) Snyder, R., op. cit, p.97. Shah, S. et al. op. cit, pp.23-24. など。 
(48) Schutz, A., op. cit. Baquedano-Lopez, P. et al., “Equity Issues in Parental and Community 
Involvement in Schools: What Teacher Educators Need to Know”, Review of Research in 
Education, 37, 2013, pp.149-182. など。 
(49) Shah, S. et al. op. cit, p.16. 
(50) 再編校の増加に伴い、OCO のオーガナイザーの人数では全ての学校への関与は
難しくなっていった。学区事務局はこうした状況から、2004 年に学校開発・支援
を担当する「新設校開発局（the New School Development Group：以下 NSDG）」を設
置している。これにより改革は学区主導へと移行するが、NSDG の局長にはオーガ
ナイザーのトレーニングを受けた教員トマス（Thomas, H.S.）が就任するなど、
OCO のトレーニングセッションの継承も考慮された。OCO は合計で、学校再編政
策の前半期に創設された 23 校のスモールスクールへの支援に関与している。Ibid. 
(51) Hess, F.M., Spinning Wheels: The Politics of Urban School Reform, Brookings Institution 
Press, 1998. 
(52) チャコナスは、有資格の教員数の増加にも力を入れていた。しかし旧弊の予算
執行や浪費、教師の給与増額等のせいで赤字を積み上げたとされている。Shah, S. 
et al. op. cit., p.9. 
(53) Snyder, R., op. cit, p.103.  
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表 2-3 オークランド統合学区における学校廃校とスモールスクール新増設 
 
小学校 
元の大規模校 00- 
01 
01- 
02 
02- 
03 
03- 
04 
04- 
05 
05- 
06 
06- 
07 
07- 
08 
08- 
09  ・スモールスクール 
Highland 小学校 (2006 closed)          
・ACORN Woodland          
・Rise Community          
・New Highland          
Lockwood 小学校 (2009 closed)          
・ACORN Woodland          
・Futures 小学校          
・Community United 小学校          
Hawthorne 小学校 (2006 closed)          
・International Community 校          
  ・Think College Now          
Jefferson 小学校 (2009 closed)          
  ・ASCEND          
  ・Dolores Huerta          
  ・Global Family 校          
  ・Leaning Without Limits          
Manzanita 小学校 (2006 closed)          
  ・ASCEND          
  ・Manzanita SEED          
  ・Manzanita Community 校          
Webster Academy (2009 closed)          
  ・EnCompass Academy 小学校          
  ・East Oakland PRIDE          
Washington 小学校 (2005 closed)          
  ・Sankofa Academy          
Cox 小学校 (2005 closed)          
  ・Reach Academy          
Melrose 小学校 (2006 closed)          
  ・Bridges Academy          
Prescott Elementary (2006 closed)          
  ・PLACE@Prescott          
Stonehurst 小学校 (2006 closed)          
  ・Esperanza 小学校          
  ・Fred T. Korematsu Discovery 校          
Whitter 小学校 (2009 closed)          
  ・Greenleaf 小学校          
閉校数 (計 12 校) 0 0 0 0 0 2 6 0 3 
開校数 (計 22 校) 1 2 0 1 1 4 6 6 0 
 
（次頁続く） 
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中学校 
元の大規模校 00- 
01 
01- 
02 
02- 
03 
03- 
04 
04- 
05 
05- 
06 
06- 
07 
07- 
08 
08- 
09  ・スモールスクール 
Havenscourt 中学校 (2007 closed)          
・Melrose Leadership Academy          
・Coliseum College Prep Academy          
・ROOTS International          
Simmons 中学校 (2007 closed)          
・Urban Promise Academy          
・United for Success Academy          
・Peralta Creek 中学校          
Lowell 中学校 (2006 closed)          
・KIPP Bridge College Prep          
  ・Kizmet Academy Middle(07 閉校)          
King Estates 中学校 (2005 closed)          
  ・EXPLORE College Prep 中学校          
Carter 中学校 (2006 closed)          
  ・Sankofa Academy          
Elmhurst 中学校 (2007 closed)          
  ・Alliance Academy          
  ・Elmhurst Community Prep 校          
Cole 中学校 (2009 closed)          
  ・West Oakland 中学校          
閉校数 (計 8 校：大規模校 7 校、SS1 校) 0 0 0 0 1 2 3(1) 0 1 
開校数 (計 12 校：計 13 校中 1 校閉校) 0 2 1 0 1 3 6 0 0 
 
高校 
元の大規模校 00- 
01 
01- 
02 
02- 
03 
03- 
04 
04- 
05 
05- 
06 
06- 
07 
07- 
08 
08- 
09  ・スモールスクール 
Fremont 高校 (2005 closed)          
・Life Academy of Health & Bioscience          
・Paul Robeson 校 of Visual & Perf Arts          
・Media College Preparatory Academy          
・Mandela 高校          
・YES(Youth Empowerment 校)          
・College Prep&Architecture Academy          
Castlemont 高校 (2004 closed)          
・School of Social Justice          
  ・Leadership Prep 高校          
  ・Castlemont Business & Info Tech 校          
  ・East Oakland School of the Arts 高校          
McClymonds 高校 (2005 closed)          
  ・BEST          
  ・Excel          
  ・Kizmet Academy Middle(07 閉校)          
  ・MetWest 高校          
  ・East Oakland Community 校(07 閉校)          
閉校数 (計 6 校、大規模校 3 校、SS3 校) 0 0 0 1 2(1) 0 (2) 0 0 
開校数 (計 12 校、計 15 校中 3 校閉校) 0 1 2 6 3 3 0 0 0 
大規模校計 22 校閉校／スモールスクール計 50 校開校（うち 4 校閉校） 
→ 2009 年時点…スモールスクール 46 校存在 
出典：Shah, S., Mediratta, K.（2009） より筆者作成 
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第３章 地域社会への応答性を軸とした学校再編・支援政策の展開 
―「ポートフォリオ・マネジメント」の導入― 
 
 
前章の検討を踏まえると、オークランド統合学区（Oakland Unified School District：
以下 OUSD）では保護者のエンパワーメントと学習の過程を通じて、「学校の自律性」
と「住民参加」を基軸とした学校再編政策が成立し、学校を単位とした人間関係の再
編、ひいては「地域再生」が図られようとしていた。だが一方で、学校再編政策によ
って自律的な学校が増加していくのに伴い、教育行政においては学区全体に関わる課
題に直面して新たな対応を迫られることになる。本章では、これら学校再編政策の実
施段階における学区教育委員会の試行錯誤の過程に焦点を当てて、政策内容がいかに
展開したか、その特質を分析する。 
 
 
第１節 学校再編政策の実施上の課題 
 
（１）教育委員会による学校支援の必要性の認識 
本節では、学校再編政策の実施に際して、OUSD では、学区教育委員会による学校
への適切な支援こそが必要であると認識されていたこと、そして、それをいかに果た
していくかが次なる課題となっていたことを把握する。その上で、教育委員会による
自律的学校経営への支援が本質的にはジレンマを抱えやすいことを示す。 
OUSD では、前章で検討した通り、保護者・住民の要請によって過密環境の学校を
「スモールスクール（small schools）」に再編することが改革課題として浮上した。そ
して 2000 年５月、学校再編政策「新しい自律的なスモールスクールをつくる学区政
策（The New Small Autonomous Schools District Policy：以下「学校再編政策」）」が教育
委員の満場一致で可決されている(1)。 
スモールスクールとは、米国で 1990 年代以降に盛んになった教育改革の潮流であ
る。その語感からは、学校を単純に小規模化するように受け止められがちであるが、
本質は決してそうではない。小規模性を基盤としつつも、校内の望ましい人間関係・
組織の構築や、教育活動の吟味とその実践を通じて、より確実な教育の質改善を目指
第３章 地域社会への応答性を軸とした学校再編・支援政策の展開 
 
- 71 - 
 
すものである(2)。ゆえに、規模縮小のみによる自動的な改善を期待するのではなく、
丁寧な学校教育計画やその実施を支援することが必要不可欠といえる。 
OUSD の政策原案は、まさにこれらの内容を適切に含むものであった。しかし不安
要素は別にあった。すなわち過去の実績からすれば、こうした慎重さを要する政策を
適切に実施する能力が、当の教育委員会に備わっているのか、住民さらには職員の一
部からさえ疑問視されていたのである(3)。 
この問題に対応するために当時の教育長がとった手法は、学校改革支援組織「公正
な学校のためのベイエリア連盟（Bay Area Coalition for Equitable Schools：以下
BayCES）」という新たなアクターに対して、教育委員会が自律的なスモールスクール
の経営を支えうるよう支援を要請することであった(4)。 
BayCES は、前章でも触れた通り、著名なエッセンシャル・スクール連盟の地域支
部として出発し、1999 年から OUSD と学校改革に関する連携・協力関係を取り結ん
でいた。教育長からの要請後は、メンバーが教育委員会内部の改革チームに外部委員
として招聘される等、協力体制を強めて、教育委員会による学校支援を導く政策理
念・内容の構築に携わることとなった(5)。これを出発点として、OUSD における学校
再編と支援は BayCES の深い関与の下で展開していくことになる。 
 
（２）自律的学校経営を支える教育委員会のジレンマ 
こうした自律的学校経営下での学校改善を支える教育委員会の重要性は、日米両国
において近年見直され始めている。それは、教育委員会が学校に対する「支援機構」
としての役割を果たすことを期待するものである(6)。こうした観点からわが国でも国
内外の先進的な動向に注目が集まり、支援の内容や方法、それを担う教育行政機構お
よび専門職に求められる特性や能力に関する研究が蓄積されつつある(7)。これらの研
究は、時代に対応した教育委員会のあり方を探る上で重要である。 
ところで学校への支援を最も単純に捉えれば、教育委員会から個々の学校へという
一対一の対応関係を想定・前提しやすい。現場の実感に寄り添う丁寧で的確な支援の
ためには、実践上も研究上も重要な志向性である。しかし、例えば各校が自律的に認
識・表明したニーズは、常に学区全体の利害と一致するわけではない。教育委員会が
学区全体の教育の底上げという重要な役割を果たす上で、ときに各校の自発的な意向
や要望を抑制・変容させるような関与も必要となる。それは各校には自律性の阻害・
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侵害とさえ認識されかねない。自律的学校経営への支援は本質的なジレンマを抱える
といえる。 
また、当該校の課題や成果は必ずしも自校のみの責任に帰せられず、児童生徒の移
動等、他校からも大きく影響を受ける。だが一対一関係だけを想定すれば、他校から
の作用が適切に認識されず、支援の対象や方法を誤るという深刻なおそれもある。学
校間での資源や教育ニーズの調整・共有等が図られないまま、各校は改善追求を余儀
なくされる。さらに教育委員会は、当該校が地域の教育課題に正対し得ているか、と
いう関心をも含んで支援を試みる必要がある。その正対がないまま当該校（より限定
的には同校教職員）を支援すれば、地域との乖離に拍車をかけかねない。 
このように考えれば、個別学校に焦点化しがちな分断的・限定的視点では、所轄学
校群の総合的な管理運営等、教育委員会の本来的責務を十分に扱えない懸念が残る。
わが国の先行研究も総合的な所轄学校群への支援が視野に入ってはいるが(8)、そこに
内在する上記のジレンマや資源・ニーズの調整等の問題が主眼としては位置づけられ
ていない。学校再編と支援の検討に際しては、いわば地域総合調整的な視点も自覚的
かつ的確に位置づけつつ、新たな手法の模索と吟味が求められる。 
こうした課題意識からすれば、OUSD の学校再編政策の展開過程において、「ポー
トフォリオ・マネジメント（Portfolio Management：PM）」と呼ばれる試みが導入され
たことは注目に値する。この 10 年間、同学区は教育委員会による学校支援の本格化
を目指している。その道のりは平坦ではなく、まさに上記のような諸課題に直面して
きた。しかし、だからこそ、それらへの対応を通じて政策の内容自体を変容させ続け
ている。近年に導入された PM は、その過程において様々な諸課題に対応すべく生み
出されたものであった。 
本章では、同事例の分析・検討に際して、学校再編と支援をめぐる重要論点を一層
明確に捉えるべく、教育委員会が直面した困難や、その対応・処理等を通じて、いか
に政策が生成・発展・変容、さらには新たな課題に直面したかという過程に焦点を当
てる。いわば、権力過程とは識別される政策自体の展開という意味での政策過程の分
析・検討に比重を置くものである(9)。 
以上の問題意識と視点に基づき、本章ではOUSDにおける政策の展開過程を分析・
検討しながら、教育委員会による学校再編と支援の特質を解明することを直接の目的
とする。この作業を通じて、現代米国における自律的学校経営への支援を取り巻く課
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題の一端に迫りたい。分析・検討には、米国研究論文やOUSDの公開資料の他、ヒア
リング調査の結果（2012 年 11 月実施）および関係者から収集した一次資料等を用い
る。 
 
 
第２節 学校支援の理念と実践ガイドラインの開発 
 
（１）支援の焦点と基本的性質 ―「学校インキュベーター」の構築― 
まず、先の学校再編政策の基本方針と具体的手法から、教育委員会による支援の焦
点を解明する。 
オークランドの学校再編政策は、教育改善を促進するために「学校の自律性」を基
本方針としており、対象校に人事や予算等の各種決定権限を与えることとされた(10)。
実際に政策決定を行うのは各校に設置された「学校デザインチーム」である。これは、
校長、教員、保護者、住民、生徒を含む６～９人で構成される。設置目的と主な任務
は、保護者・住民を含む関係者が学校のビジョンを明確化・共有し、それに基づいて
学校教育計画を作成・実施することである。学校再編プロセスに多様な関係者を従事
させる方法が採られたのは、「（関係者が）より良い教育について想像力を働かせるよ
うになること」こそ、学校改善を促進するために重要と考えられたためであった(11)。
この背景には、教育専門家のみならず保護者や住民も学校に向き合わなければ、子ど
もの豊かな発達保障は難しいという OUSD の厳しい現状・切迫感もうかがえる。 
他方、このように政策決定が多様な関係者に開かれるなら、そこで起こる政治力学
は複雑さが増し、むしろ教育改善が停滞する可能性も否定できない。特にそれに伴っ
て単純に教育委員会が機能を縮小すれば、各校の資源や能力次第では、必ずしも所期
の成果を生まないおそれがある。 
そこで BayCES が一層重視したのは、「関係者および学校総体の能力向上」に教育
委員会が責任を持つことであった。それは教職員や彼らによる教授・学校管理運営の
みならず、保護者らを含む関係者間の関係構築や学校文化の醸成等への支援を対象に
含むことを意味する。 
次に、その責任を達成すべく用意された支援の基本的性質を把握しておく。これを
読み解く鍵になるのは、2000 年に OUSD で独自に作られた「学校インキュベーター」
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制度である。これは、学校が自身のビジョンを実現し、長期的に高い教育の質を維持
しうる自律的経営が可能になるまで、教育委員会が「その発達過程に必要な資源や環
境を整えて守り育てること」を含意するものであり、各校は学校再編過程において本
制度を活用することができる(12)。つまり、教育委員会は、各校が自律的に改善を続
け、長期的により良い教育を追求・実現できるようになるために、“学校のレディネ
ス形成”を図るのである。 
「学校インキュベーター」を活用する学校は、「発達過程」の必要期間として設定
された４年間（開校前１年＋開校後３年）(13)を通じて、教育委員会から次の二種類
の支援を受けるものとされた(14)。 
第一に、自律的学校経営に向けた前述のレディネス形成支援である。教育委員会は、
開校前１年間を通じて、学校デザインチームに対して彼らの学校ビジョンを明瞭にさ
せるとともに、それを反映した戦略的な学校教育計画や、開校後の実行を円滑にする
自己評価のためのツール等の生成を促す。また開校後３年は、主に学校文化の醸成や
職能開発のためにコーチングを提供する。 
第二に、外圧からの一時的な「保護（protection）」という形での支援である(15)。例
えば、性急な教育成果を求める州のアカウンタビリティ要求等は、学校教育計画に無
理を生じさせかねない。開校後３年間、教育委員会は学校にこれらを免除し、安定し
た環境で学校の能力向上を促していく。 
とりわけ現在の米国では、学業成績を基準として学校の責任が厳しく問われる。こ
うした状況下では、学校関係者が、学業成績との直接的な連関が見えない様々な影響
要因や、より豊かな教育成果に目を向けることは困難になる。これに対して上記の二
種類の支援は、それらにも目を向けやすくするというねらいが見てとれる。もちろん、
「保護」という考え方は、関係者の改善努力の減退等の危険性をはらむ。大学等、外
部（第三者機関）との協働・連携など、その回避策を慎重に検討する必要はあるが、
OUSD では、計４年の支援後に外部要求を満たすことが目指されており、少なくとも
関係者に一定の緊張関係を保たせる効果も期待できる。 
 
（２）教育委員会のための実践ガイドラインの開発 
実施能力を疑問視されていた教育委員会は、果たしてこれらの責務を円滑に進めう
るのか。この疑問に応えるべく BayCES は、再編支援の手引きとなる教育委員会向け
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の４年間の実践ガイドラインを開発した。これは全米的な学校改革実践および研究成
果に依拠して作成されており、自律的学校経営に不可欠と考えられる要素と、それら
を関係者が用意する上で必要な支援の内容や方法等が構造的に示されたものである。
その具体的内容を整理・把握すれば、次の二つの部分で構成されている。 
第一に、教育委員会が学校に対してなすべきことを示した大まかな“見取り図”で
ある(16)。例えば、OUSD における学校支援の理念、４年に渡る支援の種類と道筋、各
年次で学校が達成すべき質的な目標等が定められている。見取り図があることにより、
教育委員会の中で、従来必ずしも明確ではなかった学校支援に対するビジョンの共有
が図られる。 
 
表 3-1 学校再編過程における支援のための“一覧表”（一部抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
焦 
点 
エ 
リ 
ア 
 
１．任務理解 
２．コミュニティリー
ダーシップ 
３．ビジョンの開発 
４．一連のデータ調査 
５．行動の理論 
６．学校計画の提案 
７．洞察力のあるリー
ダーシップ 
８．学校文化と風土 
９．教育計画① 
―教授方法 
―教授の連続体 
―教材・教育課程 
―成長観察 
―カリキュラムマ
ップ 
―授業・単元計画 
10．教員雇用 
11．教育計画② 
12．家族のリーダーシ
ップと参加 
13．ガバナンス制度 
14．財政 
１年目＞焦点エリア： 
家族のリーダーシップと参加 ―関与と真正の参加が何を意味するか― 
 
 
 
 
 
 
原理 
都市部の学校は、あまりに欠陥の多いモデルで家族の学校参加
にアプローチする。（中略）家族の参加は、（中略）単に学校の世
話をすることや、リップサービス程度の参加に止まりがちであ
る。 
家族の参加・リーダーシップ・アドボカシーは、学校が力強
く、かつそれを長期に渡って持続させるという、都市教育に必要
な解決にとって行動の理論の中核に位置するはずである。我々の
支援目標の一つは、家族が子どもの教育の唱道者となり、また教
育に関する思慮深いリーダーとなるように、彼らの能力を発達さ
せることである。OUSDでの私たちの経験は、２～３年間力強い教
育を経験し、思慮深く学校経験に統合された家族は、学校により
高い期待を持つようになることを教えてくれた。 
 
 
 
 
目標 
１．家族の参加に関する行動の理論、及び家族参加が学校生活で何
の役割を果たすのかを明確に表現すること 
２．子どもの教育に家族が参加しうる全ての方法を明確に表現し、
参加に関して家族の能力を発達させるための計画をレイアウト
した、「家族参加の連続体」を開発すること 
３．パートナーやリーダーとしての家族を、真正に支援し従事させ
るために、どのように学校が能力を発達させるのかを明確に表
現した３年間の「家族支援計画」を開発すること 
 
成果物 
・家族参加計画 
・家族のためのハンドブック 
・３年間の家族支援計画 
出典：Jubb, S.提供資料 Course of Study: School Transformation より筆者作成（下線部筆者） 
 
第二に、教育委員会が実際に支援を進めていく際に参照する内容・方法等が“一覧
表”としてまとめられている(17)。一覧表は次の４項目から構成される。①支援領域
を示した「焦点エリア」、そしてエリアごとに詳細に記されるのが、②支援内容・方
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法およびその妥当性の根拠を示す「原理」、③原理から導かれた支援の「目標」、④持
続的な自律的学校経営の基盤となる、学校教育計画の中身、自己評価ツール、関係者
が活用できる手引書等を例示した「成果物」である（表 3-1 参照）。 
なかでも、支援を提供する際に拠り所となるのが「原理」欄であると考えられ、実
践ガイドラインの最も特徴的な部分といえる。例えば、表 3-1 の「原理」欄を見ると、
実際の学校再編を通じた成功・失敗の知見をもとに、教員らがどの過程で何につまず
きうるか、なぜこの支援が必要か、どのような支援と教育活動がいかなる成果を生ん
できたか等が述べられていることがわかる。 
つまりこの実践ガイドラインは、一定の成果を絶対的に保証するものではないが、
少なくとも場当たり的な支援にならないよう支援者が思慮深くなることを促すと共に、
計画性と明確な意図を持って関係者に働きかけることを目指す中身になっているとい
える。 
 
（３）「学校インキュベーター」の成果と意義 
上記検討内容を踏まえると、OUSD で「学校インキュベーター」と呼ばれているも
のは、学校支援に関する理念であると同時に、一定のガイドラインに支えられた実践
の総称と定義づけうる。 
2008 年度までに「学校インキュベーター」を機軸とした学校再編政策は、22 校の
過密環境の学校を 48 校のスモールスクールへ再編した(18)。これにより、OUSD 公立
学校数は 108 校となり、「学校インキュベーター」を活用した学校（48 校）が全公立
学校の約 45％を占めることとなった。それらの学校は、それぞれの教育ニーズを満
たす独自の教育活動を展開する一方で、州の共通テストでも成果を上げ、また学校風
土や専門職文化に関しても関係者の満足度が高かったこと等が、調査で明らかになっ
た(19)。 
なかでも、OUSD の政策評価を行ったスタンフォード大学の「学校再生ネットワー
ク（School Redesign Network：以下 SRN）」や、改革を継続的に調査してきた教育行政
学者ホニッグ（Honig, M.I.）らの研究は、「学校インキュベーター」が教育の質向上
に貢献した可能性が高いと論じる(20)。SRN の調査によれば、「学校インキュベーター」
を活用した学校関係者は、「学校プログラムの開発や、豊かで厳格な学校デザインに
焦点化すること」に対する教育委員会の支援を高く評価していたという。また、教育
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委員会は学校に対して管理的態度をとるのではなく「思考パートナーや問題解決者等
の役割を果たした」ことも明らかにされた。このように「学校インキュベーター」は、
各校の教育ニーズを満たした質の高い学校と、自律的学校経営を支えうる教育委員会
の双方を生み出すものとして機能しつつあるといえる。 
他方、マクロにみると「学校インキュベーター」には、学校再編と支援のための
「情報の収集・分類・伝達のセンター（clearinghouse）」としての機能も期待される
(21)。つまり、学校再編に関する成功・失敗を含めて包括的に知見を蓄積し、その吟
味を通じてガイドラインのさらなる発展・活用が目指されているといえる。実現状況
については追跡調査が必要だが、これを踏まえた時、「学校インキュベーター」は次
の二つの意義を持つものと評価できる。 
第一に、教育委員会が学校再編と支援に関する知見の蓄積を反映させた実践ガイド
ラインを持つことは、支援の継承性・安定性に寄与しうる。従来、学校への支援は、
力量と経験を持つ教育専門家が担い、その知見や発見は日米問わずブラックボックス
化されがちだったのではなかろうか。そのため、OUSD のように次世代にも継承可能
な実践ガイドラインを構築した事例は示唆的といえる。 
第二に、数多くの再編事例が蓄積されることによって、より思慮深い支援の提供と
教育委員会の機動力向上に繋がると考えられる。また、それは各校の成功可能性の向
上にも寄与しうるであろう。 
 
 
第３節 「ポートフォリオ・マネジメント」の導入 
 
（１）権限委譲の対象校拡大と支援方法の変容 
OUSD で次の政策課題となったのは、上記成果を学区内の他の公立学校に適用する
ことであった。それは、いかなる形で着手・達成されようとしたのか。政策内容の展
開過程を分析する本章の目的からすれば、この点は非常に重要である。以下、OUSD
での事実展開に即してその特徴を明らかにする。 
当然のことながら学区の資源・時間には限りがあり、さらに各校の条件や能力が同
等といえない中では単純な全校への適用は難しく、また必然性も低い。こうした状況
下では政策展開も平板ではなく、諸課題に直面しながら進む。政策過程を解明する上
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では、単なる予定調和的な進展のみならず、これら紆余曲折の対象化こそが重要とな
る。本研究では特にこうした観点を重視して、政策展開で直面された課題とその対応
等から、学校再編と支援をめぐる新たな論点の抽出を目指す。 
OUSDでは、2004年以降、全公立学校の教育改善を促すための制度的整備が進めら
れていく。まず、再編校だけでなく、一般校にも教育課程と予算の決定権限が付与さ
れた。その実質化を期するため「学校支援オプションサービス」が開始され、各校が
予算内で教育委員会から必要な支援を、敢えて「選択・購入」する形が取られた(22)。
サービスには、教員研修や学校運営サポート等があり、前年度までの支援過程で創
案・蓄積されたものである。これらを通じて各校は、自律的学校経営のための能力向
上を図る。 
さらに、この支援提供・購入システムを一層効果的に支えることを目的として、学
校予算の分配方法が変更された。それは、人件費まで含めたトータルの学校予算が、
児童生徒数を基準として各校に分配されるというものである(23)。すなわち各校の児
童生徒数が同じであれば、勤務する教員らの経験年数の差異に関わらず同額の予算が
支払われる。そうすることで、労働協約上で給与額が低い教員を多数抱える学校、い
わば教員や学校総体の能力向上を必要とする学校ほど、任意に使える予算が増え、そ
れを教員研修等のサービス購入に充てることができるのである。 
このようにOUSDでは、①全公立学校の裁量権拡大、②教育委員会による幅広い支
援内容・方法の確立・提供、③支援が必要な学校ほど支援購入に予算を確保できる資
源分配システムの構築、の３つが同時に進められた。つまり、全公立学校の教育改善
を促進するために、いかに公正かつ効率的・効果的に個別学校の求めに応じた支援提
供ができるかが、まずは論点として現れていたといえる。 
 
（２）新たな課題としての学区運営 
しかしながら、その後の政策を精査すれば新たな展開がうかがえる。すなわち、改
めて視野を広げたとき、個別学校と学区全体に関わる重要論点が加わり、それに向き
合う必要が生じたのである。 
OUSD では、学校インキュベーターを活用した選択制スモールスクールや、一部の
チャータースクール等、多様かつ質の高い学校が増加した一方、公立学校全体を見れ
ば、次のような三つの課題も同時に浮上していた。 
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第一に、学区の経済状況の悪化やチャータースクール増加等による学区公立学校の
入学者数減少で、複数校に統廃合の必要があったこと、第二に、NCLB 法の「罰則規
定」（第１章）により再編を迫られている学校が 13 校存在したこと、第三に、移民流
入等の地域の動態把握の不十分さ、学校―保護者―住民間の相互理解の低さ等により、
一般の公立学校は自律性を付与されつつも、必ずしも教育ニーズを満たす教育計画を
構築できていなかったことである。 
これらは教育行政上の重要な論点を示唆している。各校の自覚する教育課題は、単
純に当該校の個別事情からのみ生じるのではなく、学区全体の人口動態や経済状況、
あるいは児童生徒の移動等による他校からの“歪み・しわ寄せ”からも生じる。とり
わけ学校再編政策を通じて学校の多様化も進み、教育の内容や質に開きが生じやすく
なった状況下では、この傾向に拍車もかかる。そのため、各校が近視眼的に教育問題
を認識し、教育委員会が単純にそれに応じる態度では、改革が遅れる学校を置き去り
にする、地域の教育ニーズへの配慮が不十分になる等、学区全体の問題を見逃し、ひ
いては地域社会全体への応答性も欠きかねない。 
その意味では、いくら個別学校がその時々に認識する問題に対して支援し、分かり
やすい効果を得たとしても、地域の未来像を見越しつつ学区全体の教育ニーズを把
握・調整し、それらに対応しなければ、根本的な解決にならない恐れがある。すなわ
ち、各校の「自律性」尊重による課題解決への支援と、学区全体の底上げという教育
委員会の本来の役割との間には、本質的なジレンマが存在するといえる。 
 
（３）ＰＭにおける学校への支援と介入措置の診断 
これに対応すべく、OUSD は新たな発想の下で学校再編・支援の仕組みを模索し始
めた。それが本章で注目する「ポートフォリオ・マネジメント（以下 PM）」である
(24)。 
PM の基本的発想は、伝統的な公立学校だけでなくチャータースクール等の新たな
タイプの学校も含んだ上で、学区の所管する全学校を「学校群のポートフォリオ（a 
portfolio of schools）」＝学校一覧と捉え、それ自体をマネジメントするというもので
ある(25)。そして、絶えずこれら学校群のポートフォリオを俯瞰（bird’s eye view）しつ
つ、先を見越して学校の改善支援と配置（認可・設置・廃止等）との両方を戦略的に
計画・実施し、毎年、新たにポートフォリオの更新を図るのである(26)。この発想と
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手法を通じてこそ、近視眼的な個別学校の改善ではなく、学区全体の教育ニーズを満
たすことと、多様で質の高い「自律的学校群」を成立させること、という２つの目的
が同時に達成できると考えられている。 
本章の目的からすれば PM をめぐって最も注目すべきは、どの学校に、いかなる内
容の支援・介入を行うのかという診断・決定の手順である。すなわち、ここにこそ前
述のジレンマを解きほぐすような、学校再編・支援の新たな局面への糸口が見いだせ
るのである。それらの手順は以下のように整理できる。 
第一に、各校の「教育の質」を５段階評価する。評価指標には、学業成績、教室観
察、関係者へのヒアリングを含む。特に学業成績に関しては、改善状況を適切に評価
すべく、児童生徒の「伸び」のうち社会経済的要因の影響を切り離して「学校の貢献
度」のみの測定を目指す(27)。地域間で保有資源に大きな差がある OUSD において、
学校の努力を正当に評価しようとする志向性を読み取ることができる。 
第二に、上記の評価結果に応じて、各校に与えられる自律性と支援の程度が決定さ
れる。質が高いほど教育委員会からの自律性が与えられ、低いほど支援と追加資金を
優先的に受けて改善を図る。今日の改革動向では、優秀校には報奨が、困難校には罰
が与えられがちな中、改善が必要な学校や「しんどい学校」にこそ、より多く支援と
資金を投入する動向は注目に値する。 
第三に、教育委員会は①教育の質、②児童生徒収容能力、③地域の実情を勘案した
教育計画、の３視点から成る当該年度の各校のプロフィールを作成する。それを、学
区全体の教育ニーズの需給状況や人口動態等と照合しつつ、図 3-1 に示される９つの
評価ポイントに従って適切な介入措置・支援内容を診断する(28)。例えば、その介入
措置によって近隣他校にはいかなる影響が及ぼされるか（広域インパクト）というこ
とや、各校が抱える課題は通学区域の変更で解決されえるものではないのか等が事前
に検討される。つまりOUSDの学校介入措置の診断は、従来のように当該校の学業成
績や児童生徒数だけを指標とした単純なものではなく、介入措置によって所轄学校群
全体で資源やニーズがいかに調整されうるかをも考慮するものとなっている。 
介入措置は大きく分けて、学校再編、構造・教育計画の変化、その他の支援のいず
れかになる。５段階評価で最下層の学校は「焦点校（Focus Schools）」と呼ばれ、
NCLB 法で定められている閉校やチャータースクール転換等の措置だけでなく、先述
の「学校インキュベーター」を活用して、地域住民らと共に再編する選択肢も与えら
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れることになった。つまりOUSDでは、学校運営を単に外部委託するばかりでなく、
学校再編政策の実施時に学区が構築した前述の再編モデルの活用も認められることに
なったのである。 
PMM では学校運営に外部組織の参入が許されることから（第１章）、公立学校の民
営化を進めるものとして批判されがちだが、少なくともOUSDでは学校に対する地域
からの承認を重要視してきた背景もあり（第２章）、前述の「学校インキュベーター」
制度を学区独自の教育供給方法の一つとして位置づけたと考えられるのである。 
 
アカデミック要因 コミュニティ要因 入学要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3-1 介入措置診断の評価ポイント 
出典：OUSD（2008）より筆者作成 
 
以上の手順に加え、OUSD における PM には、重要な契機がもう一つある。それは、
改善の具体的方策を教育行政専門職・教師・保護者・住民らが共に議論・決定できる
機会を、複数回に渡って保障しているということである(29)。これによってこそ、よ
り良い教育を追求する基盤が学校・地域双方で醸成されうる。OUSD では、上述のプ
ロフィール作成（毎年９月）から、改善措置の最終決定（毎年 12 月）までの間、保
護者・住民を含む関係者が改善の具体的方策について考える４つの機会が設けられて
いる。それは、①OUSD 主催の PM についての説明会、②校長による学校の現状に関
するプレゼンテーション、③具体的改善方策を議論するミーティング、④自校と類似
焦点校のための 
最適な解決方法 
満足度に関するサーベイデータ： 
学校へのステークホルダー満足度に
ついて Use Your Voice データは何を
示しているか？ 
広域（Megaboundary）インパクト： 
この特定の学校における介入は、広
範囲で見たときに他の学校にどのよ
うなインパクトを与えるか？ 
プログラム上の持続可能性： 
学校はその規模を基盤として、家族
が受けるに値する資源を提供できる
か？ 
生徒の学業成績データの量的分析： 
学校は全ての生徒の学業成績を促進
しているか？ 
通学区域： 
通学区域の変更は学校が直面する困
難のいくつかを解決するか？ 
コミュニティエンゲージメント： 
コミュニティメンバーが考えている
ことは学校にとって最も良い解決方
法か？ 
学校のモニタリングと観察データ： 
教室観察、学校の質的レビュー、そ
して再構築計画を基礎として、学校
は全ての生徒の学業成績を促進する
ための能力を実証しているか？ 
成功のためのコンディションに関す
る質的評価： 
例えば、専門職の学習共同体や家族
のエンゲージメントルーブリックに
対して、学校はどのくらい実施して
いるか？ 
長期間の入学傾向： 
次の５年間に渡って、出席エリアに
おける予想される入学者はどのくら
いか？ 
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背景を持ちつつ質の高い学校への訪問学習である。 
これらの機会を通じて、関係者は、自校の現状と改善・介入措置への理解を高める
と共に、教育の質向上のためにどのような方法や選択肢があるか、いかなる教育を求
め、今後何をすべきかを議論できる。教育委員会は、学校訪問や様々なデータ提示な
ど、関係者がより良い教育について考えるための手掛かりを提供する。そして議論さ
れた内容が、教育委員会の承認を受けて支援計画に反映されるのである。 
 
（４）「自律性」と「支援」をめぐるＰＭの特質 
では、学校の自律性尊重と学区全体の底上げという前述のジレンマの中、PM によ
って教育委員会はいかなる学校支援が可能となるのか。この観点から、最後に PM の
特質について分析する。 
第一に、PM は、学校支援の対象があくまで学区公立学校全体となるように促す、
という性質を持つ。つまり、教育委員会が各校に与える支援の程度と内容は、個々の
学校をばらばらに対象化したままではなく、学区全体の問題や資源の有限性を考慮し
た上で決定される。いわば“総合調整性”の比重が高まるのである。そこには、「学
校群」に配慮した上での学校の自律性支援という新たな論点を見出しうる。これは、
ある意味では学校の自律性後退とも捉えられる。だが第三の特質で触れるように、
OUSD では、単純にそうとはいえない自律性概念自体の認識転換を伴っていた。 
第二に、PM による学校評価は、従来明確な判断基準がなかった「学校の自律性」
の程度をわかりやすい形で提示するという意味を持つ。それは、保護者や住民を含め
た各校の関係者が、自らの到達段階を明瞭につかみうるとともに、自律性が単なる自
由・放任ではなく、自校の能力向上と切り離すべきでないことをも再認識させる手段
となる。さらに本研究が注目するのは、これが、限られた資源を困難校へ傾斜配分す
るための基準にもなっている点である。こうした資源の分配方法は、公立学校の底上
げにとって極めて重要でありながら、個別学校からすれば一種の「差別化」と取られ
かねない。これに対してOUSDでは、質の高い学校には、支援の代わりに明示的な自
律性付与があることで、関係者の了解も得やすいと考えられる。 
第三に PM には、学校だけでもなく地域だけでもなく、両者が教育に対する感受性
を高めることを促進する意図を読み取れる。すなわち、保護者・住民参加の下で具体
的改善方策を議論する過程は、学校が地域社会全体への応答性を高めることと、保護
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者・住民がより良い教育とは何かを考え追求すること、という二つの機能を同時に果
たしうるものであったと評価できる。それは同時に、教育委員会が地域のニーズ解釈
に対して可能な限りパターナリスティックな介入を避ける意図を持つものとも捉えう
る。加えて、この過程は、学校が地域社会をくぐることを通じて、従来の自律性から
“地域と子どもの未来に立脚した専門性”に裏付けられた自律性へと鍛える試みであ
ったともいえる。その意味では、教育委員会の関与は「学校の自律性」が抱えるジレ
ンマとして単純に捉えることはできない。むしろ適切に自律性概念を捉え直し、そこ
へ学校を導くものと考えられるのである。 
 
 
第４節 小括 
 
以上、本稿ではOUSDにおける学校再編と支援に関する政策内容の展開過程につい
て事例検討を行ってきた。OUSD では学校再編政策の実施過程において、「自律的学
校経営のための能力向上」に対する教育委員会の懇切丁寧な支援が効果を挙げたこと
で、その適用対象校が拡大し、その後は制約ある資源・時間を効果的に提供する政策
へと移行した。また、支援の性格も、自律性尊重による「個別学校」への課題解決支
援から、学区全体における資源と教育ニーズの総合調整を伴った「学校群」対象の包
括的支援に比重を移す様相が見て取れた。 
このような OUSD の学校再編・支援政策の展開過程からは、「学校の自律性」につ
いての捉え直しと、新たな論点の再確認・展開の兆しが読み取れる。 
第一に、OUSD の事例は、「学校の自律性」が市民社会の必要性・有用性に根差す
べきであることを示していた。上述の通り、OUSD は地域の未来像を見越して総合調
整の比重を高めることで、少なからず現在の学校の自律性を侵食する可能性がある。
しかしそれは単純な侵食ではなく、自律性の根拠となる専門性そのものを鍛える側面
があったのではないか。OUSD の政策展開において一貫していたのは、保護者・住民
には自身が教育の土台であることを認識させて学習を促し、専門家には自らの専門性
がよって立つ土台が地域にあることを再確認させることであった。いわば、自律性の
根拠となる専門性を狭い意味での教育に求めるのではなく、“地域と子どもの未来”
にこそ立脚すべきであることを常に問うていたといえる。その意味で、本事例はジレ
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ンマへの向き合い方を転換させるものだと考えられる。 
第二に、しかしOUSDでは難しさにも直面している。本来公立学校では、資源の有
限性や学区全体の教育ニーズの調整を無視して「自律性」確立を論じることはできな
い。公立学校全体の底上げを教育委員会の本来の役割とすれば、学区全体の問題に対
処することが個別学校の自律性を減じる可能性は否定できない。従来の教育行政研究
では、この難しさについて十分に議論が深められてこなかったのではないか。その意
味では、例えばチャータースクールなど、一定の制約を離れた制度上の「学校の自律
性」と、一般の公立学校のそれとは同じ土俵で論じることは難しいといえる。 
第三に、それに対応すべくOUSDでは、教育委員会による“総合調整性”に頼るだ
けでなく、各校が相互に高め合う関係性をいかに築くかという“全体組織性”が意識
され始めている。「学校インキュベーター」の開発により、良い実践を各校が独占せ
ずに共有できる仕組みが構築され、また、PM では他校に学ぶ機会も設けられている
(30)。学区全体の底上げに教育ニーズや資源の調整が不可欠である以上、それを教育
委員会が学校に強制するだけでなく、地域の将来を見据えて学校が相互に調整し助け
合えることも重要ではないか。このような関係性を築くため、教育委員会がどのよう
に学校を再編し学区全体を組織するのか、これが学校支援の次なる課題になると考え
られる。 
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第３章 地域社会への応答性を軸とした学校再編・支援政策の展開 
 
- 86 - 
 
内外から選ぶ。そのため、既存校の教職員が準備段階に関わるか否かは学校ごとに
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達成目標値は 800 に設定されている。Michael & Susan Dell Foundation, Oakland 
Unified School District Impact Assessment OUSD Results, 2009.： 
1999 年：API 500 以下の学校数…42 校／800 以上の学校数…５校 
2009 年：API 500 以下の学校数…６校／800 以上の学校数…21 校 
その他、再編後の学校風土ついてはシャーら（Shah et al.）が関係者へのヒアリング
調査をもとに効果を実証しており、教育実践についてはヴァシュデヴァら
（Vasudeva et al.）の調査において、多くの再編校でプロジェクトベーストの教授学
習が行われるようになったことが示されている。Shah, S. et al., Building a Districtwide 
Small Schools Movement, Annenberg Institute for School Reform at Brown University, 2009. 
Vasudeva, A. et al., Oakland Unified School District New Small Schools Initiative Evaluation, 
Stanford, CA: School Redesign Network at Stanford University, 2009. また、OUSD の総
合的な政策評価を行った研究に Strategic Measurement and Evaluation, Inc., An 
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Evaluation of the Oakland New Small School Initiative, Oakland Unified School District, 
2007.がある。 
(20) Vasudeva, A. et al., op.cit.  Honig, M.I. & Rainey, L.R., “Autonomy and School 
Improvement: What do we know and Where do we go from here?”, Educational Policy, 26(3), 
2012, pp. 465-495. 
(21) Oakland Unified School District, op. cit., 2000, p.9. 
(22) Oakland Unified School District, Expect Success: Making Education Work for Every 
Oakland Student, Oakland, CA, 2007. 
(23) Hill, M., “Funding Schools Equitably: Results-Based Budgeting in the Oakland Unified 
School District”, Ensuring Equal Opportunity in Public Education, Center for American 
Progress, 2008, pp.79-107. 
(24) Oakland Unified School District, School Portfolio Management, p.5.  
http://www.ousd.k12.ca.us/cms/lib07/CA01001176/Centricity/Domain/14/ousd_SPM_cas
elet_rev1.pdf （最終閲覧日 2014.1.8）。ここでいう「ポートフォリオ」とは、一種
の概念であり、児童生徒の作品集等のような特定の具体物・書類等を指すもので
はない。 
(25) 第１章で扱ったように「ポートフォリオ・マネジメントモデル」は都市部を中
心に活用されている学校管理手法である。ワシントン州立大学附属の研究機関「公
教育再生センター（Center for Reinventing Public Education）」が調査・開発を進めて
いる。Hill, P. et al., Portfolio School Districts for Big Cities: An Interim Report, Center for 
Reinventing Public Education, 2009.  
(26) 例えば入学者減少で統廃合が生じた地域に、有効な教育ビジョン等を持つチャ
ータースクール等を戦略的に開校することで、他学区から児童生徒を引きつけると
同時に、たとえ当該校が地域外の団体等によって開設されたものであったとしても
“地域の学校（the neighborhood school）”として根づかせることが意図されている。
Oakland Unified School District, Multi-Year Fiscal Recovery Plan, 2005, p.64. （現地収集
資料） 
(27) この評価方法は、「Value-Added 評価」と呼ばれるモデルの一種である。OUSD で
は、前述の SRN らによって開発されたとされている。「学校の貢献度」の測定を目
指す同評価は、近年、全米的に注目を集め実施されている。学校の成果測定をめぐ
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る Value-Added 評価の理論的位置については、小島倫世「現代米国における学校の
『成果』測定をめぐる議論の動向：Value-Added モデルの理論的位置」『教育行財政
研究（関西教育行政学会）』第 41 号、2014 年、27-32 頁。同モデルに関する近年の
動向を検討したものに、照屋翔大・藤村祐子「アメリカの教員評価をめぐる付加価
値評価モデル（Value-Added Model）の動向」『日本教育経営学会紀要』第 58 号、
2016 年、118-130 頁、などがある。 
(28) Oakland Unified School District, School Portfolio Management: Tiered Accountability & 
Support and 2008-2010 Focus Schools, 2008.11.5. 
(29) Vital, K., “The Triage Model: What is it and Why was it Constructed?”, Hill, P. et al., Better 
Schools Through Better Politics: The Human Side of Portfolio School District Reform, Center 
for Reinventing Public Education, 2012, pp.115-121. 
(30) OUSD の政策理念に大きな影響を与えたジャブは、一連の政策は「戦略的なパー
トナーシップ」の構築により「組織としての学区」を発達させることを意図してい
たと述べている。ジャブへのメールインタビューより。 
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表 3-2 オークランド統合学区における政策内容の展開過程 
 州との関係と 
教育トップ 
学校再編に関する 
行政組織と職 
学校再編と影響を 
受けた政策 
外部アクターの 
学区への関与 
教育問題と 
外的影響 
 
 
98 
 
 
 
 
 
学
区
統
制 
 
教育長： 
Carol Quan 
   
 
  
過密化した学校 
教育行政機構の機
能不全 
不平等な資源配分 
99 
Quan 解雇と
暫定教育長の
配置 
 
  
 
 
00  
教育長： 
Dennis 
Chaconas 
就任 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ゲイツ基金から
＄1,570 万の助成 
（新資金集約） 
 
「学校の自律性」
保障をめぐる問題 
03  
 
 
 
 
 
 
 
州
管
理
下 
Chaconas 
辞任（財政赤
字責任） 
 
 
州の同学区担
当管理官: 
Randolph 
Ward 就任 
 
  改編 
続行  学区＄8,200 万赤
字で州管理下に 
 
 
 
04 
   
 
 
 
 
 
NCLB による学校
再編要求 
生徒数減少傾向 
（統廃合始まる） 
 
 
 
 
05 
  
 
 
 
  
06 同学区担当管
理官：
Kimberly 
Statham 就任 
    
 
 
 
07 同学区担当管理
官：Vincent 
Mattews 就任 
  
スモール 
スクール 
新増設完了 
  
 
（赤字の精算） 
08 
移
行
期 
学区暫定教育
長 Roberta 
Mayor 就任 
管理官と共同統治 
    
【記号の見方】       効果       外部からの影響力 
出典：筆者作成 
【学校再編の鍵となるプロジェクト】 
・学校ポートフォリオ・マネジメント 
・コミュニティ・アカウンタビリティ 
・結果（生徒）を基盤とした予算 
学区 NSDG が
BayCES のイン
キュベーターを 
テイクオーバー 
様々な 
学校再編に応用 
学区からオプションとしての CS 提示 
政策文書作成 
地域組織 OCO による学
校小規模化運動の生起 
初発の問題意識 
CS への問題意識 
・「学校の自律性」 
・保護者とコミュニティ
のエンゲージメント 
教育行政機構 
再編政策 
ExpectSuccess 
5 校の小規模な
チャータースク
ール計画の承認 
学校再編政策 
The New Small 
Autonomous 
Schools Policy 
学校再編政策続行の危機 
SS デザインチームを
指導するための
BayCES インキュベー
ターシステムの構築・
OCO と学校支援組織
BayCES パートナーに 
SS も再編
オプション
の一つに 
第２段階 
第１段階 
「学校改革局」 
の創設 
教育サービス部門 
「The New School 
Development 
Group(NSDG)」 
教育長下トップレベル 
の学区ポジション 
Chief of Community 
Accountability 創設 
コミュニティエンゲ
ージメントの制度化 
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第４章 学校再編への都市再開発政策の影響と課題 
―グローバル化時代おける教育政策の新潮流― 
 
 
 【第Ⅲ部】では、イリノイ州シカゴ学区（Chicago Public Schools：以下CPS）にお
ける学校再編政策を取り上げる。CPSにおける学校再編政策の根底には、後に詳しく
検討するように、グローバル化の進展を背景に経済発展を企図して都市再開発の一翼
を担わせようとする政策力学が働いている。同学区の教育政策は、【第Ⅱ部】で検討
したオークランド統合学区の政策とは対照的に、資本の影響を受けて翻弄されている
といえる。本章では、学校再編政策がいかなる構造の下に進められ、児童生徒と地域
にどのような作用を及ぼしているかに迫る。 
 
 
第１節 「ルネサンス2010」政策をめぐる新たな論点 
 
（１）問題の所在と本章の課題 
 本研究の冒頭でも論じたように、とりわけシカゴの動向は今後のわが国の行く末を
見極める上で極めて重要な検討素材となる。そこで、改めてわが国の政策動向につい
て整理し直した上で、本章の課題を明確にしていく。 
 わが国における今後の学校再編政策は、少子化に伴う学校統廃合のみならず、地域
の「活性化」や「魅力づくり」、震災復興等、幅広い要因に連動していくことが予想
される(1)。さらに2014年に改定された「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」
により、教育行政への首長関与の強化も見通される。彼らの学校統廃合への関心の高
さからも(2)、学校再編は、これまで以上に自治体の総合的な計画から大きな影響を受
けると考えられる。 
 このような動向には、地域再生計画の一環として公立学校を再構築していくことや、
児童生徒の成長発達を地域で包括的に保障すること等も期待できる(3)。他方、次のよ
うな理由から、その帰趨は慎重に見極められる必要がある。第一に、領域横断的な試
みは、教育以外の様々な意図・価値基準が流入し複雑に絡まり合うため、教育の理
念・理想が貫かれるとは限らない。第二に、分析の視点や手法を工夫しなければ、個
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別政策の理念だけにとらわれて、それらが総体として果たす機能や隠された意図が見
えにくくなる恐れがある。第三に、“地域”という部分社会が過度に意識されれば、
教育行政の射程となる全体の利益への視座が不十分になりかねないという問題をはら
む。 
 以上のように考えれば、複雑な過程と作用が、児童生徒の生活する地域空間をいか
に変え、彼らの発達成長をどのように保障しているか／いないかを見通すことは重要
な課題といえる。今後、諸外国も視野に事例を蓄積するとともに、それらの分析・検
討を通じて、個々の動向を教育学の観点から診断・評価するための理論的枠組を構築
することが必要である。 
 こうした課題意識に立つとき、米国教育学者Ｐ.リップマン（Lipman, P.）の議論は
示唆的である。というのも、彼女の議論では学校再編の検討に際して、住宅政策・経
済政策との関係に言及しているからである。彼女の議論を出発点とすれば、第一に、
学校再編を単に教育政策内の問題と捉えることなく、領域横断的な政策力学が働く様
相の解明につながりうる。第二に、教育政策がいかに他領域の政策と渾然一体となっ
て児童生徒の生活空間を再編し、彼らの成長発達に影響を与えるのかを解明する糸口
になる。以上から、学校再編を教育制度内の変更としてのみ捉え、その作用を断片的
に把握しがちだった従来の枠組とは異なり、政策の包括的作用という本研究の視点を
貫き、前述の課題に一石を投じる上で重要な手がかりになると考えられる(4)。 
 そこで本章では、彼女の議論を手がかりに、近年大規模な都市再開発が進み、かつ
首長主導改革でも著名なシカゴ学区（CPS）の学校再編を事例として取り上げ(5)、上
記の領域横断的政策力学と児童生徒への影響の一端を解明する。分析には、米国研究
論文および関係者へのヒアリング調査の結果等を用いる(6)。この作業を通じて、わが
国における今後の教育行政への理論的・実践的示唆を得ることを直接の目的とする。 
 
（２）再編校の地域的偏在 
 本節では、考察の前提として、シカゴ学校再編政策の概要とそれに対する評価をお
さえ、これまで見逃されてきた新たな論点を提示する。 
 周知のように、シカゴ学区では、1988年に学校評議会設置を通じた分権化政策、お
よび1995年に市長直轄型の再集権化政策が実施された(7)。本稿が焦点を当てるのは、
それらを基盤として新たに積み重ねられた動態である。すなわち、都市空間と学校と
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を連動させた大胆な再編によって、法規定の変更を伴わないまま決定主体が一部に限
られたり、政策争点が事前に規定・剥奪されたりするという、いわば見えにくい権力
関係の変容動態である。それは、従来の分権―集権という枠組では十分に捉えきれな
いものである。 
 2004年６月、Ｒ.デーリー市長（Daley, R.）は、教育改善を標榜した学校再編政策
「ルネサンス2010（Renaissance2010）」を発表した。これは、2010年までに、60～70
校の失敗した公立学校を閉鎖し(8)、100校を新設することを計画したものである。新
設校の３分の２は、民間団体による運営、非組合員の雇用が予定された。市長はこれ
を、“教育ビジネスに参入したい外部パートナーを動かし、保護者にはより多くの選
択肢を与えることで、硬直的な公立学校制度を揺るがすもの”と宣伝した(9)。 
 この政策は、米国で大きな注目を集め批判されてきた。わが国では、篠原岳司がい
ち早く取り上げており注目に値する(10)。先行研究は、規則変更の法解釈学的説明と、
教師の教育の自由など一定の規範を対置した事実分析を通じて、個別学校の中に生じ
る作用を捉えようとするものであり、同政策を“教育の私事化・民営化や教育専門職
の関与弱体化を促進するもの”と指摘してきた。 
 しかし、個別学校の状況だけでなく、再編実施の全体状況に目を配れば、新たな事
実が浮かび上がる。2001～12年度の間に閉鎖・教職員の大幅入替（ターンアラウンド）
が実施された学校は約150校にのぼるが(11)、それら再編校の位置を地図上（図4-1）で
確認したとき、地域的な偏りが見られるのである(12)。特に、都心近くの西側と南側
の地域に実施の集中がうかがえよう。この偏りを偶発的と片付けるのは難しい。だが
先行研究の枠組では、個別学校の状況しか捉えられず、これら偏りの意味を説明でき
ない。 
 こうした限界を超える手がかりとなるのが、本稿の着目するリップマンの議論であ
る。なぜなら、前述の通り経済政策等との関連の下で学校再編を捉えることで、この
ような状況を視野に入れているからである。 
 だが、そこでは、諸施策の緊密な関係構造は必ずしも的確に捉えられず、帰結とし
ての住宅価格変動等と再編校偏在の大まかな関係が述べられるに過ぎない。ゆえに、
学校再編がいかに都市再開発に組み込まれ、翻弄されているのか、その過程と作用の
具体像は明らかになっていない。そこで以下では、シカゴ学校再編政策の動態をより
深く捉えるため、対象地域を設定し、現地調査も踏まえた事実展開に即しながら、学
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校再編をめぐる諸施策を構造的に関連づけて把握しつつ、上記の過程と作用の解明に
迫っていく。 
 
 
 
図 4-1 2001-12 年度の再編実施校の位置 
出典：WBEZ91.5 Chicago, 2013.1.16 より筆者作成 
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第２節 学校再編と「ジェントリフィケーション」の結びつき  
―ミッドサウスエリアを事例として― 
 
（１）「ミッドサウス計画」の存在と意図 
 本節で注目するのは、「ミッドサウスエリア」（図4-1参照）におけるドラスティッ
クな学校再編である。これは、冒頭で述べたような、教育政策が他領域の政策と関連
しつつ、水面下で様々な動態を生んだ典型ともいえる。 
 「ミッドサウスエリア」は、都心から電車で10分の距離にある歴史的なアフリカ系
アメリカ人居住地区であり、米国の中でも最も貧困率の高い地域の一つとして知られ
る。ここは、2001～12年度の間に、地域内に22校あった公立学校のうち、16校が閉鎖
され、３校がターンアラウンドされている。いわばシカゴ学校再編の“最前線”とも
いえる地域である。 
 同地域の学校再編は、教育改善以上の成果を期待して、意図的・重点的に実施され
たと考えうる。それを例証していると思われるのが、「ミッドサウス計画（The 
Midsouth Plan）」の存在である。これは、CPSが同地域のために秘密裏に作成していた
草案で、「ルネサンス2010」が発表された直後の2004年７月に地方紙シカゴトリビュ
ーンにリークされ、明るみに出た(13)。 
 草案に明記されていたのは、2007年度までに、同地域にある22校の公立学校のうち
20校を閉鎖すること（学校名と閉鎖時期の記載あり）、そして新たに31校を選択制学
校としてつくり、そのうち20校はチャータースクールかコントラクトスクールとして
運営すること等であったという。 
 シカゴトリビューンによれば、当時のシカゴ学区最高経営責任者（Chief Executive 
Officer: CEO、教育長職に相当）で現連邦教育省長官のＡ.ダンカン（Duncan, A.）は、
同計画を「現在と未来の居住者の双方のニーズに応じて変更されうる進行中の計画」
としつつも、その実施は「この地域を徹底的に再建
．．．．．．．．．
するための歴史的な機会である
（傍点―筆者）」と評していたという。この発言は、「ミッドサウス計画」が“地域再
生”を意図して考案されたことを示すものとして注目に値する。他にも同様の個別計
画が存在したかは不明だが、少なくとも「ルネサンス2010」には、表には出てきにく
い具体的なターゲットと意図があり、それは、単位学校ではなく地域空間全体を変え
ようとするものであったことを押さえる必要がある。 
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 「ミッドサウス計画」は、その後、地域住民や教員組合らの激しい抗議運動により、
同年12月に撤回された。しかし結果的には、2012年度までに計画とほぼ同数の公立学
校が閉鎖され、現在、跡地のほとんどには、チャータースクール等の新しい選択制学
校が収容・建設されるに至っている(14)。 
 
（２）「地域再生」に向けた住宅政策と学校再編政策の一体的促進 
 では、市長らの計画において、学校再編と「地域再生」は、どのようにつなげられ
ているのか。それは、以下に示すように、ミッドサウスエリアを含むシカゴの貧困地
域で、学校再編に先立ち、住宅政策が地域再生の手立てとして重視・着手されていた
ことと深く関係している。 
 シカゴでは、2000年以降、市内の公営住宅を解体・再建する「公営住宅転換計画
（Plan for Transformation: PFT）」が実施されている(15)。市内の公営住宅は約25,000戸を
収容し、特に都心周辺地域（インナーシティ）に集積していた。ミッドサウスエリア
も、老朽化した大規模公営住宅を複数有していた場所である。特にその一つのロバー
ト･テーラー団地（Robert Taylor Homes）は、4,300戸以上を収容し、16階建て高層ビ
ル28棟が２マイル（約3.2km）に渡って立ち並ぶという、市内最大規模のものであっ
た。その周囲は、薬物使用、暴力事件、貧困など数多くの深刻な問題の温床となって
いた。こうして、ミッドサウスエリアは住宅政策実施の最優先対象地となった。 
 PFTの特徴は、公営住宅を「ミックストインカム（mixed-income）住宅」に転換す
ることにある。これは、価格帯と入居対象者が異なる３タイプの住戸（①市場価格住
戸、②低中所得層向けアフォーダブル住戸、③公営住宅）を３分の１ずつ混合して構
成した集合住宅を指すもので、低所得層の集住・社会的孤立による環境悪化や根強い
貧困の防止が眼目とされている(16)。階層の混合は、低所得層に中・上流層の価値、
社会的ネットワーク、欠如している資源等へのアクセスを提供すると考えられている
のである。 
 これは現在、連邦全体を挙げて推進されている手法であり、1992年に住宅都市開発
省（Department of Housing and Urban Development）が創設した公営住宅再生施策
「HOPE VI（Housing Opportunities for People Everywhere）」によって大きく方向づけら
れた。HOPE VIは今後の公営住宅転換の原理として、「地方分権」「階層混合」「官民
協働」の３つを打ち出すもので、各自治体の首長が戦略的に住宅政策を進めうる契機
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となった。 
シカゴでも市長主導の下、まずは住宅転換を通じた地域再生に着手された。そして
「ルネサンス2010」が開始されるとき、市長はこれをミックストインカム・コミュニ
ティに適した新しい学校を作りうる計画として奨励したという(17)。これらを踏まえ
れば、先の「ミッドサウス計画」に対するダンカン元CEOの発言も、新設校が対応す
べき「現在と未来の居住者」として、ミックストインカム住宅に再配置される低所得
層と新たに入居する中・上流層の家族を想定していたと捉えうる。公営住宅集積エリ
アでは、住宅政策からの影響を受けて、校内児童生徒の社会構成の再編が予定されて
いたのであり、それに積極的に対応しうる学校再編が目指されていたと考えられる。 
 このように、シカゴ学校再編は、住宅政策と共に地域再生の重要な要素として位置
づけられていたことを指摘できる。しかもそれは、いわば“善き”手法・理念の下で
の“地域再生に向けた一体的改革”という性格を付与されたものとすらいえるのであ
る。 
 
（３）現実的展開としての「ジェントリフィケーション」と学校再編の位置 
 だが現実には、この理想像とは全く異なる展開が浮かび上がる。下記に示すように、
住宅政策を皮切りにインナーシティの急速な再開発が起こり、低所得層の立ち退きと
中・上流層の流入が促進されているのである。この過程を「ジェントリフィケーショ
ン（gentrification）」と呼ぶ。そして、学校再編は、この過程を駆動させる重要な役割
を果たしているのである。 
 ジェントリフィケーションは、近年、地理学だけでなく経済学や社会学など様々な
分野で注目を集めている現象である。これは教育にも影響を及ぼしうるものであり、
教育行政学でも本格的な検討が求められる。わが国では、石井拓児が都市部で新自由
主義的な教育改革が進められる理由を検討する際に、ジェントリフィケーションに言
及している(18)。だが、両者の関連性を指摘はするものの、メカニズムの具体像は明
らかにされていない。 
 この過程は単一の主体や政策によって進められるものではなく、表立って強調され
ることもないため、その構造を浮き彫りにするのは容易ではない。そこで、本章では
まず、事例分析をさらに深めながら、ジェントリフィケーションの実態とその過程に
おける学校再編の位置という大枠を捉えたい。 
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 すでに述べたように、ミッドサウスエリアでは公営住宅転換が進められてきた。現
在、ロバート・テーラー団地跡には３～６階建ての新しい低層ミックストインカム住
宅が建設されている。この開発は、前記の「HOPE VI」プロジェクトの認定を受けて
いるため、民間企業が連邦補助金や地方債券などの公的資金を用いて住宅を開発・供
給するという、いわば「官民協働」の手法で進められている。開発責任者に選ばれた
マイケル開発社（Michaels Development Corporation）は５億9,300万ドル（約593億円）
もの投資金によって、集合住宅建設とあわせて周辺環境の整備も行っている(19)。 
だが、結果として転換後の住宅に入居できる元居住者はごく一部で、その割合は
18.3％に過ぎないという(20)。なぜなら、高層集合住宅は低層集合住宅に転換され、そ
のうち公営住宅は３分の１しか用意されないからである。しかも、新住戸への入居に
は、週30時間以上労働していること、薬物使用・重罪歴がないこと、信用調査
（credit checks）をパスしていること等、数多くの条件が課されている(21)。これらが
入居者の選別機能を果たす。 
さらに注目すべきは、立ち退きを迫られた居住者の移動先が、市内で同様に貧困率
が高く人種的にも孤立した他地域か、あるいは市外という事実である(22)。これはジ
ェントリフィケーションの最も特徴的な一側面を表している。都心近くでありながら
地価が低下し続けてきたインナーシティは、公営住宅の解体・再建が進むことで、
“利益率の高い投資先”として再評価され始め、急速に資本が回帰する(23)。これが
資産価値と財産税（Property Tax）の大幅な上昇を引き起こし、低所得層の居住を著
しく困難にするのである。新住戸に入居できない住民には住宅ヴァウチャーが配布さ
れるが、この状況下で、彼らはより安い住宅を求めて移動を余儀なくされる。 
例えばロバート・テーラー団地跡付近は、公営住宅転換後３～４年で財産税が約２
倍になるほどに資産価値が上昇した。なかでもノースケンウッド（North-Kenwood）
地区では、その影響を受け、低所得層の割合が90％から49％に下がったという。住民
へのインタビュー調査では、この再開発の流れを許せば、現住民も10年以内に同地域
に住めなくなるだろうとの危惧が示された。そして、彼らにとって生活基盤であり福
祉機能をも担っている公立学校が閉鎖されることは、地域を離れる決定的要因になる
のだという(24)。 
他方、これは一部の低所得層を排除するだけの過程ではない。シカゴという大都市
にとってより本質的な命題は、グローバル経済下における競争都市となるために、経
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済的・政治的・イデオロギー的な構造転換を遂げることなのであり、市内に大企業と
中・上流層、とりわけ専門職層を呼び寄せることなのである。だからこそ、住宅転換
だけでなく“魅力ある都市”としてランドスケープを一新させるような空間全体の再
構築が図られていく(25)。ロバート･テーラー団地跡付近も、民間投資が誘発され、一
帯は、歩行者通路や駐車場の整備、公園建設、パブリックスペースの緑地化が進み、
高級住宅街も建設されるなど、街並みは美しく一変している。 
同様の現象は他のインナーシティでも起きており、それは集中的に学校再編が実施
された地域と少なからず重なっている(26)。この文脈においては、先行研究の構図の
限界も浮かび上がる。すなわち、地域の学校を閉鎖し選択制学校として再開校する過
程は、単なる民間教育産業の流入や教員組合の弱体化としてのみ片づけられない。生
活空間の実態からすれば、学校閉鎖は、不安定な状況下にある低所得層の流動性を一
層高めて地域からの立ち退きを促し、学校新設は「この地域が文字通り再生されるこ
とを中流層に対して示す鍵的局面」となって(27)、彼らを都市外部から引き寄せる方
途の一部として機能している、と理解すべきである。こう理解してこそ、先に指摘し
た、再編校の地域的偏在や「ミッドサウス計画」の存在の意味を説明しうる。 
以上からは、「ミックストインカム」という健全な経済的文化的多様性を表明した
政策と言説の背後で、現実には、現住民に似つかわしくない都市再開発が進められ、
住民の入替が促進されていることがわかる。そして、学校再編政策もグローバルシテ
ィづくりのメカニズムの一部として組み込まれ、また、それを促す重要な要素になっ
ているといえる。 
 
 
第３節 グローバル経済下における都市教育行政の過程と帰結 
  
前節の事例検討に基づけば、シカゴの学校再編政策は単に学校を変えるだけでなく、
他領域の政策との相乗効果によって、居住者・住宅を含む地域空間の様相を一変させ、
新たな経済開発をねらいうる方途になっているといえる。従来のように、教育制度内
での変更のみに視野を限定する枠組では、その動態を捉えきることは難しい。だがこ
の動向は、いわばグローバル経済下における教育政策の新たな潮流ともいえるもので、
その過程と帰結を深く理解することは、今後の教育行政研究において重要な意義を持
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つ。そこで本節では、学校再編とジェントリフィケーションの結びつきの下で、学校
再編政策がいかに動かされているかという過程を詳しく捉える。 
 
（１）公立学校への「負の投資」とアカウンタビリティ制度の作用 
学校再編の具体的過程を捉えるとき、まず指摘しておくべきは、昨今のシカゴの一
般公立学校に投資されている資源の不十分さである。CPSの財政難は以前より深刻だ
ったが、近年では、特に荒廃地域の公立学校で、教育活動に必要な資源すら行き届い
ていない実態がある。それらの学校には、図書室、実験室、コンピュータ室などの施
設が備えられていないだけでなく、教科書さえ十分に用意されていない場合も多々あ
るという(28)。 
条件整備を求める教師・住民からの度々の訴えにも関わらず、CPSは十分な対応を
しないばかりか(29)、むしろこの状況を行政効率性の観点から合理的と捉えている様
子も見て取れる。CPSが2012年度教育予算案を公表した際、最高運営責任者（Chief 
Operating Officer）のＴ.コーリー氏（Cawley, T.）は、資源配分について次のように述
べたという。「もし、その学校が５～10年以内に閉校される機会があると私たちが考
えるならば…その学校に投資するつもりはない」(30)。彼の主張は、ターンアラウン
ドをはじめ教育プログラムの変更等と併せて資金を提供してこそ、相乗的な教育効果
を見込めるというものであったが、だとしても、この“資本の引揚げ”ともいえる事
態は教育行政が児童生徒の学習権保障を無視するものとして見過ごせない。 
他方、都市社会学においては、“資本の引揚げ”は「所有者、地主、地方自治体や
政府、一連の金融機関による、おおむね合理的な決定の帰結として始まる」と考えら
れている(31)。それが住宅環境悪化やコミュニティ崩壊など、一連の機能障害を引き
起こすとしても、経済的な点では、順機能的な作用でもあり、都市再開発（再投資）
が開始されるための必要条件とすらいわれている。もし、学校再編が都市再開発レジ
ームの一部に組み込まれ、影響を受けているとすれば、荒廃地域の学校への限られた
資源投資（「負の投資（disinvestment）」）が合理的な選択とされても不思議ではない。 
そして、こうした文脈を的確に理解するからこそ、米国で拡大中のハイステークス
なアカウンタビリティ制度の深刻な作用もより深く把握しうる。CPSでは、1995年の
改革により、テストの点数を基準として、学校を格付け・ラベリングするプロセスが
確立され、成績低迷校には校長の解任や教職員の交替も含めた干渉措置がとられてき
第４章 学校再編への都市再開発政策の影響と課題 
 
- 101 - 
 
た。従来、この制度は賛否ありつつも、学校教育のアウトプットを教育行政が監視し
援助することで、底辺校や学校間格差への対応も期待できると捉えられてきた。だが、
適切な資源投下がなされず、繰り返される統廃合によって公立学校全体が不安定化し
ている状況下で、“成績低迷校”に分類される学校数は劇的に増えている(32)。 
これを、アカウンタビリティ制度の機能不全と捉えることも可能ではあるが、リッ
プマンはむしろ、「格付けと分類のシステムは、ルネサンス2010の下で閉鎖される学
校を同定…するために必要だった」と分析する(33)。つまり、都市再開発の促進とい
う命題を前にすれば、アカウンタビリティ制度は、教育行政側のインプットの質と量
や、各校が置かれている状況を問うことなく、学校側のアウトプットのみで閉鎖等を
決定できる正当化の手段となる。 
このように、アカウンタビリティ制度は、都市再開発政策の下で、いっそう学校や
教師に否定的作用を及ぼしうると考えられるのである。 
 
（２）新校設置過程とその帰結 
次に、旧校閉鎖後の新校設置について検討する。前章で触れた通り、新校設置は都
市“再生”を印象づけ、中・上流層を都市部に呼び寄せる不可欠な要素とされる。当
然、新設校は何らかの“特色”を持つと予想されるが、リップマンはそれを自覚的に
述べていない。だが、新校の設置審査過程と学校建設資金の流れを改めて検討・分析
すると、それらが構造的に生み出される様子が浮かんでくる。 
第一に、新校の設置審査過程から検討する。「ルネサンス2010」政策下では、新設
校を監督する「シカゴのための新しい学校（New Schools for Chicago：以下NSC）」と
いう団体が設置された。NSCには、新設校の選出・補助金分配・評価の三つの権限が
与えられている。いわば、新設校のあり方を左右する機関といえる。だがその重要性
にもかかわらず、任命された初期NSC委員の構成は、閉鎖で影響を受けた児童生徒の
社会構成とは大きく異なるものであった。それは、著名なマクドナルド社社長を含む
企業代表３名、地域財団の元CEO、弁護士、教育委員長、CPSのCEOらで構成されて
いたのである(34)。 
結果的に、新校は、半数以上が抽選か学業成績に基づく入学手法、すなわち“選択
制学校”として開校された(35)。閉鎖校のほとんどが通学区域指定の地域学校だった
ことを考えれば大きな変化である。ここからは、新設に関わる決定が、市民から「事
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前剥奪」されていることを指摘しうる(36)。 
第二に、学校建設資金の流れを捉える。特筆すべきは、シカゴの再開発地区では地
価上昇に伴い税収が増加しているにもかかわらず、それらは学区の教育予算に回され
ず、他方で“立派な”学校施設の建設のためには使われやすくなる仕組みが作られて
いる点である。これを可能にしたのが「税増収財源債（Tax Increment Financing：以下
TIF）」と呼ばれる税制度である(37)。 
TIFは、民間開発業者が公共施設・インフラ整備や住宅開発などの再開発事業を行
い、その事業資金を再開発期間中に見込まれる財産税「増加分」の債券で賄う手法で
ある（図4-2）。公的資金を梃子に、民間投資の誘発を図る官民協力型再開発手法とし
て知られる(38)。この仕組みにより、学区に入る教育税は、再開発実施期間中は定額
で据え置かれる。一方で、再開発の指定を受けた荒廃地区（TIF地区）の公立学校施
設だけは投資対象となり、財産税増加の恩恵を受けることができる。TIF制度を通じ
て再開発が促進されれば、結果的に、未開発の場合と比べて教育に充当される資金総
額は増加し、しかも困難校への重点投資も可能になるかもしれない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 TIF 制度の仕組み 
 
だが、民間開発業者はTIF資金の使い道として学校建設より不動産開発を優先する
傾向にあり、また、たとえ学校建設に充当するとしても、その資金は、教育委員会が
各校の教育活動上の必要性・緊急性を考慮して配分できるのではない(39)。TIF資金を
使う学校建設計画は、市議会の住宅・不動産委員会（Committee on Housing and Real 
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←  再開発（TIF）実施期間（シカゴ市は 23 年間） → 
Base Assessed Value 
※税率変化なし 再開発前の資産評価額に基づく財産
税収は、関係課税機関（学区含む）
に配分 （e.g. 教育税） 
年 
資産評価額の 
凍結（※行政側） 
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Estate）が承認し、市長任命の委員で構成される監督団体「公共施設委員会（Public 
Building Commission）」によって最終的に認可されなければならないのである。つま
り、不動産開発に資する学校建設・配置が求められ、指定地区内でも一般公立学校の
設備修繕にではなく、中・上流層が好む選択制学校の新校舎建設のために多く助成さ
れる傾向がある。近年では、都心部の選択制高校一校に総額１億1,300万ドル（約113
億円）ものTIF資金が助成され、近代的な新校舎が建設された(40)。当然、教育の公共
性の観点からは疑問が残らざるを得ない。 
このように、新設過程では都市再開発に資する学校づくりが進められていることが
わかる。それは、従来の市民や教師が想定する“良い学校”とは異なる。“選択制学
校であること”と“近代的な校舎と最新設備が整っていること”という二重の象徴性
を付与し、中・上流層を「誘引（attraction）」するための学校なのである。しかも、
その過程は、上述の通り、「決定の事前剥奪」や「新しい税の分配方法」など、市民
にはわかりにくい形で進められる点に最大の特質を見出すことができる。 
以上の過程を通じて、新設校では、裕福か成績の良い児童生徒が増加し、特別な支
援が必要な児童生徒や近隣から通う児童生徒が減少した。他方、閉鎖等に影響を受け
た児童生徒は、わずか６％が成績良好校に入り、42％は学業不振校に出席し続けてい
るという(41)。この結果は、学校再編が、閉鎖等に影響を受けた児童生徒により良い
教育機会を提供しえていないということに加え、学校間、とりわけ新設校と一般公立
学校の間に、児童生徒の社会経済的な階層（あるいは能力）に基づく分離を生み出し
つつあることも示しているといえる。しかもそれは、学校選択という自発的意思の姿
を借りているが、現実には、前記の領域横断的な政策力学が生んだ「排除」と「誘引」
による帰結と考えられるのである。先の学校間における資源配分の不平等などを鑑み
れば、この分離は、さらなる教育結果の不平等につながりかねず、学校閉鎖・新設、
ひいては現住民に不利益な都市再編を加速させることが予想される。 
 
 
第４節 小括 
 
 以上、本章ではシカゴ学区の学校再編を検討・考察してきた。そこからは、わが国
における今後の学校再編政策および教育行政のあり方を展望する上で、少なからぬ理
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論的・実践的示唆を読み取れる。 
 第一に、グローバル社会段階における教育政策分析への示唆である。 
 シカゴでは、教育改善・学力向上と治安・生活環境の改善の二つの社会的要求への
対応という形をとるなかで、複数の政策・制度の組み合わせにより、困窮層への排除
の圧力が相乗的に強まっていく様相を見て取れた。本来、すべての児童生徒に教育・
住宅環境の改善を通じた包括的な発達保障が実現されるべきところが、最も必要のあ
る層の排除を通じて一挙に両者の改善が図られようとしていたのである。この背景に
は、グローバル経済下において都市間競争が激化するなかでの“魅力ある都市”の形
成という目的がある。 
 周知のようにわが国でも、都市部で困窮層への排除圧力が強まりつつある(42)。今
後、教育行政への首長関与強化の下で、教育政策が都市戦略の構造に組み込まれ、教
育によって発達保障が疎外されるという価値的転倒が起こりうる可能性は十分考えら
れる。教育政策内の分析にとどまらず、領域横断的な政策力学が働く「見えにくい」
過程と作用を捉える作業が一層求められる。 
 第二に、本章の事例検討を通せば、学校改革と地域再生の一体的促進という課題に
対する新たな論点を見出すことができる。 
 従来、この課題をめぐっては、基本的に、個別学校や地域内部で完結した自律的取
組によって、教育への意識喚起や協働関係の生成、各地での人材育成や雇用創出等の
効果を生むことが期待されてきた。だが、シカゴの事例では、教育の改善と地域再生
は、人口移動や資源の集中的配分などにより、他校・他地域へのしわ寄せを生み出し
ながら達成されていた。わが国でも人口減少社会を迎え、地域活性化が目指される中
で、今後、学校間・地域間での生き残りをかけた諸資源の争奪が起こることが予想さ
れる。現代では、この課題への取組が、排他的な性質を持ちうることに十分な留意が
必要である。 
 換言すれば、たとえ個別学校や地域内部において教育や生活水準の改善など所期の
目的が達成されたとしても、教育行政が責任を持つべき“すべての”児童生徒の発達
保障は達成されない恐れがあるということである。こう考えれば、学校再編を通じた
教育の改善と地域再生の取組を診断・評価する理論枠組の構築に際しては、絶えず全
体利益の中での個別成果を的確に捉える視点を基本的条件として位置づけるべきとい
える。以上二点が、本稿の教育政策の空間的分析の事例検討から導きうる示唆である。 
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における『地域の未来』創生に向けた取組（大臣官房）」2014年８月、文部科学省
「地域とともにある学校づくりの推進（平成27年度概算要求説明資料７）」2014年
８月、など。 
(2) 村上祐介「教育委員会制度改革論の再検討」日本教育行政学会研究推進委員会編
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頁。 
(4) わが国の教育行政研究においてもリップマンの研究に言及されることはあったが、
その空間的視座の方法論上の意義は析出・解明されていない。小松茂久『アメリカ
都市教育政治の研究―20世紀におけるシカゴの教育統治改革』人文書院、2006年、
331-334頁。 
(5) 学区概要（2014-15年度）：学校数664校、児童生徒数396,683人（アフリカ系アメ
リカ人39.3％、ヒスパニック45.6％、白人9.4％、他5.7％、貧困層86％）。 
http://cps.edu/About_CPS/At-a-glance/Pages/Stats_and_facts.aspx （最終閲覧日2015.7.9.） 
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Caref, C.R.氏、Johnson, J.L.氏（シカゴ教員組合） 2014年12月２日 
Brown, J.氏、Lee, J.氏（地域 NPO「Kenwood Oakland 
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2014年12月３日 
※備考：多角的なデータ収集の観点から、学校訪問を試みたが、一般公立学校では受け入れて
もらえなかった。代わりに、上記NPO二氏は、第３節で扱うミッドサウスエリアの公立学校
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を指摘し、CPSに是正勧告を出している。http://www.isbe.net/CEF/ （最終閲覧日
2015.7.9.） 
(9) Lipman, P. & Haines, N., “From Accountability to Privatization and African American 
Exclusion: Chicago’s “Renaissance 2010””, Educational Policy, 21(3), 2007, p.482. 引用箇
所の原典は現在入手不可。 
(10) 篠原岳司「現代シカゴ学区における学力向上政策と学校改善計画―分散型リー
ダーシップの理論と『実践』―」『日本教育政策学会年報』第15号、2008年、153-
166頁、篠原岳司「新連邦教育省長官のシカゴ学区における教育改革とその論理―
『ルネサンス2010（Renaissance 2010）』改革の成果と課題―」研究代表者：青木宏
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(18) 石井拓児「新自由主義教育改革と教育委員会制度」『季刊 自治と分権』第56号、
2014年７月、57-65頁。 
(19) Lipman, P., “Education and the spatialization of urban inequality: A case study of Chicago’s 
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第５章 対抗軸的実践としての「地域教育計画」の萌芽 
―学校再編政策下における住民自治の展開― 
 
 
 前章の検討に基づけば、グローバル経済下における都市間競争の激化を背景に、シ
カゴでは教育行政が他領域の政策に翻弄され、教育によって発達保障が疎外されると
いう価値的転倒が起こっていた。だが同学区では、こうした動向に対して市民社会の
側から異議申し立てが起こっている。本章では、その特質と意義を明らかにすること
で、学校再編政策と地域社会との関係について再検討する。 
 
 
第１節 学校再編政策への異議申し立ての生起 
 
 周知の通り近年の日米両国では、教育行政と住民との関係が改めて問い直されてい
る。従来のような教育行政の固有性を尊重した形ではなく、例えば首長の影響力強化
等にみられるように、現行の一般政治・行政に依拠した民主性で覆うかのような形で
の制度改編が進んできた(1)。 
 だが、こうした公的な制度改編等の「官」の動きから「民」へ目を転じると、特に
米国では、市民自らが教育行政への参加を自生的に希求し、そのあり方自体を問い直
すとともに住民自治へと展開させるような動向も同時並行で生じており、大いに注目
に値する。教育行政における民主性・住民自治の現代的なあり方や意義を見通す際、
このような動向の意味の解明はきわめて重要になると思われるが、管見の限り十分に
検討されているとはいえない。 
 本研究が念頭に置くのは、シカゴにおける最近の動向である。同市は米国でもいち
早く教育行政の首長直轄管理を導入し、教育委員会制度における民主性を無力化・形
骸化したと批判されてきた。その影響を最も強く受けた政策領域の一つが学校設置で
あり、成績低迷校の閉鎖や民営化等が進んでいる(2)。前章の検討に基づけば、グロー
バル経済下での都市間競争の激化を背景に、首長部局の主導で学校設置は都市再開発
と連動して進められ、中上流層の都市部回帰を促す重要な役割を担わされたものと捉
えられる。 
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 上記の市民による自生的動向は、これら地域と学校が大きな変貌を余儀なくされる
中、まさに学校設置を起点に生じている。しかも、それを地域のあり方全体に位置づ
けながら、すなわち地域の実情から学校への期待、教育の理念や目的、子どもの発達
支援の方向性等と併せながら論じるという、いわば不十分ながらも総合的な地域の教
育像を住民参加の下で扱う「地域教育計画」(3)の策定の萌芽とも呼ぶべき動きが見受
けられるのである。 
 こう捉えると、たとえ首長直轄型で教育委員会を抑制し、教育とは別の意図から作
用を強めても、学校設置が子どもたちの成育と地域の将来像に深くかかわる以上、絶
えず生活の土台からその是非やあり方を問い直す動きが湧き出てくるのではないか。
そして、そこから発する地域教育計画の策定・組織化の過程と人々の動き(4)にこそ、
教育行政における住民自治原理を再検討する手がかりが浮かぶのではないだろうか。 
 こうした仮説的把握に基づき、以下では、シカゴ市都心南部・ミッドサウスエリア
内のブロンズビル地区（Bronzeville）における住民主導の教育計画策定の試みに焦点
をあて、策定過程と内容を分析し、その特質と意義を明らかにする。その際、米国固
有の文脈を注視しつつも、わが国への有効な示唆を得るために、「地域教育計画」の
概念(5)を端緒として検討を進める。この作業を通じて、教育行政における住民自治の
今日的意義の解明を目指したい。 
 分析には、地域教育計画策定に尽力した中心人物ブラウン（Brown, J.）とリー
（Lee, J.）へのヒアリング調査（2014.12.3実施）の結果(6)、現地で収集した一次資料、
関連する米国研究論文・報告書・新聞記事等を用いる。両氏は、地域NPO「ケンウッ
ド-オークランド・コミュニティ組織（Kenwood Oakland Community Organization：以
下KOCO）」の教育担当職員である。KOCOは住宅・雇用を含む地域の諸課題解決に
向けて「コミュニティ組織化（community organizing）」を行う組織であり、そこで両
氏は学校改善や若者のリーダーシップ育成等に携わってきた。さらにブラウンは、
2003年から現在まで同計画の主要対象校であるディエット高校（Dyett High School）
で学校評議会（Local School Council: LSC）の委員も務めており、地域や学校の現状に
最も詳しい人物の一人といえる。 
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第２節 住民の教育意思の組織化過程 ―ブロンズビル地区を事例に― 
 
 本節では考察の前提として、シカゴ学校再編政策の影響を、ブロンズビル地区の学
校現場の実態と保護者・住民の反応に焦点を当てて概括する。その上で、地域教育計
画策定の土台となった人々の教育意思の組織化の過程を明らかにする。 
 
（１）地域教育計画策定の背景 
 ブロンズビル地区は、前章で検討したミッドサウスエリアにおける中心区画の一つ
である。すでに述べた通り、2001年以降、都市再開発と学校再編の中心地となってき
た。公営住宅は取り壊されて階層混合住宅や高級住宅街等へ、また公立学校は約８割
が閉鎖されてチャータースクール等へ、それぞれ転換されている。 
 同地区の動向については、シカゴ学校再編の調査を続けるイリノイ州立大学の研究
チーム「教育における公正と正義のための協同（Collaborative for Equity and Justice in 
Education：以下CEJE）」も注目してきた(7)。シカゴにおいて学校再編政策の影響を受
けた公立学校の典型例として、CEJEは同地区のディエット高校の問題状況に触れて
いる(8)。 
 彼らによれば典型としての特徴は次の三点にある。第一に、学校が不安定化させら
れてきたことである（Destabilization）。地区内で統廃合が繰り返され、児童生徒は学
校間をたらい回しにされている。その影響で同校は校内暴力の激化や教職員の転出率
上昇等を余儀なくされてきた。にもかかわらず第二に、学校は学区から十分な資源を
投資されてきていない（Disinvestment）。そのため児童生徒は必要な教育や支援を享
受できずにいる。そして第三に、学校再編をめぐる学区の診断・決定過程において、
保護者・住民らの発言権・参加権限が剥奪されてきたことである（Disenfranchise-
ment：原義は「公民権剥奪」）。 
 本稿が注目するブロンズビル地区の地域教育計画は、こうした公立学校をめぐる困
難な状況を背景に生起したものである(9)。後に詳しく検討するように、住民・教師ら
は、児童生徒の学習権・発達権不保障への危機感と、学区の成績低迷校介入政策（公
立学校の閉鎖・民営化や、教職員の大幅入替等）への不満から、自らの手で学校転換
手法の“代替案”を検討・作成し、学区に提案・支援を求める道を模索していく。こ
の点で先述の仮説検証にふさわしい。 
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 以上から同地区は、学校再編による影響をつかみうる典型であり、かつ、教育行政
と市民社会の諸力がせめぎ合い、新たな教育行政実践・教育実践が生み出されつつあ
る場といえる。教育行政における住民自治原理の再検討という本稿の目的からすれば、
この動きの中に、人々の教育意思の生成から組織化に至る過程を見出し、その特質を
分析・考察することが重要となる。 
 
（２）学校再編政策による“空間操作”の作用 
 計画策定以前も、ディエット高校では、学校評議会を中心に学校改善への努力を重
ねてはいた。表5-1に示すように、施設整備、人事、教育プログラムまで多岐にわた
る。2008年にはシカゴ学区（Chicago Public Schools）の前最高経営責任者（Chief 
Executive Officer）ダンカン（Duncan, A.）や前市長デーリー（Daley, R.）から模範的
な努力と称賛されたという。同年、大学進学者数41％増、逮捕者・停学者の大幅減少
等、一定の成果を挙げることもできた。 
 だが、前掲の不安定化等の現実の中では、こうした努力は無力化されがちであった。
まず学業成績は、若干改善の兆しはあったものの、依然として介入政策の基準を下回
っていた(10)。さらに、導入された様々な教育プログラムも、資金・人材不足により
継続的な実施が困難になっていった（表5-1）(11)。これらから、同校は再編対象にな
ることへの危機感を常に持つことになる。 
 
表5-1 学校評議会による計画策定以前の主要な学校改善努力 
学校改善に向けた取り組み 取り組み前後の状況 
施
設
整
備 
・図書館整備 ←2003年まで図書館なく書籍７冊 
・スポンサーを獲得して体育館新設 
（ESPN主催コンテストで賞金＄400万獲得） 
←2011年まで整備不全の体育館 
人
事 ・有能な新校長のリクルート  
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム 
・生徒の情緒的社会的支援プログラム「正義回復
（Restorative Justice）」導入・実施 
△実施２年後、学区事務局がプログラ
ムへの資金助成を打ち切り 
・隣接する大規模公園の自然資源を活用して学校
農園を開発。複数の教育プログラムを実施 
（Chicago Botanical Gardenと共同開発） 
→インターンシップを実施 
 放課後プログラムの提供 
 社会貢献活動にも活用 
・職業・大学準備プログラムの開発・導入 △実施２年後、資金不足で停止 
出典：Gutierrez & Lipman（2012）より筆者作成 
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 そして学校評議会が最も深刻に捉えていたのは、「学校」への向き合い方をめぐっ
て、地区全体で保護者・住民の反応が二つに分岐し始めていたことであった(12)。一
つは学校再編への抗議もしくは学校改善活動に参画する動きであり、もう一つは子ど
ものためにより安定した教育環境を求めてチャータースクール等への進学・転学を模
索・選択する動きである。 
 マクロな観点から捉え直せば、ここには、学校再編・再配置という“空間操作を伴
う”政策が、人々の意識や行為に対して、意図的・無意図的に大きな作用を及ぼす様
相が浮かび上がる(13)。次章以降で詳細に論じる同地区での住民らによる地域教育計
画の策定は、こうした政策の性質に照応した対抗軸として生み出されたものといえる。
同地区の実践の分析・考察に際しては、空間操作的な側面への着眼を持っておくこと
が有効となる。 
 
（３）教育意思の組織化の要点 
 先述の保護者・住民の「分岐」については、通常であれば、後者の“脱出”は“消
費者的”と教条的に批判され、場合によっては「分裂」を導きかねない。 
 だが、地域教育計画の策定を主導したKOCOは、学校評議員でもあるブラウンを中
心に、そうならないよう次のような重要な意識転換と努力を重ねていた。まず①不透
明な世相の中での保護者の心情を共感的に理解し、その上で②「分岐」の根底に横た
わる、子どもや地域への感性・感覚という「共通性」を掘り起こし、③それら「共通
性」を発展させていく取り組みを行ったのである。 
 彼らは敢えて、同校の枠を越える地域全体を対象とした集会を開き、あらゆる保護
者・住民と教師で「地域の子どもたちにどう育って欲しいか、そのためにいかなる教
育が必要か」を語り合うことから始めた(14)。 
 ここでKOCOが注視したものこそ、学校への向き合い方が異なる保護者・住民らの
根底に「子どもにより良い教育を受けさせたい」という共通の思いがあることであっ
た(15)。ゆえに集会は、住民らに対して同校への支援を直接喚起するというより、そ
の「共通の思いを“誰でも通学可能な公立学校で”実現しうる」ような具体的方法の
模索・計画へと向かっていく。こうしたKOCOの働きかけは、市民社会に渦巻くエネ
ルギーに着眼し、それを、公立学校を変える教育意思として組織化するための時空間
を作り出すものであったといえる。ここに、「コミュニティ組織（communiry organiza-
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tion）」の役割の重要性を看取できる。 
 集会は学習会や教育計画策定会議へと展開しながら、2010年より５年間続けられた。
小学校等のアクセスしやすい公共施設を活用したことで、数百人もの保護者・住民・
教師が参加したという(16)。 
 ブラウンとリーは、むろん先述の「分岐」がすべてなくなったのではないとしつつ
も、集会や学習会に参加した多くの保護者や住民の変化を次のように把握していた
(17)。 
「…保護者や住民は、子どもが自分の未来に希望を持てるような学校を協力して創
ることができる、ということを少しずつ知っていった。…私たちの声が何かに結
び付いていくという確信が芽生えたこと、それが一番の変化だった（リー）。…
そう。私たちは“閉校しないで！”というだけではなかった。私たちには教育の
ビジョンと計画があった（ブラウン）」。 
 彼らの言葉に基づけば、既存校からの脱出を模索する人々だけでなく、そこに留ま
りつつも行政批判に終始してきた人々も変化したことを示している。既存校の中身を
不問に付して、統廃合からの存置を訴えるばかりではなく、住民や教師自身が学校を
変える方策を改めて模索することで、子どもたちの豊かな育ちを保障する意識と希望
が生まれてきたと指摘するのである。 
 やや理念的に述べるならば、地域の大人たちは、サービスとして教育を消費し批判
するだけでなく、まさに次世代育成に責任と権利を持つ当事者として教育の創造に携
わり始めたといえる。 
 
 
第３節 本事例にみる地域教育計画の特質 
 
 上でみた住民らの教育意思は、具体的にはいかなる形を取ったのか。それこそ本研
究の注目する同地区での地域教育計画であった。本節では、住民らの“共通の思い”
がどのように結実したかという観点から、同計画の特質を解明する。 
 
（１）学校ネットワークの形成 
 地域での協議の成果は、まず「ブロンズビル地区におけるグローバルな成功者を育
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てるビレッジ（Bronzeville Global Achievers Village：以下BGAV）」と呼ばれる、計画の
大枠を定めた文書としてまとめられた(18)。 
 その骨子は、地区内の複数の学校でネットワークを築く点にある。対象校は、地区
内唯一の入学選抜・抽選のない公立高校となっていたディエット高校と、同校に卒業
生を進学させる小中学校（feeder schools）５校である(19)。これら学校段階を超えた６
校が、ひとつの「ビレッジ（village）」としての教育環境を持つことがビジョンとし
て掲げられたのである。「ビレッジ」という概念には、「児童生徒を丸ごとの人間とし
てケアし、発達に必要な支援と、やりがいある挑戦課題（challenge）の両方で彼らを
包むような学校群」をつくるという意図が込められているという。その実現に向けて、
６校で共有する「タテのカリキュラム（K-12 vertical curriculum）」と「支援サービス」
を開発・実施し、施設や資源も共同で活用することが示された。 
 このような学校ネットワークの形成は、ブロンズビル地区の公立学校をめぐる困難
な現状への対応として、次の二つの今日的意義がある。 
 第一に、地区内の“すべて”の児童生徒に、高校卒業段階まで“切れ目ない”発達
保障を目指す取り組みといえる。既に述べたように、同地区では繰り返される学校再
編により児童生徒が学校をたらい回しにされてきた。この現状においては、学校間で
カリキュラムや支援サービスに連続性を持たせることは喫緊の課題であったと考えら
れる。その際、教師はタテのつながりを意識したカリキュラムを自ら策定していくこ
とになるため、児童生徒の長期的な育ちを見通した教授活動の再構築が期待できる点
も重要である。 
 第二に、ビレッジ内の学校間で教育・地域資源を開拓・共有することで、学校単位
での保有資源の限界に対応することが重視されていたといえる。学区の財政難にも起
因し、各校は十分な教育資源を供給されてきていない。同計画では、学校ネットワー
クを築くことで、児童生徒が放課後にビレッジ内の教育施設（例えば表5-1の新設体
育館や「学校農園」等）を自由に利用できるようにし、地域全体を豊かな学びの場に
することが意図されていた(20)。 
 以上から、同計画は個別学校に留まらず、階梯を超えた複数校で、教授と資源の
“競合”ではなく“共有”を徹底する点で、財政制約下での児童生徒の学習権・発達
権の包括的保障を目指すものと評価できる。先述の“空間操作”との関連では、地域
全体を、いわば発達保障の制度空間にするものといえる。 
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 また、ここで学校評議会との関係も明瞭になる。従来の学校単位の参加は、人々が
教育に向き合うきっかけとなり、そして、きめ細かいニーズを汲み取れる点で重要な
意義を持っていた。だが、それらニーズの本格的な実現を目指すとき、本事例のよう
に、児童生徒の長期的な成長発達を見通せる位置での計画策定・住民自治が重要かつ
必然なものとして生起したといえる。 
 
（２）対抗的教育政策の立案 
 他方で、BGAV計画は、「学校ネットワークの形成」という組織運営上の工夫を通
じて各校での成績向上を実現し、従来通り行政からの評価・承認を待つという個別学
校改善の側面があるだけではない。住民の中にある共通の感性の発展を目指し、それ
によってこそ学校改善を促進・評価するという、「政策スキーム」自体の転換にまで
踏み込んでいった側面にも注目する必要がある。 
 住民らは、民営化を強く推進する学区や連邦の改善スキームには不満を抱くが、決
して学校教育の抜本的改善の必要性自体は否定しない。むしろ行政主導の現行政策の
限界を超えた新たな枠組の必要性を提起している。そして、その枠組に基づく改善計
画が行政側に代替案として承認されることを目指しているのである。この点で、敵対
的ではないが、しかし現行政策を批判的に捉えた代替案、いわば“実行可能かつ対抗
的な”教育政策の立案という性質を見出せる。 
 この枠組の構築にあたっては、同計画で明示的には述べられていないが、参考とな
るモデルが存在したと推定しうる。KOCOも加盟する全米レベルの教育連盟「優れた
公立学校のためのコミュニティ（Communities for Excellent Public Schools：以下CEPS）」
が「持続可能な学校転換モデル」を提案しており、これが同計画を方向づけたと思わ
れる(21)。このモデルは、オバマ政権が成績低迷校再建に向けて打ち出した「ターン
アラウンド（turnaround）」政策(22)を批判的に乗り越える“代替案”として提起されて
いる。ターンアラウンド政策は、シカゴ学区も連邦に先立って実施してきたものだが、
校長・教職員の入替、学校運営主体の転換、閉校等を通じて、公立学校の劇的な改革
を志向するものである。 
 CEPSは、抜本的改善の必要性には同意しつつも、同政策が「学校を誰が運営し誰
がそこで働くかに過度に焦点を当てすぎて」いるために「持続可能な」学校改善を導
くことが難しいと批判する(23)。なぜなら、こうした「どの学校にでも当てはめうる
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性質」の政策は「公立学校の成功や失敗が、地域全体の成功や失敗と密接に結びつい
ている」ことを見逃しかねないからである。ゆえにCEPSは、学校改善を持続可能な
ものにするには、各地域がそれぞれの文脈に照らして「教室や学校でどのように変化
を起こすか」を考えていけるモデルこそ必要と主張するのである(24)。 
 ブロンズビル地区の計画は、こうしたCEPSの理念を共有し、学区・連邦の介入政
策に替わる学校転換の新たな枠組として、次の三点を掲げた。第一に、質の高い教授
学習につながる学校文化と、全児童生徒が高い期待を持ち、やりがいある学習プログ
ラムを打ち立てること。第二に、学業成績向上のためにも、児童生徒の心身両面の健
康上のニーズを診断し包括的支援をコーディネートすること。第三に、学校をアカウ
ンタブルにするため、それらを保護者・住民・生徒・教職員による協働的包摂的な過
程の下で実践することである。 
 この枠組に即して、住民らはまず、ビレッジ内の学校で共通に持つべきと考える教
育プログラム、方針、活動を具体化していった（表5-2）(25)。そして、続いて策定す
る個別学校の教育計画では、これらを組み込みつつ細部まで練り上げた計画（full 
plan）を目指すことで、改善への実効性を高めることとした。 
 
表5-2 ビレッジ内の学校が持つ教育プログラム、方針、活動 
① 学校文化とカリキュラムへ
の焦点化 
②児童生徒への包括的支援 ③ コミュニティとの真正の
協働 
・カリキュラムのタテ方向での
調整 
・８年生までに代数学習得 
・グローバルリーダーシッププ
ログラム設置 
・４-12年生は大学体験 
・正義回復プログラム設置 
・余暇の時間の設置 
・すべての児童にPre-K 
・ビレッジ内に常勤のソーシ
ャルワーカーと看護師の配
置 
・地域安全パトロール 
・夕方７時まで開校するコミ
ュニティスクール 
・メンタープログラム 
・人格形成支援／社会的情緒
的プログラムの導入 
・効果的でよく訓練された
LSCと保護者諮問委員会 
・親主導の文化活動委員会 
・強いコミュニティパートナ
ーシップ（教育内容と学校
特色の結合を重視） 
・保護者とコミュニティの活
動がよく統一されているこ
と 
出典：Bronzeville Global Achievers Villageより筆者作成 
 
 以上、同地区の計画は、住民の中にある子どもへの共通の感性から出発することで、
学校改善の実行可能性・持続可能性が強く意識され、組織運営上の工夫に加えて学校
転換手法の根本的見直しへと展開していったことがわかる。 
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（３）個別学校の教育計画への展開 
 続いて同地区では、全６校のハブ的位置づけにあるディエット高校の学校転換計画
「グローバルリーダーシップとグリーンテクノロジーのディエット・コミュニティ・
ハイスクール（Dyett Global Leadership and Green Technology Community High School：
以下、ディエット高校転換計画）」の策定が進められた(26)。これは個別学校の教育計
画でありながらも、BGAV計画全体の中に位置づけられるものであり、策定の際にも
そのことを重視する必要があった。 
 このことから計画策定では、他校との接続・調整や教育の専門知識も重視したデザ
インチームが作られ、そこに学校評議員の一部を含む形となった。メンバーは、学校
評議会代表（同校から２名、他校から１名）、生徒、教職員、地域NPO職員、教員組
合や大学の研究者等、計18名で構成された。 
 計画内容は全57頁に渡って、ビジョン、使命、カリキュラム、支援サービス、ガバ
ナンス、教員評価と職能開発、学校評価等を含む、総合的・包括的なものとなってい
る（表5-3）。前節でみた学校評議会による従来の改善努力も、改めて地域の教育像や
他校との接続・調整の上で、総合的な計画の中に効果的に位置づけることが意識され
た。ここに地域単位での取り組みの意義がある。 
 
 表5-3 ディエット高校転換計画の目次 
【目次】 
１．概要：ビジョン、使命、地域特性、グロー
バルリーダーシップとグリーンテクノロジー 
２．カリキュラム・教授理論・評価方法 
３．コミュニティイマージョン（community 
immersion）学習とリーダーシップ育成 
４．生徒のリクルートメント 
５．共同カリキュラムに関する活動 
６．教職員の職能開発 
７．学業的支援と社会的支援 
８．学校ガバナンス 
９．学校マネジメント 
10．人事 
11．教員評価 
12．学校スケジュール 
13．学校カレンダー 
14．保護者と地域の参加 
15．フィーダー校との協力・調整 
16．中等教育後に向けた準備 
17．学校パフォーマンスに関する内部評価 
18．施設 
19．外部パートナー 
20．改革のタイムライン 
21．予算 
出典：ディエット高校転換計画より筆者作成 
 
 これらの内容には実務的・手続き的なことも多く含まれていることから、本研究で
はすべては取り上げない。しかしながら、地域に根ざす教育計画が住民主導で自生的
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に策定されていったことを重視する本稿の立場からすれば、そして計画全体を貫く軸
となった点では、上記の中でも「学校のビジョン」と「使命」はきわめて重要である。
最後に、これらの特質について検討を加える。 
 
 
第４節 ディエット高校転換計画にみる教育と地域の展望 
 
 冒頭で述べたように、「地域教育計画」をめぐる議論では、地域の将来との密接な
関連の下に教育・学校を位置づけていく。ここに本義を見出しうる。本節ではこうし
た観点から、ディエット高校転換計画における「学校のビジョン」と「使命」につい
て考察を深め、その特質と意義の解明に迫りたい。 
 
（１）新しい「学校のビジョン」にみる住民の意思 
 ディエット高校の新しい「学校のビジョン」は、「生徒、学校、地域、そして社会
全体がより良い方向に発達」するよう、生徒を「自信と能力と思いやりを持った“コ
ミュニティを中核とした学習者（community centered scholars）”に育てる学校」と定義
された(27)。ここでは、とりわけ、「生徒・学校の発達」と「地域・社会の発展」が並
列して述べられていることに重要な意味がある。 
 というのも、既に触れた通り、シカゴがグローバルシティ化を目指す中、同地区で
は特に急速な都市再開発が進められてきた。だが、その利益を富裕層が享受する一方、
前章で検討したように、貧困層は、質の高い公教育、住宅、健康的な食品等へのアク
セスを失い、一部住民は他の貧困地域への移動を余儀なくされてきた。つまり同地区
は、再開発で貧困層の子どもの成育環境が改善されるというより、むしろ彼らへのし
わ寄せを伴いながら経済発展が進められるという、「生徒の発達」と「地域の発展」
の間の矛盾が表出しつつある地域といえる。 
 上記ビジョンは、住民らがこの矛盾に直面する中で、決して「生徒の発達」と「地
域の発展」とを切り離して前者のみに注力する道を選ばなかったことを図らずも示し
ている。次項でも詳述するように、むしろすべての子どもの発達保障のためにこそ、
再開発への従属を甘受するでもなく地域の発展を度外視するでもなく、教育と社会の
関係に正面から向き合い、両者が相反せず、共に良くなっていくあり方を探ることこ
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そ、同地区の最重要課題と考えられたといえる。同校の新しい「学校のビジョン」に
は、いわば個人の発達と社会の発展との矛盾の最小化、とでもいうべき方向性が住民
の意思として表れている。 
 
（２）次世代社会のデザインと主体形成の方向 
 では、この意思がいかなる教育の展望へつながったのか。その手がかりとなるのが
「学校のビジョン」を受けて新たに自覚された「使命」である。それは「グローバル
リーダーシップ（global leadership）とグリーンテクノロジー（green technology）の二
焦点を持つ優れた教育を提供する…こと」であった(28)。 
 ここに挙げられた同校の教育活動全体を貫く二焦点について、「目的と学びの方向」
「到達目標」にあたる部分を抽出・整理したのが表5-4である。その内容をみると、
グローバルリーダーシップとは「グローバルとローカルの問題の相互関連性と…地域
や国の…政治的社会的な構造を理解すること」、グリーンテクノロジーとは「同地区
の豊かな自然資源を活かして、農業科学や太陽光・風力等のクリーンテクノロジー
（clean technologies）と、地域発展とのつながりを学ぶこと」とされている。こうし
た学びを通じて、生徒が自身の生活や地域の実状と結びつけて「社会」と「自然」の
本質と構造を探究・理解し、世界を変革する主体（リーダー・研究者・創造者）にな
ることが目指される。 
 この二つに焦点化されたのは、同地区が「持続可能な地域発展」（表5-4）を今後の
社会変革の方向性として支持し、その地域像の中に教育を位置づけたからである。グ
リーンテクノロジーは、地域が自律的に活力・安定性・継続性を取り戻すための理論
的実践的な探究の核として、グローバルリーダーシップは、その地域像の実現に向け
て、現在の政治的社会的構造を批判的に洞察し主体的に行動できる力を育む学びの核
として、それぞれ重視されたのである。 
 換言すれば、同地区の試みは、都市間競争に応じたシカゴの開発型経済政策に対峙
するものとして、地域資源を活用し持続的な循環型社会経済発展と福祉・教育等の拡
充を求める「内発的発展」(29)の考え方を基軸にした次世代社会像を提起し、その創
造を担う主体形成を目指すものといえる。先の“矛盾”との関係では、内発的発展は、
一部住民の排除を伴いうる再開発とは異なり、住民を「主体」に地域改善を図るもの
であるため、少なくとも理論的には、その追求こそ「すべての」児童生徒の発達権保
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障と両立可能で、ひいては、両者は互いに強めあう関係にもなりうると考えられるの
である。 
 また、こうした文脈に照らし合わせれば、先の「学校ネットワークの形成」におけ
る教育・地域資源の開拓・活用と学校間共有も、現状の打開策というだけでなく、
「内発的発展」を教育現場から実践していく積極的なアイディアとして深めて捉える
ことが重要であろう。 
 
表5-4 「グローバルリーダーシップ」と「グリーンテクノロジー」 
 グローバルリーダーシップ グリーンテクノロジー 
 
 
 
目 
的
と
学
び
の
方
向 
・生徒を、学校、地域、都市、国、世界の
リーダーへと発達させる 
・自身の生活やコミュニティに関係あるも
のとして、地方・国・国際的な問題の相
互関連性と政治的社会的構造を理解する 
・市民・市民社会の意味をつかみ、世界市
民に発達するよう、グローバルとローカ
ルの相互関連性を理解する 
・生徒を、実践的な研究者・創造者となる
ように発達させる 
・コミュニティでの生活状況を改善できる
ツールとして自然資源を利用できるよう
生徒を発達させる 
・農業科学やクリーンテクノロジーと、地
域発展とのつながりを学ぶ 
※「学校農園（表5-1）」等を積極的に活
用した学びを想定 
 
 
 
 
 
到
達
目
標 
・近隣改善のために能力を使うような“コミュニティを中核とした学習者”となり、世界
を知り、世界市民としての自身の役割の感覚を持つこと 
・深く洞察力のある考えを持つ人、そして問題解決者となること 
・自己決定と多様性を尊重し価値づけることができる 
・経済的、政治的、社会的、文化的、科学技術的、環境的な観点から、世界がどのように
機能しているかを批判的に理解できる 
・全居住者の人間としての権利―地球における自然の権利や全生命の権利も同様―に敏感
で、その保障のために社会で意見表明（advocate）ができる 
・世界を持続可能にするために行動しようとし、またそれができる 
出典：ディエット高校転換計画より筆者作成 
 
 以上、ディエット高校転換計画には、地域空間と学校を連動させた大胆な再編によ
り生活基盤が切り崩されてきた住民らの切迫した危機感から、「内発的発展」を中核
に、地域の再建と教育の再建とを一つのものとしてつかもうとする意識とアイディア
が生起していた。これは同地区の住民らが、「すべての児童生徒の育ち」から接近し
た際にたどり着いた、彼らなりの正しさの模索に基づく教育と次世代社会とを再創造
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する方法であったといえる。 
 
第５節 小括 
 
 本章では、シカゴ・ブロンズビル地区における「地域教育計画」策定の試みについ
て検討・考察してきた。そこからは、教育行政における住民自治原理に対する少なか
らぬ理論的・実践的示唆を読み取れる。 
 第一に、シカゴでは、首長直轄管理の下で教育委員会制度における民主性が無力
化・形骸化する中、本稿の分析・考察に基づけば、地域に根ざす学校設置・制度整備
という教育行政の本来のしごとが、生活の土台から自生的に復権するような様相を呈
していた。歴史的な相で捉えたとき、これは、教育行政における住民自治の必然性を
示しているように思われる。 
 だが、本事例は教育委員会制度の民主性に全面的に置き換われるものとはいえない。
というのも本事例にみる住民自治は、学校単位ではないが市全域でもない、その中間
的な位置で生じていた。これを市全域に拡大実現するのは、複雑な現代都市部の情勢
において容易ではない。その証左として、同地区の計画は未だシカゴ学区からの承
認・支援を獲得できていない。 
 しかし第二に、こうした中間的な位置での住民自治にこそ今日的意義を見出せるの
ではないか。本事例を改めて評価すれば、住民らは単なる意見の開陳に終わらず、計
画策定への主体的関与の姿勢を見せていた。すべての子どもの長期的な発達保障のた
めには、必然的に地域での学校間接続を視野に入れた意思決定が重要となる。他方で、
過度に広域になると住民の主体的関与は難しい。ここに、市全域でも学校単位でもな
い中間的な位置での住民自治の潜在力が浮かび上がる。改めて、こうした中間的な位
置や、学校単位あるいは市全域での自治について、単に教育行政における住民自治と
して一括して論じるのみならず、複層的に捉え、例えば制度設置の単位や人口規模・
範域設定のあり方と具体的な教育上の効果・意義の関係性について、さらなる事例研
究を重ねて教育行政における住民自治原理を究明することが求められる。 
 第三に、本事例では、住民らが教育の現実に向き合う中で、地域の内発的発展と主
体形成の連動という、彼らなりの「教育と地域の展望」が表出・展開する様相を見て
取れた。シカゴ市全域では中上流層回帰だけを求める動きも見られる中、同地区では、
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児童生徒の発達を重要焦点として視野に入れたからこそ個人―社会間の矛盾の最小化
が意識され、経済効率優先の発想を多少なりとも緩和し、排除的ではなく包摂的な地
域の発展を目指すことになった。わが国の教育政策も、序章で触れた通り、貧困問題
への対応や地域づくりとの有機的な連関等、自治体での総合的な政策連携が必要にな
っている。その際、他領域の政策に従属するだけではなく、教育＝次世代育成の観点
から基本的方向性の反省・見直しを提案することも有効・必要となる。それを付け焼
刃ではなく実質化するためにも、教育行政における住民自治の理論を、現代的に再構
築していくことが重要となる。 
 なお本稿では、同計画策定への教師の関わりや、彼らが中核を担うカリキュラムの
詳細については十分に触れられなかった。今後、教職員らへのヒアリングを含めた追
跡調査を行い、教師の活動に焦点を当てた分析を進めていきたい。 
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終 章 研究の総括 
 
 
 
第１節 各章で得られた知見 
 
（１）学校再編政策をめぐる理論的基盤の生成 ―【第Ⅰ部】― 
 本研究では、米国都市部において学校再編政策がいかに進められどのような作用を
及ぼしているのかについて、とりわけ「地域再生」との連関に焦点を当てて検討して
きた。本節では、第１章から第５章までの検討から得られた知見を総括する。 
 第１章では、近年の米国都市学区における学校管理の理論的基盤として導入が進め
られている「ポートフォリオ・マネジメントモデル（以下PMM）」が、学校の閉鎖・
新設・再配置等を学校管理サイクルに不可欠の要素として組み込んでいることに着目
し、それを学校再編政策の新たな展開・本格化と捉えて、理論的な特質と課題を分析
した。 
 まず、PMMの基本的発想は、チャータースクール等の新たなタイプの学校も含め
て学区の所管する全学校を「学校群のポートフォリオ」として一元的に捉えた上で、
学区全体で児童生徒の教育ニーズを満たし、かつ多様で質の高い自律的学校群を成立
させるという２つの目的が達成されうるよう、戦略的・機動的に学校の改善支援と再
編を実施していくというものであることを確認した。 
 次に、米国教育改革の系譜におけるPMMの位置を検討した結果、PMMは従来の諸
改革にそれぞれ次の修正を加えるものであることが明らかになった。①学校間競争に
よる質改善を単純に期待せず、児童生徒への適切な選択肢を確保・提供すること、②
学校を“放任”して事後評価するのではなく、各校の改善の進捗状況に応じて支援・
介入を実施すること、③学校・教育供給主体の多様化は積極的に認めるが、他方で質
保証に向けて、学校評価や教育供給主体の選定等を戦略的に実施すること。このよう
にPMMには、従来の諸改革を再整理して統一的な枠組を構築し、確実な教育改善を
目指すという側面があった。 
 他方、PMMで最も重視されているのは上記に学区が責任を持つことであった。こ
の点に着目した場合、PMMは学区による学校管理スキーム、ひいては学校再編のあ
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り方を次の二点で深く変容させることを指摘した。第一に教育の質保証が、学区と学
校との１対１の関係から、１対Ｎ（所轄学校群全体）の関係の中で検討されるように
なる。ここには、学区の抱える教育ニーズと保有資源を結びつけて最大限効果を高め
ていく、いわば総合調整的な視点を見出せる。学校再編実施の診断に際しても、個別
学校の成果だけでなく、再編による他校への作用や全体状況にも目配りされうる点で
注目に値する。 
 第二に、各校を単に規律主体として統治していくというよりむしろ、自律性を前提
としつつ、学区による細かなルール設計を通じて環境全体の最適化とコスト管理が図
られるようになりつつある。いわば学区による統治技法が、人々が自由に振る舞うこ
とを管理するような「環境＝空間管理型権力」を次第に発揮するものになっていると
いえる。ただし、こうした統治技法の下で、例えば外部の教育供給主体と結びつきや
すく学校の柔軟な組み換えが可能となる大都市学区などでは、学校を壊すことへの抵
抗感を減らしかねず、ひいては教育の質保証の名の下で組み換え自体が是とされてい
く危険性があることを指摘した。 
 
（２）オークランド統合学区における政策展開 ―【第Ⅱ部】― 
 【第Ⅱ部】および【第Ⅲ部】では、前章までの理論的検討を踏まえて、二学区を対
象に事例分析を行った。 
 【第Ⅱ部】ではオークランド統合学区（以下OUSD）における学校再編政策を取り
上げた。OUSDでは近年、学校再編政策の実施過程で生じた諸課題に対応すべく、
PMMが導入されている。第２章では、その前段階であり、かつ、その後の政策展開
を方向づけていく重要契機として、学校再編政策の形成過程を考察した。OUSDでは、
保護者・住民が学習を通じて自ら教育行政に学校再編政策の提言を行い、その成立を
促していた。とりわけその過程において「コミュニティ組織化」と呼ばれる活動が鍵
となっていたことに注目し、政策成立に至るまでの保護者のエンパワーメントと学習
の過程、および政策成立以後の展開を支えた持続的な取り組みの二点について、その
特質と意義を解明した。 
 まず「コミュニティ組織化」とは、貧困層の人間関係構築や能力発達を支援するこ
とで、地域改善に向けて彼らが自ら課題を発見し解決に向かう力を引き出す専門技術
であることから、OUSDの学校再編政策は、いわば「地域再生」に向けた試みの一つ
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として形成されたことを確認した。その上で、政策形成過程の特質としては、第一に、
教育に関する問題関心を保護者の個々の人生に即して同定することで、まずは彼らに
他者や地域とつながる原動力を創出することが出発点・基盤となっていたこと、第二
に、教育問題の解決策を模索する過程では、教育制度のあり方を生活現実や地域間関
係の中で捉え直す学びを通じてはじめて、地域に存する構造的な不平等と教育環境整
備格差との密接な連関が明らかになり、その是正に向けて学校再編政策の形成と成立
が目指されるようになったこと、第三に、政策成立を決定づけた活動としては、①大
学を母体とした学校改革支援組織と連携し、地域側の提案に教育の専門的知識・技術
を裏づけたことと、それを基に、②政策決定に影響力を持つアクターとの対話が進め
られたことを明らかにした。以上のコミュニティ組織化実践を通じて、OUSDでは学
校再編政策が成立していた。 
 次に、政策成立以後の展開を支えた地域側の持続的な取り組みとしては、第一に、
再編校選定において学校コミュニティが組織化されているか否かが重視されたことで、
住民に加えて教師の組織化も継続的・精力的に進められたこと、第二に、新設校にお
ける「関係性の文化」の構築に地域が携わることになったこと、第三に、OUSDでは
教育行政が混乱期に入る中で、“移動のない住民”が地道に公権力側に働きかけるこ
とで政策の継続・発展を支えたこと、等が明らかになった。これらにより、OUSDで
は2000-2009年の間に全79校中22校を閉鎖し新たに48校が設置された。OUSDの学校再
編政策は、貧困地区に学校を増設したのみならず、政策の形成・実施過程において、
そこに生きる人々の関係性や、彼らの学校や地域に対する向き合い方にも大きな変化
をもたらしうるものであったことを指摘した。 
 第３章では、学校再編政策の実施段階において、教育委員会が直面した困難や、そ
の対応・処理等を通じて、いかに政策が生成・発展・変容、さらには新たな課題に直
面したかという過程に焦点を当てて、学校再編と支援をめぐる重要論点と特質を解明
した。 
 前述したOUSDの政策内容は「学校の自律性」と「住民参加」を基軸とした再編を
進める点に特徴があった。だが、それは単に教育行政機構の機能縮小を示すものでは
なくむしろ、「自律的学校経営のための能力向上」に対して事務局が適切な支援を提
供することにも注意を払うものであることを確認した。しかし肝心の支援能力が疑問
視されたことから、OUSDでは学校改革支援組織との協力体制の下で、学校再編支援
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を導く政策理念と実践ガイドラインの構築が進められていく。結果として事務局は計
画性と明確な意図を持った支援が可能となり、支援能力にも向上がみられることが明
らかになった。加えてこの実践ガイドラインは、学校再編に関する成功・失敗例等の
包括的知見の蓄積と、その吟味を通じたさらなる発展・活用が目指されていたことか
ら、事務局の支援をブラックボックス化せず、次世代にも継承可能にする意義がある
ことを指摘した。 
 次にOUSDでは他の公立学校にも権限委譲を進めるが、学区の資源・時間に限りが
ある中では上記成果を単純に適用することは難しく、効果的に支援・資源を提供する
政策が模索されていく。とりわけOUSDでは学校再編政策を通じて多様かつ質の高い
学校が増加した一方で、学区全体を見れば改善に停滞がみられる学校も多いことが課
題となっていた。これは教育行政上の重要な論点を示唆している。すなわち、各校の
自覚する教育課題は、単純に当該校の個別事情からのみ生じるのではなく、学区全体
の人口動態や経済状況、あるいは児童生徒の移動等による他校からの“歪み・しわ寄
せ”からも生じる。とりわけ学校再編政策を通じて学校の多様化も進み、教育の内容
や質に開きが生じやすくなった状況下では、この傾向に拍車もかかる。 
 OUSDではこうした事態に対処すべく支援の性格を変容させていく。すなわち自律
性尊重による個別学校への課題解決支援から、学区全体における資源と教育ニーズの
総合調整を伴った学校群対象の包括的支援に比重を移していったのである。その理論
的基盤となったのが第１章で検討したPMMであった。OUSDにおけるPMM活用方法
の独自性は、学区が全体利益に責任を持つために、時に各校の自律性を抑制しつつも、
各校の具体的改善方法や介入措置の診断・決定の過程には住民―教育専門家間や学校
間での対話・相互学習を組み込むような制度設計がなされていたことにある。つまり、
可能な限り事務局のパターナリスティックな介入を避けながら、学校改善に向けた取
り組みを核として地域での新たな教育関係の形成をも目指すものであった。 
 
（３）シカゴ学区における政策展開 ―【第Ⅲ部】― 
 以上、【第Ⅱ部】で検討したOUSDの学校再編政策とその展開は、決して平板に進
んだわけではなく、また劇的な改善とはいえないが、しかし市民の側のみならず行政
側も教育の土台である地域との関係を重視した根本的な改善を目指している点で、対
症療法的な改革を続ける現代米国の趨勢に照らせば注目に値するものであった。だが
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他都市に目を転じれば、こうした教育行政実践の成立を楽観的に待望・希求できない
事態も起きている。続く【第Ⅲ部】で取り上げたイリノイ州シカゴ学区における学校
再編政策では、グローバル化の下で教育行政が翻弄される様相が見られた。シカゴも、
第１章で確認したように、OUSDと同じくPMMを改革の理論的基盤としていながら、
PMMの学校群のコントロールという考え方が全く異なる作用を生み出していたので
ある。 
 第４章では、教育行政における首長直轄管理下で進められた学校再編政策「ルネサ
ンス2010」の作用について検討した。シカゴの学校再編政策は、単に学校を変えるだ
けでなく、住宅政策等との相乗効果により、貧困層を中流層に置換しながら都市空間
を一変させ、新たな経済開発をねらいうる方途となっている。この動向は、グローバ
ル化時代における教育政策の新潮流ともいいうるものである。だが、従来の教育制度
内の変更に視野を限定する研究枠組ではその動態を捉えきれない。そのため本研究で
は、学校再編政策が地域全体にいかなる作用を及ぼしているのかという包括性の下で
作用を捉えることを重視した。 
 分析では、まず再編実施の全体状況に目配りすることで、再編校がインナーシティ
に偏在している事実を指摘した。その上で、それらの地域では学校再編政策に先立ち
公営住宅を解体・再建する住宅政策が大規模に進められていたことと、これに伴って
急速な再開発が進み、貧困層の立ち退きと中流層の流入が促進される「ジェントリフ
ィケーション」が起こっていることを確認した。グローバル経済下での都市間競争の
激化を背景に、学校再編政策は都市再開発のメカニズムの一部として組み込まれ、ま
た、それを促す重要な役割を担わされたものと捉えられる。 
 次に、こうした政策連動の下で、学校再編がいかに動かされているかという過程を
検討した。まず、学校閉鎖の過程では、公立学校には十分な資源投資がなされていな
い状況がありながら、アカウンタビリティ制度が学業成績等のアウトプットのみで閉
鎖を決定できる正当化の手段として機能していることを指摘した。他方、旧校閉鎖後
の新校設置過程では、その設置審査において市民が参加権限を事前に剥奪されている
こと、さらには中流層の都心回帰を促しうるような選択制学校等に学校建設資金が配
分される仕組みが整えられていることを確認した。いわばシカゴの学校再編政策、ひ
いては都市再開発は、テクノクラート的な複雑なルール設定により、市民には極めて
わかりにくい形で進められていたのである。 
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 学校再編は結果的に、貧困層の児童生徒により良い教育機会を提供しえておらず、
加えて、新設校と他の公立学校の間に、児童生徒の社会経済的な階層あるいは能力に
基づく分離を生み出しつつある。上記の学校間での資源配分の不平等等を鑑みれば、
この分離はさらなる教育結果の不平等につながりかねず、学校閉鎖・新設、ひいては
現住民に不利益な都市再開発を加速させうると考えられる。 
 以上から得られた示唆として、第一に、教育政策が都市戦略構造に組み込まれるこ
とで、教育によって発達保障が疎外されうる可能性、第二に、学校再編と「地域再生」
の一体的促進という課題が、都市間競争や希少資源の争奪が激化する現代においては、
他校・他地域への排他的性質を持ちうることの二点を指摘した。 
 第５章では、こうした動向に対して、市民社会の側から異議申し立てが起こってい
ることに着目した。前章で検討したように、シカゴでは学校と地域が大きな変貌を余
儀なくされる中で、だからこそ、学校・地域再編の最前線ともいえるブロンズビル地
区において、住民の新しい動きも生まれている。それは学校再編への単なる抵抗運動
ではなく、学校設置を起点として、住民が主体的に「地域と教育の新たな展望」を描
こうとするものである。本章では、こうした住民主導の教育計画策定の試みに焦点を
当てて、策定過程と内容を分析するとともに、その特質と課題を明らかにした。 
 まず、本事例にみる地域教育計画策定は、学校単位でも市全域でもない、その中間
的な位置で生起していた。すなわち、同地区の学校段階を超えた小中高６校がネット
ワークを形成し、ひとつの「ビレッジ」としての教育環境を持つことがビジョンとし
て掲げられていたのである。これは、地区内で統廃合が繰り返されて各校が不安定化
し、かつ財政状況が悪化する中で、全ての子どもの長期的な発達保障のためには、必
然的に地域での学校間接続を視野に入れた意思決定と教育・地域資源の共有が重要と
なっていたことを示している。そして、これが過度に広域ではなかったことで、住民
らは単なる意見の開陳に終わらずに計画策定への主体的関与の姿勢も見せていた。こ
こに中間的な位置での住民自治の今日的意義を見出せる。 
 加えて本計画は、単に組織運営上の工夫を通じて各校での成績向上を実現し、従来
通り行政からの承認を待つだけでなく、現行政策を批判的に捉えた対抗的教育政策の
立案という側面も有していることを指摘した。 
 次に計画内容を吟味すれば、住民らが教育の現実に向き合う中で、地域の「内発的
発展」と主体形成の連動という、彼らなりの「教育と地域の展望」が展開する様相を
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見て取れた。前章で検討した通り、シカゴ全域では中上流層回帰だけを求める動きも
みられるなかで、同地区では、児童生徒の発達保障を重要焦点として視野に入れたか
らこそ、個人―社会間の矛盾の最小化が意識され、経済効率優先の発想を多少なりと
も緩和し、排除的ではなく包摂的な地域の発展を目指すことになっていたことを指摘
した。だが、同地区の計画は未だシカゴ学区から承認されておらず、実行に移されて
はいない。その意味で本事例には課題も残る。 
 
 
第２節 結論と示唆 
 
 以上の知見のまとめを踏まえて、わが国の教育行政への実践的示唆、および教育行
政学・教育制度研究への理論的示唆の導出を念頭に置きつつ、米国都市部における学
校再編政策の特質と課題を総合的に考察する。 
 
（１）政策形成過程に関する特質と課題 
 第一に、学校再編政策の形成過程に関する特質としては、行政と住民の間で、時に
緊張もはらんだ相互作用の活性化が生じているという、政策過程の動的性質の高まり
を挙げることができる。本研究で検討した学校再編政策は、政策エスタブリッシュメ
ントによって一方的に決定・展開されるものではなかった。むしろ本来、政策がその
対象として尊重すべき、その意味において政策の源泉となるべき地域住民との相互作
用関係によって政策が展開される様相を少なからず看取することができた。 
 とりわけ【第Ⅱ部】で検討したオークランドの事例では、住民の要求に応じる形で
学校再編政策が提出されていた。さらに注目すべきは、行政側もその後の政策展開に
おいて、決して住民に従属してはいないが、しかし子どもの学びにとっての住民の重
要性を強く認識し、地域を教育の土台として適切に位置づけた制度設計をしようとし
ていたことである。このように互いが影響を与え合って政策が形成される様相を見て
取れた。 
 また【第Ⅲ部】で検討したシカゴの事例では、市民には抗い難いほどに急進的な学
校と地域の再編が進められていながらも、だからこそ、住民の主体的な教育計画策定
が生起していた。もちろん同計画は行政側に承認されておらず、その点でシカゴでは
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依然として権力側の規定性が強い。だが住民運動をする人々は、従来のように行政・
政策への一方的な批判や、それらと全く切り離したところで活動を展開してはいなか
った。現状改革への意識は行政側と共有しつつ、すなわち敵対的ではないが、しかし
現行政策を批判的に捉えた対抗的教育政策の立案を試み、その上で行政当局への交渉
をしていたのである。そして、両事例における住民の動きの基盤となっていた手法が
「コミュニティ組織化」であった。 
 恐らくは教育・教育政策全般についていえることだが、学校教育は次世代育成のみ
ならず地域の将来に深くかかわるため、そのあり方が地域住民の注視の対象になると
同時に、その是非を絶えず問い直す動きがでてくる。その背景としては、現代米国に
おいて教育政策が「環境＝空間管理型権力」を発動する様相を呈する中で、未だ明瞭
な形ではないにせよ、地域の人々が学校をはじめとする生活空間の変容に少なからず
違和感を持ちはじめていることも推量できる。これは、ある意味健全なことともいえ
よう。とはいえ本研究にみたように、その帰趨は楽観を許すものではない。現在、グ
ローバル化や経済の不安定化によって地域社会に不安が広がるなか、こうした教育政
策ゆえの地域の関心の高まりは、今後、米国のみならず先進諸国で強くなっていくと
予想される。本研究で取り上げた事例は、そうした動きが先鋭化したものとして位置
づけうるものである。 
 ただし上記シカゴの事例は、皮肉なことに、政策の圧力が生活を脅かすほどに強権
的となっているがゆえに生まれてきた側面がある。できることならば、こうしたアイ
ロニカルな形ではなく、より建設的な形で住民の姿勢・考え方や実践が醸成されてい
くことが望ましい。本研究での知見は、その手がかりの一つとして位置づくことを目
指すものである。 
 
（２）政策の作用に関する特質と課題 
 第二に、政策の作用に関する特質としては、とりわけシカゴにおいて、教育改善・
学力向上と治安・生活環境の改善の二つの社会的要求への対応という形をとるなかで、
複数の政策・制度の組み合わせにより、困窮層への排除の圧力が相乗的に強まってい
く様相を見て取れた。本来の公教育政策とは、すべての児童生徒に教育・住宅環境の
改善を通じた包括的な発達保障を実現すべきものであろう。ところが同学区では、学
校教育や福祉からの支援を最も必要とする層を排除することによって、一挙に教育と
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地域環境の改善が図られようとしていた。しかもそれは、第４章で確認したように、
市民の参加権限の事前剥奪や新しい税の分配方法等、テクノクラート的な複雑なルー
ル設定により、市民にはわかりにくい形で遂行されようとしていたのである。 
 さらに、シカゴとオークランドに共通する政策の作用として、一見、個別学校・個
別地域を対象にするかに見える政策が、それを越えて、むしろ他校・他地域への多大
なる影響を及ぼしている点も特徴的である。二地域間には、意図的作用か無意図的作
用かという違いはあるが、いずれにしても、往々にして等閑視されうる他への波及効
果こそが重要な作用となっていた。これは、従来の個別学校・個別地域に視野を限定
しがちな理論的・実践的動向に対して、大きな問い直しを迫るものである。換言すれ
ば、学校再編と「地域再生」は、現段階では他校・他地域へのしわ寄せを生み出しな
がら達成されようとしている。すなわち、ここに現代的な特質、それはどちらかとい
えば課題としての消極的特質があらわれているといえる。 
 そのうちオークランドの事例においては、住民らが次の二重の意味で現代社会に
“ふさわしい”姿勢、ひいては“進歩＝発達”を見せており、このことこそが上記課
題を如実に示すものとなっていた。一つには、同学区では、住民の人間関係構築や学
びを通じて学校再編政策が形成されたことで、単に貧困地区の学校の増設・条件整備
が達成されただけでなく、人々の教育や地域への向き合い方が変わり、自分たちの生
活に根ざしたニーズを表明できるようになっていた。それは一定の達成として認めら
れるべきである。 
 二つには、しかしながらそれだけに、同時に限界も明瞭に浮かび上がってくる。す
なわち人々の中で学区全体の問題が十分に意識されないまま、個別学校のニーズばか
りが強調されがちになってしまったのである(1)。この背景として、グローバル化の下
での“生き残り”を強く意識せざるをえないような現代の状況に対して、無意識のう
ちにせよ住民らが一定の“適応”を図っていることも想定できる。もちろん個別学校
のニーズ・課題も重要であり、それが抑圧されてはならない。だが、そうしたなかで、
例えば教育資源の不足等、学区全体にかかわる重大な問題が改めて重要課題として浮
上したことも事実である。こうしたことは、人々の意識の不十分さ、裏を返せば伸び
しろや発展可能性を指し示すということでもあるが、依然として、個別学校・個別地
域が自分たちだけ一人勝ちを求めるような排他的競争から逃れることができていない
ことを示していたように思われる。 
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 わが国でも人口減少社会を迎え、地域活性化が目指される中で、今後、学校間・地
域間での生き残りをかけた諸資源の争奪が起こることが予想される。現代では、学校
再編と「地域再生」という課題への取組が、排他的な性質を持ちうることに十分な留
意が必要であり、その限界を乗り越えられるような理論と実践の開拓が求められる。
こうした課題の導出につながる点でも、上記の特質の指摘には一定の意義を見出しう
る。 
 そして改めて再び本研究での知見の通覧に立ち戻れば、こうしたことへの解決の糸
口にもつながるものがほのかに見えてきた。それが、次の第三の特質にかかわるもの
である。 
 
（３）政策内容に関する特質と課題① 
 第三に、政策内容に関する特質については、排他的競争を乗り越えうるような内容
の発展が示されていた。上記人々の意識・行為は、財政難や教育課題・地域課題が深
刻化するなかで、その解決に必要な諸資源を、希少資源の範囲内でゼロサムゲーム的
に競い合おうとして生起するものであった。こうした状況下で、児童生徒の発達保障
を、学校を単位として考える発想様式に限界が生じており、それへの対応を含んで学
校再編と「地域再生」を目指す動きがみられはじめていた。今日これは、行政側にも
住民側にも共通する特質となっている。 
 まず行政側の実践から述べれば、第１・３章で確認したように、PMMが現代での
到達点の一つとみなせるものであった。従来の米国では「学校の自律性」を前提ない
し唯一の正しき解法であるかのようにみなして、その理念を中心に学区教育委員会の
役割等を提示する動きがみられていた。しかしそれは、本研究が明らかにしたように、
特に資源が希少な社会においては限界を伴う。また人々の意識においても、他校より
も魅力的な、他を排してまで、あるいは排さなければ自校の改善に臨めないとの意識
を植えつけることにすらなりかねない。これは「地域再生」にかかわっても同様の姿
勢を生み出しうる。他方でPMMは、学区全体の抱える教育ニーズと保有資源を結び
つけて最大限の効果を高めていくという点で、こうした問題状況を切り拓き、従来の
単位学校中心主義のパラダイムを問い直すものとして非常に注目に値する。換言すれ
ば、個別分断された要素還元主義やモジュール主義ではなく、改めて総体主義・全体
性（トータリティ）に立ち戻るような動きが生起しているといえる。この点で、新た
終 章 研究の総括 
 
- 136 - 
 
な理論的実践的提起につながる可能性があり、極めて興味深い。 
 ただし、PMMにみられる「学校群のコントロール」という発想に関しては、単純
に是とすることはできず慎重に吟味する必要がある。というのも、第４章で検討した
シカゴの動向では、教育的価値より経済的価値が優先されることで、「学校群のコン
トロール」という発想が学区内の学校間での総合調整という意味合いではなくむしろ、
一定の地理的範域内の失敗校を一掃して地域社会と乖離した新校を設置することによ
り、地域空間そのものをコントロールしようとする動きへとつながっていたからであ
る。これは新たな理念が登場したからこその課題ともいえ、また、公教育における規
制を緩和し、民間活力を積極的に活用する手法との組み合わせによっていっそう加速
されうるものであることも見逃せない。 
 従来の先行研究では、現代米国の教育政策内容に対して、テスト学力向上特化への
批判意識が強いあまりか、上記のような特質を十分に視野に入れていない。そのため、
政策内容自体の展開過程が追跡困難になるのみならず、これら新たな課題の指摘・発
見にも至りづらい。こうした限界の克服を見通そうとする点は、本研究の独自の意義
の一つとなり得るものである。 
 
（４）政策内容に関する特質と課題② 
 次に住民側の実践としては、第５章で検討したシカゴ・ブロンズビル地区の事例に、
地域を拡張することで排他的競争を乗り越えようとする志向性をうかがうことができ
た。 
 同地区の地域教育計画策定の試みは、高校を頂点に複数の小中学校をひとまとまり
とした一定の地域的広がりのなかで、教育意思を集約するとともに、資源配分や教
育・資源を共有・調整しようとする考え方が生まれていた。こうした試みには、教員
のみならず地域の人たちが、当該校の児童生徒だけでなく、タテに子どもの発達を見
通して、彼らへのまなざしや向き合い方を変えていく可能性を指摘できる。いわば学
校を起点として大人たちの発想や地域の諸々のヒト・モノ・コトを、教育・発達の充
実という観点からこそ問い直し、整備していくという(2)、大人―子ども関係のみなら
ず環境をも含めた、地域の総体的な教育関係を編み直すような萌芽を指摘できるので
ある。 
 本事例からは、学校段階をまたいで長期的に子どもが発達することと、個別学校・
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個別地域の一人勝ちではなく各地域が均衡・緊張を保ちながら地域が発達すること、
そして、そうした地域の発達のなかでこそ、すべての子どもたちの発達が保障される、
という形で、改めて、教育資源の集約・配分や教育意思の組織化とともに、大人から
子どもへのまなざしを変えていく必要があることがわかる。その意味では、校区や教
育行政区画を単に地理的な便宜のみによって設定するのではなく、子どもの発達の必
要性とそれへの支援・教育の必要性と課題から、人々の意識と行為に即して再区画す
るという展望にもつながっていく。これは教育制度編成原理の大きな転換ともいえる
ものである。 
 さらに、同地区の地域教育計画は、学校再編と「地域再生」のあり方という点では、
現代社会に正面から向き合った上で、教育内容との関係性を、困難を伴いつつも懸命
に模索・探究しようとする姿勢に特徴があった。すなわち、現代社会の在り方に問題
意識を持ちつつも、その拒絶や否定ではなく、そして教育からの排除でもなく、むし
ろ生活者としての自分たちなりの考え方に基づいて、社会全体の操作・変革は限りな
く不可能に近いとしてもその中での地域のあり方を見通しながら、そこにこそカリキ
ュラム編成の根拠があるという形で、両者を結びつけようとしていた。それは、同計
画の「グローバルリーダーシップとグリーンテクノロジー」という理念にみられるよ
うに、決して多国籍企業に象徴されるような動きではなくむしろ、たとえ微力で稚
拙・単純な形であったとしても、生産活動や経済活動の人間化を目指し、また教育の
場にふさわしい形で、理念・価値基準の異なる両者の矛盾を最小化することを意識す
るものであった。 
 このことは、教育政策・教育制度・教育課程が、空間的にも時間的にも決して学校
内だけで完結するものではなく、社会のあり方を考える上で必要不可欠な契機である
ことを改めて示している。いわば、社会のあり方は教育のあり方を抜きにして考える
ことはできない。逆に、教育のことを考えるがゆえに、社会や地域のあり方が問い直
されていた。つまり本事例は、教育が決して、社会の中で福祉や医療等と同じく領域
的に扱えるものではないことの必然性を示唆している。他方でこうした観点からすれ
ば、【第Ⅱ部】で検討したオークランドの事例や、それと重なる先進諸国における教
育政策・教育活動の課題も浮き彫りになる。すなわち、従来の改革動向は、現代社会
において、教育政策・教育制度・教育課程が個人的なニーズのみならず、社会的なニ
ーズとしても重要な位置づけにあることについての自覚が十分ではなかったと考えら
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れるのである。 
 以上のように捉えてみれば、現代米国では、システムの領域で浸潤・増殖する政策
との相互作用の下、生活世界の領域で悪戦苦闘する住民らの動きも、上記の政策側と
同様、いわば要素還元主義を超えるような展開を見せていた。すなわち、政策形成の
層（レイヤー）、資源配分の層、あるいは人々の生活における教育意思の層など、複
数の層を地域空間の広がりの下で統合・包括して捉え、教育・発達の相から問い直す
ような動態が住民らの中に生じている可能性がある。しかしながら、こうした教育に
重大な意味をもたらしうる社会動態を捉えるような、あるいは、そもそも各層を統合
して認識できるような理論枠組や概念装置は、管見の限り従来の教育行政学・教育制
度研究には準備されていないように思われる。こうした地域空間の複合性を的確に描
き出すと同時に、それとの対応関係において教育制度の現状と未来を見通し、新たな
構想と実践を生み出すような形で、いわば教育制度空間論へと一歩踏み出していくこ
とが今後の研究上の課題となる。これが本研究の結論である。 
 
 
〔註〕 
(1) 第３章の検討の結果および、当時のOUSDで教育委員を務めていたカキシバ
（Kakishiba, D.）氏へのヒアリング調査の結果より（2015.1.12実施）。ヒアリング調
査は、同氏のオフィスにて、半構造化形式で約１時間半実施した。 
(2) 藤岡貞彦『教育の計画化』総合労働研究所、1977年、207-208頁。 
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